
令和４年度概算要求 就職氷河期世代支援予算の概要 令和４年度概算要求額 207億円
（令和３年度予算額 212億円）

就職氷河期世代の方々への支援については、安定的な財源の下で関係者が安心して取り組めるよう、就職氷河期世代支援に関する

行動計画2020（令和２年12月25日就職氷河期世代支援の推進に関する関係府省会議決定）等において、令和元年度補正予算

を含め、「３年間で650億円を上回る財源を確保する」との方針を示している。この方針に基づき、令和元年度補正予算から令和３年度

予算まで総額522億円を確保して支援を行ってきた。

令和４年度概算要求では207億円を要求し、就職氷河期世代の方々への支援を着実に進めていく。

２ 個々人の状況に合わせた、より丁寧な寄り添い支援

○アウトリーチの展開

・アウトリーチ等の充実による自立相談支援機関の機能強化

11.7億円（31.7億円）

・ひきこもりに関する地域社会に向けた普及啓発と情報発信の実施

1.5億円（1.5億円）

・地域若者サポートステーションにおける就職氷河期世代の無業者の支援

46.7億円（51.7億円）

○支援の輪の拡大

・身近な基礎自治体におけるひきこもり支援の充実 29.8億円（11.5億円）

・ひきこもり支援に携わる人材の養成研修 1.6億円（1.2億円）

・地域における就労体験・就労訓練先の開拓・マッチング

1.0億円（3.3億円）

・就労準備支援事業等の広域的実施による実施体制の整備促進

0.8億円（5.8億円）

・農業分野等との連携強化モデル事業の実施 1.0億円（1.0億円）

・技能修得期間における生活福祉資金貸付の推進 2.2億円（2.2億円）

１ 相談、教育訓練から就職、定着まで切れ目のない支援

○きめ細かな伴走支援型の就職相談・定着支援体制の確立

・ハローワークにおける専門窓口の拡充、担当者によるチーム支援の実施

17.9億円（16.6億円）

・業界団体等による短期間での資格取得・正社員就職の支援等

26.0億円（27.5億円）

○採用企業側の受入機会の増加につながる環境整備

・特定求職者雇用開発助成金（就職氷河期世代安定雇用実現コース)

21.2億円（14.3億円）

○受けやすく、即効性のあるリカレント教育の確立（出口一体型） ○民間ノウハウの活用

・民間事業者のノウハウを活かした不安定就労者の就職・定着支援

19.1億円（28.9億円）

※（ ）内は令和３年度予算額



○関係者で構成するプラットフォームの形成・活用

・就職氷河期世代支援の推進に向けた全国プラットフォーム等

0.03億円（0.03億円）

・就職氷河期世代活躍支援都道府県プラットフォームを活用した支援

4.4億円（5.0億円）

・就職支援コーディネーター（人材開発支援分）の配置 4.9億円（8.1億円）

○地域における就職氷河期世代の先進的・積極的な取組への支援

・地域就職氷河期世代支援加速化交付金 16.3億円

４ その他の取組

○一人一人につながる戦略的な広報の展開

・就職氷河期世代等に対する積極的な広報の実施 0.9億円（1.4億円）

○その他関連施策

・国家公務員中途採用者選考試験（就職氷河期世代）の実施

0.2億円（0.7億円）

緊要

上記のほか、就職氷河期世代に関連する施策（内数表記となっている施策）も含めた合計額は、1,473億円程度（令和３年
度予算：1,262億円程度）である。これも含め、デジタル人材の育成等のリカレント教育（求職者支援訓練におけるWEBプログラミ
ング、地域企業におけるデジタル人材の育成等）、地方への人の流れの創出（地域おこし協力隊、テレワークの導入推進等）、中小
企業、農林漁業等への就労支援等を通じ、就職氷河期世代を含めた支援に取り組んでいく。

・新規就農者育成総合対策

・就職・転職支援のためのリカレント教育推進事業

・地域未来DX投資促進事業

・地域女性活躍推進交付金

・地域・企業共生型ビジネス導入・創業促進事業

＜新規・増額要求している主な施策＞

236.1億円の内数（205.0億円の内数）

5.2億円の内数（新規）

25.9億円の内数（新規）

11.6億円の内数（1.5億円の内数）

10.2億円の内数（新規）

3 プラットフォームを核とした新たな連携の推進



（単位；百万円）

予備費 ３次補正予算額 ２次補正予算額 １次補正予算額 当初予算額 補正予算額 当初予算額

不安定就労者一人ひとりが置かれている課題・状況等に対応するため、全国の主要なハローワークに専門窓口
を設置して、キャリアコンサルティング、生活設計面の相談、職業訓練のアドバイス、求人開拓等、それぞれ
の専門担当者がチームを結成し就職から職場定着まで一貫した支援を実施する。

1,790 1,660 - 54 - - 1,490 70 -
厚生労働省職業安定局総務課首席職業指導官室
03-5253-1111（内線5634）

就職氷河期世代の方向けに創設した「短期資格等習得コース」において、短期間で取得でき、安定就労につな
がる資格等の習得を支援するため、業界団体等に委託し、訓練と職場体験等を組み合わせ、正社員就職を支援
する出口一体型の訓練を行う。

2,603 2,745 - - - - 3,465 - -
厚生労働省人材開発統括官付政策企画室
03-5253-1111（内線5963,5929）

就職氷河期世代の方向けの「短期資格等習得コース」及び民間事業者のノウハウを活かした不安定就労者の就
職支援における訓練等を職業訓練受講給付金の給付対象とし、安心して受講できるように支援する。

10,482の内数 10,271の内数 - - - 4,163の内数 6,120の内数 - -
厚生労働省職業安定局総務課訓練受講者支援室
03-5253-1111（内線5336）

全国複数の地域において、これまでの効果検証を実施した上で、宿泊業界、観光関連業界が抱える人材の確
保・育成・活用に向けたモデル事業を実施する。具体的には、観光関連産業従事者のキャリアパスを構築し明
確にすることで、女性や就職氷河期世代等を含めた人材「確保」 、ポストコロナ時代を見据え、都市部IT人材
やリモートワークを活用したDX対応や副業・兼業の推進による人材「活用」、Web環境整備やマーケティング等
の教育実施によってインバウンドを含む観光サービス対応ができる人材「育成」等の支援事業を実施し、課題
と解決策のノウハウを事例集としてまとめ、全国で同じ課題を抱える地域へ普及する。

127の内数 119の内数 - - - - 145の内数 - 144の内数
観光庁参事官（観光人材政策）付
03-5253-8111（内線27-329）

多様な働き方ができる労働条件の整備等をテーマとした経営者向け「人材確保セミナー」における未経験・無
資格者の採用及び採用後の資格取得のための教育制度の促進、人材確保のための課題の整理、地域の事業者間
連携による好取組事例の収集・展開等により、就職氷河期世代を含む多様な自動車整備人材受入のための環境
整備を行う。

85の内数 83の内数 - - - - 87の内数 - 51の内数
国土交通省自動車局整備課
03-5253-8111（内線42426）

以下の取組により、就職氷河期世代を含めた多様な世代の建設技能のスキル向上を図る。
・新たなプログラムも含む特別講習を実施（令和元年度～２年度）。
・特別講習で作成・使用した教材・プログラムを一般公開・提供し、職業訓練校や教育機関、建設業団体、事
業者での活用を図る（令和３年度以降）。

- - - - - - - 40の内数 -
国土交通省不動産・建設経済局建設市場整備課
03-5253-8111(内線24854)

造船・舶用工業分野において、就職氷河期世代を含む幅広い世代に対するキャリアアップのためのリカレント
教育を行うため、地方協議会等において、事業者ニーズを踏まえ、造船工学新教材や造船技能研修センター等
を活用した造船・舶用工業分野での就労に必要となる基礎的な知識や技能の習得と職場実習等を可能とする教
育内容等について検討し、就職氷河期世代を含む多様な人材受入の促進を図る。

100の内数 92の内数 - - - - 92の内数 - 83の内数
国土交通省海事局船舶産業課
03-5253-8111（内線:43638,43656）

　就職氷河期世代を含む船員の経験のない者を雇用し、育成した事業者に対する助成や、船員の専門教育機関
を卒業していない者が船舶の運航に関する資格を取得するための訓練を実施する事業者に対する補助等を行
う。

121の内数 115の内数 - - - - 129の内数 - 119の内数
国土交通省海事局船員政策課
03-5253-8111（内線：45115）

　(独)海技教育機構｢海技大学校｣及び｢海上技術短期大学校｣にて、内航船の運航に必要な知識、技能、最新の
機器の取扱いなどの訓練を行っているところ、特に就職氷河期において、これらの学校で訓練を受け資格を取
得したものの、船員として就職できなかった者が存在する。このため、このような就職氷河期世代を含む者の
船員としての就職を促進するため、現在の船舶の運航で主に用いられている航海計器、機関装置等の操作に関
するスキルアップを取り入れたリカレント訓練を実施する。

6,981の内数 6,980の内数 - - - - 7,093の内数 - 7,232の内数
国土交通省海事局海技課船員教育室
03-5253-8111（内線：45169、45173）

・就職氷河期世代の就農を後押しするため、研修期間に必要な資金を交付。
・就職氷河期世代やシニア世代を含む幅広い世代の就農を促進するため、農業大学校等におけるリカレント教
育や新規就農向けの研修農場等の整備等地域における受入体制、50代の就農希望者を対象とする研修機関にお
ける研修を支援。

- - - - - - -

3,807の内数
※氷河期世代の新規就
農に向けた研修の支援

は1,700

-
農林水産省経営局就農・女性課
03-3502-8111（内線5190）

就職氷河期世代の就農を促進するため、就農希望者の就農準備への支援や、農業法人等における実践研修を支
援。

- - - 1,440 - - - - -
農林水産省経営局就農・女性課
03-3502-8111（内線5190）

・次世代を担う農業者となることを志向する49歳以下の者に対し、就農準備や経営開始時の早期の経営確立を
支援する資金を交付。
・農業法人等が労働環境を改善しつつ行う49歳以下の新規就業者への実践研修、新たな法人設立に向けた研修
や、多様な人材の確保等や農業法人等による従業員等の派遣研修を支援。
※継続分のみ

23,605の内数 20,501の内数 - - - - 21,294の内数 - 21,003の内数
農林水産省経営局就農・女性課
03-3502-8111（内線5190）

農業への人材の一層の呼び込みと定着を図るため、就農に向けた研修資金、親元就農を含む経営開始時の投資
を基本とする経営開始資金、雇用就農の促進のための資金の交付、伴走機関等による研修向け農場の整備、新
規就農者への技術サポート、農業大学校・農業高校等における農業教育の高度化等の取組を国と地方が一体と
なって支援するとともに、職業としての農業の魅力の発信等の取組を総合的に支援。

23,605の内数
（再掲）

- - - - - - - -
農林水産省経営局就農・女性課
03-3502-8111（内線5190）

・都道府県の認定を受けた林業経営体が新規就業者を雇用して行う以下の研修等を支援。
　〇林業への新規就業者の確保に向けた就業ガイダンス、作業実態等の理解を図るためのトライアル雇用（３
か月を上限） 。
　〇新規就業者を林業作業士（フォレストワーカー）へと育成するための３年間の体系的な研修（集合研修と
OJTの組み合わせ）。
・林業大学校等で学ぶ青年の就業準備を支援
・新たに林業への就業を目指す社会人を対象とした短期インターンシップ等への支援（先進技術や最新の林業
機械の操作実習、安全教育の徹底への支援）。

4,949の内数 4,617の内数 - 235の内数 - - 4,644の内数 200の内数 4,638の内数 林野庁林政部経営課林業労働・経営対策室
03-3502-8111（内線6085）

通信教育等の学習プログラムを通じた夜間・休日の受講、漁業学校等で学ぶ者の就業準備、就業希望者への就
業相談会の開催等就業情報の提供等、新規就業者の定着促進のための漁業現場での長期研修を行う。
漁業者の収益力向上のため、経営・技術の向上を支援。

1,616の内数 677の内数 - 104の内数 - - 691の内数 100の内数 796の内数
水産庁漁政部企画課
03-3502-8111（内線6571）

主に雇用保険を受給できない求職者に対して、訓練を受講する機会の提供等を行うことにより早期の安定就職
を支援する（実践的な技能等を習得の上、就職に直結する資格等を取得できる訓練コース及びマルチジョブホ
ルダー・非正規雇用労働者など在職中の方等を対象とした訓練コースについて、コース設定の要件緩和（訓練
期間の下限３ヶ月を２ヶ月に緩和等）を行ったところであり、引き続きコース設定を促進する。）。

11,724の内数 11,494の内数 - - - 5,153の内数 6,233の内数
0

（制度要求）
6,943の内数 厚生労働省人材開発統括官付訓練企画室

03-5253-1111（内線5600）

教員免許を取得したものの、一度も教師としての勤務経験が無い社会人等のうち就職氷河期世代を対象にし
た、教職への転職、学校教育への参画に必要な知識・技能等を身に付けることができる講習を実施。

61の内数 67の内数 - - - - - 111 -
文部科学省総合教育政策局教育人材政策課
03-6734-3969（内線2033）

非正規雇用労働者・失業者、希望する就職ができていない若者等への支援として、大学等において即効性があ
り質の高い教育プログラムを提供することを通じて円滑な就職・転職を促進。

- - 1,280の内数 - - - - -

文部科学省総合教育政策局生涯学習推進課
03-6734-3466（内線3253）
文部科学省総合教育政策局地域学習推進課
03-6734-3709（内線3709）

非正規雇用労働者・失業者、希望する就職ができていない若者等に対し、デジタル分野を中心に大学・専門学
校において即効性があり質の高い教育プログラムを提供することを通じて円滑な就職・転職支援。

522の内数 - - - - - - - -
文部科学省総合教育政策局生涯学習推進課
03-6734-3466（内線3253）

オンライン配信による授業科目・公開講座コンテンツ（数理・データサイエンス・AI）や、関係機関等と連携
した短期リカレント講座コンテンツを制作・提供。

7,531の内数 7,386の内数 - - - - 7,386の内数 - 7,631の内数
文部科学省総合教育政策局生涯学習推進課
03-6734-3466（内線3253）

社会人を主な対象とした情報技術分野を中心とする体系的で高度な実践教育プログラムを、産業界とのネット
ワークを活用しながら複数大学の協働により開発・実施。

- 110の内数 - - - - 289の内数 - 308の内数
文部科学省高等教育局専門教育課
03-6734-4750（内線4750）

産官学による実践的な教育ネットワークを構築し、様々な分野へデータサイエンスの応用展開を図り、データ
から価値を創出し、ビジネス課題に答えを出す人材を育成。

88の内数 175の内数 - - - - 234の内数 - 234の内数
文部科学省高等教育局専門教育課
03-6734-4750（内線4750）

専修学校と行政、企業が連携し、就職氷河期世代の非正規雇用者等のキャリアアップを目的とした学び直し合
同講座を開発・実証。

78の内数 269の内数 - - - - 425の内数 - 315の内数
文部科学省総合教育政策局生涯学習推進課
専修学校教育振興室
03-6734-3468（内線2938）

施策・事業名 施策・事業の概要
令和３年度

予算額
令和４年度
概算要求額

令和２年度

造船・舶用工業における人材の確保・育成【継続】

船員の確保・育成のための対策【継続】

内航海運への就職支援のための海技資格取得促進及び海技資格保有者への再教育の実施【継続】

新規就農支援緊急対策事業【廃止】

新規就農者確保加速化対策【廃止】

農業人材力強化総合支援事業【継続】

就職氷河期世代を対象とした教職に関するリカレント教育プログラム事業【継続】

就職・転職支援のための大学リカレント教育推進事業【廃止】

就職・転職支援のためのリカレント教育推進事業【新規】

放送大学の充実【新規】

成長分野を支える情報技術人材の育成拠点の形成（enPiT-Pro）【廃止】

令和元年度
担当府省部局課室名

〇受けやすく、即効性のあるリカレント教育の確立（出口一体型）

就職氷河期世代の方向けの「短期資格等習得コース」【継続】

「出口一体型」のプログラムや民間ノウハウを活用した教育訓練・職場実習の職業訓練受講給付金の
給付対象化【継続】

ポストコロナ時代を支える観光人材育成・確保【継続】

自動車整備業における人材の確保・育成【継続】

建設技能者のスキル向上のための特別講習【継続】

令和４年度概算要求における就職氷河期世代支援関連施策

１.相談、教育訓練から就職、定着まで切れ目のない支援

〇きめ細かな伴走支援型の就職相談・定着支援体制の確立

ハローワークにおける専門窓口の設置、専門担当者のチーム制による就職相談、職業紹介、職場定着
までの一貫した伴走型支援【継続】

新規就農者育成総合対策【新規】

経営体育成総合支援事業／漁業担い手確保緊急支援事業【継続】

求職者支援訓練【継続】

森林・林業新規就業支援対策【継続】

超スマート社会の実現に向けたデータサイエンティスト育成事業【継続】

専修学校リカレント教育総合推進プロジェクト【継続】
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予備費 ３次補正予算額 ２次補正予算額 １次補正予算額 当初予算額 補正予算額 当初予算額
施策・事業名 施策・事業の概要

令和３年度
予算額

令和４年度
概算要求額

令和２年度 令和元年度
担当府省部局課室名

大学等において、企業等を超えたオープンイノベーションを促進するため、リカレント教育や実践的な教育を
担う実務家教員の育成に関する産学共同教育の場やプログラムを提供するとともに、持続的に社会の要請に応
えられる産学共同人材育成システムを構築。

214の内数 250の内数 - - - - 280の内数 - 321の内数
文部科学省高等教育局専門教育課専門職大学院室
03-6734-2497（内線2497）

関係機関との連携により、キャリアアップ・キャリアチェンジに向けた学び直しやキャリア形成等を支援し、
女性の社会参画を促進。 32の内数 24の内数 - - - - 34の内数 - -

文部科学省総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課
03-6734-3073（内線3073）

大学等におけるリカレント講座の持続可能な運営モデルの構築及び全国展開。 22の内数 24の内数 - - - - 16の内数 - -
文部科学省総合教育政策局生涯学習推進課
03-6734-3466（内線3253）

大学等におけるリカレント講座の情報や支援情報等を総合的に発信するポータルサイトについての更なる整備
の推進。

14の内数 17の内数 - - - - 17の内数 - 17の内数
文部科学省総合教育政策局生涯学習推進課
03-6734-3466（内線3253）

地域の企業・産業のDXを加速させるために必要なデジタル人材を育成・確保するためのプラットフォームを構
築し、民間事業者等と連携したコンテンツの整備や、課題解決型学習プログラムの実施、OJT機会の創出に取り
組む。

2,590の内数 - - - - - - - -
経済産業省　商務情報政策局　情報技術利用促進課
03-3501-2646（内線3971）

課題を抱える地方の現場等を舞台とする社会課題を題材にし、社会人等を対象とする実践的能力開発プログラ
ムの開発実証（課題設定・データ解析・効果測定等）を行う。

- - - - - - 1,309の内数 - 1,062の内数
経済産業省商務・サービスＧ 教育産業室
03-3580-3922（内線4021）

正社員経験が無い又は少なく、キャリア形成の機会がなかったこと等から正社員としての就職が困難な者（失
業中ではない非正規雇用労働者も対象）を雇い入れた事業主に対して助成を行う。

2,123 1,431 - - - - 1,300
0

（制度要求）
988

厚生労働省職業安定局雇用開発企画課労働移動支援室
03-5253-1111（内線5792）

職業経験の不足などから、安定した職業に就くことが困難な求職者について、常用雇用への移行を目的に一定
期間（原則３か月）試行雇用する事業主に対して助成を行う。

403の内数 1,315の内数 - - - - 1,202の内数
0

(制度要求）
1,081の内数

厚生労働省職業安定局雇用開発企画課労働移動支援室
03-5253-1111（内線5792）

有期雇用労働者等を正規雇用労働者等に転換又は直接雇用した事業主に対して助成する。
※年齢にかかわらず、就職氷河期世代以外も対象となる。

51,666の内数 65,798の内数 -
0

（制度要求）
- - 112,070の内数 - 87,616の内数

厚生労働省雇用環境・均等局
有期・短時間労働課
03-5253-1111（内線5268）

正規雇用労働者に転換等をする目的で、有期契約労働者等に対して訓練を実施した事業主に対して訓練経費や
賃金の一部等を助成する。

6,556の内数 10,709の内数 - 98の内数 - - 13,433の内数
-

7,443の内数
厚生労働省人材開発統括官付企業内人材開発支援室
03-5253-1111(内線5933、5313)

企業において必要となるセキュリティ人材の各種役割や求められるスキル・評価指標を明確化することで、人
材のマッチングやキャリアアップを加速する。
また、就職氷河期世代を含む専門人材が、ドローンやロボット掃除機などのＩｏＴ機器等の信頼性を検証する
「ハイレベル検証サービス」に係る事業に従事し、キャリアアップにも繋げる。

- 392の内数 - - - - 405の内数 - 306の内数
経済産業省 商務情報政策局 サイバーセキュリティ課
03-3501-1253 (内線3964)

セミナー等を通じて、中小企業が氷河期世代を含む多様な形態・人材から人材を確保・活用できるよう支援を
行う。

1,110の内数 1,050の内数 - - - - 1,170の内数 - 1,367の内数
中小企業庁 経営支援部　経営支援課
03-3501-1511 (内線5331）

・障害者や生活困窮者の農林水産分野における雇用及び就労の促進に向け、農業法人や社会福祉法人が行う生
産技術、加工技術を習得するための研修等に対して支援。
・農山漁村地域における様々な取組に就職氷河期世代を含む都市部等の多様な人材が関わることができる仕組
みの構築等に対して支援。

10,215の内数 9,805の内数 - - - - 9,805の内数 - 9,809の内数
農林水産省農村振興局農村政策部都市農村交流課
03-3502-8111（内線5448）

特に不安定な就労状態にある方の多い地域において、成果連動型の民間委託により不安定な就労状態にある方
の教育訓練、職場実習等を行い、安定就職につなげる事業を実施する。あわせて、当該訓練等を職業訓練受講
給付金の給付対象とし、安心して受講できるように支援する。

1,910 2,891 - - - - 1,305 - -
厚生労働省職業安定局総務課首席職業指導官室
03-5253-1111（内線5634）

自立相談支援機関の窓口にアウトリーチ支援員を配置し、ひきこもり地域支援センターやサポステ等とプラッ
トフォームを形成するとともに、同行相談や、信頼関係の構築といった対本人型のアウトリーチ支援等を実施
する。

1,171 3,168 - - - - 3,168 - -
厚生労働省社会・援護局地域福祉課
03-5253-1111（内線2879）

地域社会に対してひきこもり支援に関する普及啓発や情報発信を行い、ひきこもりへの理解促進を図るととも
に、ひきこもり当事者や家族が孤立せず、相談しやすい環境づくりを促進する。

148 148 - - - - 10 - -
厚生労働省社会・援護局地域福祉課
03-5253-1111（内線2219）

学校など関係機関との連携による、若年無業者等に対する切れ目のない就労支援の推進に加え、就職氷河期世
代の無業者の支援のため対象年齢を拡大し、40歳代の無業者に対する相談体制の整備、把握・働きかけのため
の福祉機関等へのアウトリーチ展開、全国一元的な案内・相談を実施する。また、就職氷河期世代の方々の着
実な就職等の実現を強力に支援するため、対象者の個別ニーズに対応した支援メニューを複数年度に跨がって
一体的に提供するとともに、オンラインによる相談支援を促進する。

4,674 5,167 - - - - 5,299 - 3,972 厚生労働省人材開発統括官参事官室（若年者・キャリア形成支援担当）
03-5253-1111（内線5937）

ひきこもり地域支援センターの設置を中核市に拡大する等、より身近な基礎自治体における相談窓口の設置や
支援内容の充実を図るとともに、都道府県がバックアップする体制を構築する。

2,979（再掲） 1,151 - - - - 1,151 450 43,815の内数
厚生労働省社会・援護局地域福祉課
03-5253-1111（内線2219）

より専門性の高い相談支援体制を構築するため、医療、法律、心理、福祉、就労支援等の多職種から構成され
るチームのひきこもり地域支援センターへの設置を促進することにより、自立相談支援機関等に対する専門的
なアドバイスや、当該支援機関と連携した当事者への直接支援を行う。
市町村のひきこもりサポート事業において、中高年を始めとした当事者個々に適した居場所づくり等の取組を
促進し、当事者やその家族への支援を充実する。

1,151（再掲） - - - - 1,151（再掲） 450（再掲） 43,815の内数 厚生労働省社会・援護局地域福祉課
03-5253-1111（内線2219）

ＳＮＳや電話等によるオンラインでの居場所の実施やカウンセリング相談などリモートでのひきこもり当事者
（ピアサポーター）等による支援を充実する。

 - 14,000の内数 - - - - -
厚生労働省社会・援護局地域福祉課
03-5253-1111（内線2219）

ひきこもり地域支援センター職員等に対し、知識や支援手法を習得するための国主体の研修等を実施し、良質
な支援者を育成する。

163 124 - - - - 124 - 117
厚生労働省社会・援護局地域福祉課
03-5253-1111（内線2219）

市町村において、既存の相談支援や地域づくりの取組を活かしつつ、地域住民の複雑化・複合化した支援ニー
ズに対応する包括的な支援体制を構築するため、属性を問わない相談支援、多様な参加支援の推進、地域づく
りに向けた支援を一体的に行う重層的支援体制整備事業を実施する。また、本事業の実施に向けた移行準備、
都道府県による市町村への後方支援等を行う。

72,556の内数 60,860の内数 - - - - - - -
厚生労働省社会・援護局地域福祉課
03-5253-1111（内線2893)

１　子供・若者期と就職氷河期世代の年齢階層で途切れることのない重層的・継続的な支援の推進体制の整備
をテーマとした講習を実施。
２　各地において協議会、センターの運営の中心となっている者が一堂に会し、関係府省による施策説明、各
地の協議会・センターが抱える課題の共有及び解決に向けた意見交換等を実施。

54の内数 - - - - - - - -
内閣府政策統括官（政策調整担当）付参事官（青少年支援担当）
03-5253-2111（内線38247）

１　地方公共団体による、ポスト青年期を過ぎようとしている者への対応に関する講習の実施を支援する。
２　地方公共団体や子ども・若者総合相談センターの職員を対象に、同センターの機能向上に必要なノウハウ
を共有するための会合を開催する。

- 33の内数 - - - - 29の内数 - 27の内数
内閣府政策統括官（政策調整担当）付参事官（青少年支援担当）
03-5253-2111（内線38247）

ひきこもり等就労に向けた一定の準備が必要な方等の状態像に合わせ、都道府県による広域での就労体験・就
労訓練先の丁寧な開拓・マッチング等を推進する。

329 - - - - 329 - -
厚生労働省社会・援護局地域福祉課
03-5253-1111（内線2234）

自立相談支援機関や福祉事務所への相談増加が著しい指定都市、中核市において、社会福祉法人、社会貢献に
尽力している企業及び人手不足が深刻で社会的必要性が高い運送業、宅配、食品スーパー等を中心に就労体
験・就労訓練先等の開拓・マッチングを行う。

 - 14,000の内数 - - - - -
厚生労働省社会・援護局地域福祉課
03-5253-1111（内線2234）

市同士の連携や都道府県の関与による広域実施の取組例を参考としたモデル実施を通じて、就労準備支援等の
実施体制の整備を促進する。

75 582 - - - - 582 - -
厚生労働省社会・援護局地域福祉課
03-5253-1111（内線2234）

地域における子供・若者支援体制の整備推進【新規】
※下記「子ども・若者総合相談センター強化推進事業」における取組を本事業において実施。

子ども・若者総合相談センター強化推進事業【廃止】

地域における就労体験・就労訓練先の開拓・マッチング【継続】 104

就労準備支援事業等の広域的実施による実施体制の整備促進【継続】

農山漁村振興交付金【拡充・継続】

2,979（再掲）

ひきこもり支援に携わる人材の養成研修【拡充】

8050等の複合的な課題を抱える世帯への包括的な支援の推進、居場所を含む多様な地域活動の促進
(地域共生社会の実現に向けた取組)【拡充】

２.個々人の状況に合わせた、より丁寧な寄り添い支援

〇アウトリーチの展開

アウトリーチ等の充実による自立相談支援の機能強化【継続】

ひきこもりに関する地域社会に向けた普及啓発と情報発信の実施【継続】

若者等職業的自立支援推進事業（サポステ）【継続】

〇支援の輪の拡大

身近な基礎自治体におけるひきこもり支援の充実【拡充】

ひきこもり地域支援センターと自立相談支援機関の連携強化及び中高年の者を始め当事者個々に適し
た支援等の充実
ひきこもり当事者（ピアサポーター）等によるＳＮＳ・電話等による支援の充実【継続】

社会人の学びの情報アクセス改善に向けた実践研究【継続】

〇民間ノウハウの活用

民間事業者のノウハウを活かした不安定就労者の就職支援【継続】

地域未来DX投資促進事業【新規】

大学等におけるリカレント講座の持続可能な運営モデルの構築【継続】

学びと社会の連携促進事業【廃止】
※本事業のうち、就職氷河期世代支援にも関連する事業は令和２年度限りで終了。

〇採用企業側の受入機会の増加につながる環境整備

特定求職者雇用開発助成金（就職氷河期世代安定雇用実現コース）【継続】

トライアル雇用助成金【継続】

キャリアアップ助成金（正社員化コース）【継続】

中小企業・小規模事業者人材対策事業【継続】

持続的な産学共同人材育成システム構築事業【継続】

人材開発支援助成金(特別育成訓練コース）【継続】

サイバー・フィジカル・セキュリティ対策促進事業費【廃止】

女性の多様なチャレンジに寄り添う学びと社会参画支援事業【継続】
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予備費 ３次補正予算額 ２次補正予算額 １次補正予算額 当初予算額 補正予算額 当初予算額
施策・事業名 施策・事業の概要

令和３年度
予算額

令和４年度
概算要求額

令和２年度 令和元年度
担当府省部局課室名

農業体験等の受け入れ可能な事業者の情報を都道府県単位で集約し自立相談支援機関への提供・利用希望者と
のマッチングを行う、農業分野等との連携強化モデル事業を実施する。

102 102 - - - - 102 - -
厚生労働省社会・援護局地域福祉課
03-5253-1111（内線2234）

技能修得に向けた訓練期間中の生計を維持するための貸付を行う。 215 215 - - - - 215 1,244 43,628の内数
厚生労働省社会・援護局地域福祉課
03-5253-1111（内線2231）

女性のデジタルスキル取得・向上のための学び直し・教育訓練や当該スキルを活かした再就職・転職、役員・
管理職への女性登用のパイプラインの構築等の女性活躍の取組や、様々な課題を抱える女性に寄り添い、意欲
と希望に応じて、就労までつなげていく取組、コロナ下で困難や不安を抱える女性・女の子が社会との絆・つ
ながりを回復することができるよう、NPO等の民間団体の知見を活用して行う、アウトリーチ型の支援や、ＳＮ
Ｓ相談等の相談体制の充実、互いに支え合う（ピアサポート）ことができるような居場所の提供、女性の貧困
問題に係る実態把握等、関係団体と連携して地域の実情に応じて地方公共団体が行う取組を支援する。

1,163の内数 150の内数 1,350の内数 150の内数 - - 150の内数 150の内数 150の内数
内閣府男女共同参画局総務課
03-5253-1355(内線37516)

・就職氷河期世代等への支援に係る課題やニーズについての認識を共有し、今後の支援策等について意見交換
することを通じ、官民が協働して就職氷河期世代等の支援に関する社会の関心を高め、社会全体で取り組む気
運を醸成し、支援の実効性を高めるため、「就職氷河期世代支援の推進に向けた全国プラットフォーム」を開
催する。
・様々な立場から就職氷河期世代の支援に携わる有識者や団体に、取組、意見、支援の実態や課題等に関する
ヒアリングを実施する。

3 3 - - - -
3

（内閣府予算で計上）
- -

内閣官房就職氷河期世代支援推進室
03-5253-2111（内線32204）

都道府県プラットフォームの取組の一環として、各地域において、行政、経済団体等各界一体となって、就職
氷河期世代の積極採用、正社員化等の気運醸成、支援策の周知等に取り組むほか、新たに雇入れ等に係る好事
例の収集・発信を実施する。

443 501 - - - - 420 - -
厚生労働省人材開発統括官参事官室（若年者・キャリア形成支援担当）
03-5253-1111（内線5695）

「厚生労働省就職氷河期世代活躍支援プラン」に基づく地域ごとのプラットフォーム等の取組を円滑に実施す
るため、地域の経済団体、氷河期世代の支援機関、求人者・求職者などの関係者・当事者のニーズを踏まえた
的確な職場実習・体験の機会をコーディネートする者を、都道府県プラットフォームの事務局となる都道府県
労働局に配置する。

493 812 - - - - 813 - -
厚生労働省人材開発統括官参事官室（若年者・キャリア形成支援担当）
03-5253-1111（内線5695）

都道府県による管内市区町村における「市町村プラットフォーム」の設置・運営への支援を目的とした出張相
談や研修会の開催等の後方支援を実施し、市町村プラットフォームの設置・運営を促進する。

2,979  - 14,000の内数 - - - - -
厚生労働省社会・援護局地域福祉課
03-5253-1111（内線2219）

就職氷河期世代の社会参加や就労に向け、関係者と連携しながら先進的・積極的に取り組む自治体等の支援を
加速化するとともに、優良事例を横展開する。

1,630 - - 3,000 - - - 3,000 -
内閣府地域就職氷河期世代支援加速化事業推進室
03-5253-2111（内線30935）

就職氷河期世代に対する国の各種支援策について、ＳＮＳ広告、動画広告、インターネット広告等のメディア
を活用し、就職氷河期世代本人やその保護者等、それぞれの置かれている状況を踏まえ、様々なルートを通じ
た広報を実施する。

90 136 - - - - 136 - -
厚生労働省人材開発統括官参事官室（若年者・キャリア形成支援担当）
03-5253-1111（内線5695）

都市部の人たちなどが一定期間地方に滞在し、働いて収入を得ながら、地域住民との交流や学びの場などを通
じて地域での暮らしを体感する「ふるさとワーキングホリデー」を推進するため、説明会や総合広報を実施

40の内数 30の内数 - - - - 41の内数 10 51の内数
総務省地域力創造グループ地域政策課
03-5253-5111（内線5523）

地域おこし協力隊の更なる拡充のため、全国サミットの開催等により広く制度の周知を行うとともに、隊員・
自治体担当職員双方への研修等により、隊員の円滑な活動を支援

450の内数 146の内数 - - - - 154の内数 - 150の内数
総務省地域力創造グループ地域自立応援課
03-5253-5111（内線5394）

産学金官の連携により、地域の資源を活用して、雇用吸収力の大きい地域密着型事業の立ち上げを支援する｢
ローカル10,000プロジェクト｣の推進により、地域の雇用創出と消費拡大を更に促進

1000の内数 700の内数 - - - - 900の内数 - 1,000の内数
総務省地域力創造グループ地域政策課
03-5253-5111（内線5523）

移住・交流情報ガーデンにおいて、地方への移住、地域おこし協力隊への参加等に関する相談に対応するとと
もに、地域と多様に関わる者への情報提供を行う。

93の内数 93の内数 - - - - 93の内数 - 93の内数
総務省地域力創造グループ地域自立応援課
03-5253-5111（内線5392）

地方の中堅企業等による若者人材の求人手法を高度化すべく、自社分析、採用・育成戦略から、多様な求人
ツールの活用、リモートセミナー・面接等まで、一気通貫で総合支援を行う。創出される先進事例は、広報コ
ンテンツを通じて周知啓発し、横展開を図る。

- 1,168の内数 - - - - - - -
経済産業省　地域経済産業グループ　地域経済活性化戦略室
03-3501-1697（内線2751）

地域の共通課題である若者人材の流出防止・流入促進のため、民間事業者等が複数の地域企業を束ね、業界団
体、経営支援機関、自治体等とも連携し、地域ぐるみで若者人材に向けた仕事やキャリアステップを作り、求
人・採用、人材育成、キャリア支援等を行う総合的な取組を支援する。

1,021の内数 - - - - - - - -
経済産業省　地域経済産業グループ　地域経済活性化戦略室
03-3501-1697（内線2751）

時間と場所を有効に活用できる柔軟な働き方を可能にするテレワークの普及啓発 299の内数 258の内数 - - 308の内数 349の内数 248の内数 - 179の内数
総務省情報流通行政局情報流通振興課
03-5253-5111（内線5748）

地域課題解決に資するテレワーク環境実現のためのサテライトオフィス整備等への支援 - - -  -  -  - 400の内数 - 353の内数
総務省情報流通行政局地域通信振興課
03-5253-5111（内線5756）

テレワークの導入・活用を進めるため、テレワークの導入に要した経費の助成、テレワークガイドラインの周
知広報、テレワーク相談センターにおける相談対応等の支援を行う。

1,939の内数 2,819の内数 2,113の内数 - 3,295の内数 506の内数 311の内数 - 282の内数
厚生労働省雇用環境・均等局
在宅労働課
03-5253-1111（内線7873）

令和２年度から令和４年度までの間、国家公務員の中途採用について政府を挙げて集中的に取り組むこととさ
れ、これを実現するために、人事院に対して就職氷河期世代に係る国家公務員中途採用者選考試験のうち能力
実証等の一部を実施することが要請された。これを踏まえ、同選考試験の募集、第１次選考（基礎能力試験及
び作文試験）等を実施する。

17 74 - - - - - - -
人事院人材局企画課制度班
03-5253-5311（内線2311）

地域・企業共生型ビジネス導入・創業促進事業【新規】

〇テレワークの推進

テレワーク普及展開推進事業【継続・拡充】

地域IoT実装・共同利用総合支援施策【廃止】

雇用型テレワークの導入支援【継続】

〇国家公務員の中途採用の促進

国家公務員中途採用者選考試験（就職氷河期世代）の実施【継続】

地域未来デジタル・人材投資促進事業【廃止】

農業分野等との連携強化モデル事業【継続】

技能修得期間における生活福祉資金貸付の推進【継続】

地域女性活躍推進交付金【継続】

４.その他の取組

〇一人一人につながる戦略的な広報の展開

就職氷河期世代等に対する積極的な広報の実施【継続】

〇地方への人の流れをつくり、地方における雇用機会の創出を促す施策

地域おこし協力隊【継続・拡充】

ローカル10,000プロジェクト【継続・拡充】

移住・交流情報ガーデン【継続】

ふるさとワーキングホリデー推進事業【継続・拡充】

就職氷河期世代支援の推進に向けた全国プラットフォーム等【継続】

就職氷河期世代活躍支援都道府県プラットフォームを活用した支援【継続】

就職支援コーディネーター（人材開発支援分）【継続】

都道府県による市町村プラットフォーム設置・運営の支援【継続】

〇関係者で構成するプラットフォームの形成・活用

３．プラットフォームを核とした新たな連携の推進

〇地域における就職氷河期世代の先進的・積極的な取組への支援

地域就職氷河期世代支援加速化交付金【新規】
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令和４年度概算要求における就職氷河期世代支援関連予算 各府省資料

１ 相談、教育訓練から就職、定着まで切れ目のない支援

 ハローワークにおける専門窓口の設置、専門担当者のチーム制による

就職相談、職業紹介、職場定着までの一貫した伴走型支援【厚労省】

 就職氷河期世代の方向けの「短期資格等習得コース」【厚労省】

 「出口一体型」のプログラムや民間ノウハウを活用した教育訓練・

職場実習の職業訓練受講給付金の給付対象化【厚労省】

 ポストコロナ時代を支える観光人材育成・確保【国交省】

 自動車整備業における人材の確保・育成【国交省】

 造船・舶用工業における人材の確保・育成【国交省】

 船員の確保・育成のための対策【国交省】

 内航海運への就職支援のための海技資格取得促進及び海技資格

保有者への再教育の実施【国交省】

 新規就農者育成総合対策【農水省】

 森林・林業新規就業支援対策

 経営体育成総合支援事業【農水省】

 漁業担い手確保緊急支援事業【農水省】

 求職者支援訓練【厚労省】

 就職氷河期世代を対象とした教職に関するリカレント教育プログラム

事業【文科省】

 就職・転職支援のためのリカレント教育推進事業【文科省】

 放送大学の充実【文科省】

 超スマート社会の実現に向けたデータサイエンティスト育成事業【文科省】

 専修学校リカレント教育総合推進プロジェクト【文科省】

 持続的な産学共同人材育成システム構築事業【文科省】

 女性の多様なチャレンジに寄り添う学びと社会参画支援事業【文科省】

 大学等におけるリカレント講座の持続可能な運営モデルの構築

【文科省】

 社会人の学びの情報アクセス改善に向けた実践研究【文科省】

 地域未来DX投資促進事業【経産省】

 トライアル雇用助成金【厚労省】

 特定求職者雇用開発助成金（就職氷河期世代安定雇用実現

コース）【厚労省】

 キャリアアップ助成金（正社員化コース）【厚労省】

 人材開発支援助成金（特別育成訓練コース）【厚労省】

 中小企業・小規模事業者人材対策事業【経産省】

 農山漁村振興交付金（地域活性化対策）【農水省】

 農山漁村振興交付金（農福連携対策）【農水省】

 民間事業者のノウハウを活かした不安定就労者の就職支援【厚労省】
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４ その他の取組

 就職氷河期世代等に対する積極的な広報の実施【厚労省】

 ふるさとワーキングホリデー推進事業【総務省】

 地域おこし協力隊【総務省】

 ローカル10,000プロジェクト【総務省】

 移住・交流情報ガーデン【総務省】

 地域・企業共生型ビジネス導入・創業促進事業【経産省】

 テレワーク普及展開推進事業【総務省】

 雇用型テレワークの導入支援【厚労省】

 国家公務員中途採用者選考試験（就職氷河期世代）の実施

【人事院】

２ 個々人の状況に合わせた、より丁寧な寄り添い支援

 アウトリーチ等の充実による自立相談支援の機能強化【厚労省】

 ひきこもりに関する地域社会に向けた普及啓発と情報発信【厚労省】

 若者等職業的自立支援推進事業（サポステ）【厚労省】

 身近な基礎自治体におけるひきこもり支援の充実【厚労省】

 ひきこもり支援に携わる人材の養成研修【厚労省】

 8050等の複合的な課題を抱える世帯への包括的な支援の推進、

居場所を含む多様な地域活動の促進（地域共生社会の実現に

向けた取組）【厚労省】

 地域における子ども・若者支援体制の整備推進【内閣府】

 地域における就労体験・就労訓練先の開拓・マッチング【厚労省】

 農業分野等との連携強化モデル事業【厚労省】

 就労準備支援事業等の広域的実施による実施体制の整備促進

【厚労省】

 技能習得期間における生活福祉資金貸付の推進【厚労省】

 地域女性活躍推進交付金【内閣府】

3 プラットフォームを核とした新たな連携の推進

 就職氷河期世代支援の推進に向けた全国プラットフォーム等【内閣官房】

 就職支援コーディネーター（人材開発支援分）【厚労省】

 就職氷河期世代活躍支援都道府県プラットフォームを活用した支援

【厚労省】

 地域就職氷河期世代支援加速化交付金【内閣府】
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１ 相談、教育訓練から就職、
定着まで切れ目のない支援



○ 就職氷河期世代の不安定就労者は、概して能力開発機会が少なく、企業に評価される職務経歴も積めていない。また、就職活動の失敗

により自分に自信が持てない、正社員就職を諦めているなど、様々な課題を抱えている者が多い。

○ 一人ひとりの課題に対応するため、ハローワークに専門窓口を設置し、キャリアコンサルティング、生活設計面の相談、職業訓練のア

ドバイス、求人開拓等それぞれの専門担当者がチームを結成し就職から職場定着まで一貫して支援。

○ 令和４年度から、事業所が多く立地する地域のハローワークにおいて、求人開拓や就職氷河期世代限定面接会の開催等の取組を集中的

に実施。

＜専門窓口数＞ 82か所

＜体制＞ 就労・生活支援アドバイザー 82人

就職支援コーディネーター 82人 → 112人

職業相談員 144人

・企業に評価される職務経歴が乏しい
・正社員就職のためのスキルが足りない
・スキルを高めるための時間がない
・今後の生活プランが立てられない
・自分に自信がない 等

専門窓口

ハローワークにおけるチーム支援 就職 定着支援

チ
ー
ム
構
成
員
が
連
携
し
て
伴
走
型
支
援
を
実
施

就
職

定
着
に
向
け
た
雇
入
れ
企
業
支
援

専門担当者による
就職支援チームを結成 職業訓練

あっせん

就職氷河期世代向
け面接会の開催

キャリアコンサルティング

職務経歴書作成指導
模擬面接

自分の強みの
再発見

個別支援計画の作成

ハローワークに誘導
（広報の実施、関係機関との連携等）

就職氷河期世代の就職支援のためのハローワーク専門窓口設置及び担当者制によるチーム支援

就職氷河期世代の
不安定就労者

広報による誘導

関係機関（サポステ等）
からの誘導

令和４年度概算要求額 1,790百万円 （1,660百万円）

就職可能性の高い求人開拓

－1－



就職氷河期世代の方向けの短期資格等習得コースの実施

就職氷河期世代の方向けの「短期資格等習得コース」により、短期間で取得でき、安定就労につながる資格等の習得を支援
するため、業界団体等に委託し、訓練と職場体験等を組み合わせ、正社員就職を支援する出口一体型の訓練を行う。さらに、
求職中の非正規雇用労働者の方が働きながら受講しやすい夜間、土日やeラーニング等の訓練を提供する。

厚生労働省

委託

業界団体等

○短期間の訓練
○夜間、土日、eラーニング

等の訓練

●ＩＴ系エンジニア
●小型クレーン、フォークリフト、安全講習
●自動車運転免許（大型一種、大型二種、

中型、準中型） 等

資
格
・
技
能
例

○事業の周知・広報 ○事前ガイダンス ○キャリアコンサルティング(※直接
申込者）○カリキュラム、教材開発 ○就職支援コーディネーターの支援によ
る職種別団体等と連携した実習先のコーディネート ○処遇改善の働きかけ

○業界団体傘下の求人事業所において、半日から３
日間程度の職場見学・職場体験

○ハローワーク等と連携した就職支援

求職者向け
支援

正社員
への転換

正社員
就職

出口一体型
求職者

業界団体
傘下の

非正規雇用
労働者

を雇用する
事業所

・キャリアコンサルティング
・求職者送り出し
・業界団体と連携した

求人開拓
・職業紹介

ハローワーク

直接申込

非正規雇用
労働者の
送り出し

○必要に応じて雇用事業所において、ＯＪＴを実施
等

非正規雇用
労働者向け

支援

労働局
就職支援コーディネーター（人材開発支援分）
管内の職場見学・職場体験をコーディネートを行う者。
本事業では、効果的な職場見学・職場体験の実施等を
支援する。

サポート

※
本事業で実施される訓練、職場見学・

職場体験等については、職業訓練受講給
付金の給付対象とする。

令和４年度概算要求額
2,602,779(2,745,138)千円
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求職者支援制度について

求職者支援制度の趣旨・目的

雇用保険を受給できない求職者に対して、①訓練を受講する機会の確保、②一定の場合に訓練期間中における給付
金の支給、③ハローワークが中心となったきめ細かな就職支援を行うことにより、早期の就職を支援するもの。

雇用保険を受給できない者で、就職を希望し、支援を受けようとする者

例えば･･･

 雇用保険の受給終了者、受給資格要件を満たさなかった者
 雇用保険の適用がなかった者
 学卒未就職者、自営廃業者等

 民間教育訓練機関が実施する就職に資する訓練を認定（2ヶ月から6ヶ月の訓練）。
 成長分野や地域の求人ニーズを踏まえた地域職業訓練実施計画を策定し、これに則して認定。
 訓練実施機関には、就職実績も加味（実践コースのみ）した奨励金を支給（実績に応じて５～7万円/人月）。

 訓練受講中、一定の要件を満たす場合に、職業訓練受講給付金（月10万円＋交通費及び寄宿する際の費用
（ともに所定の額））を支給。

 不正受給について、不正受給額（３倍額まで）の納付・返還のペナルティあり。

 訓練開始前から修了後に至るまで、ハローワークが中心となった訓練実施機関と緊密な連携を図った支援。
 ハローワークにおいて訓練受講者ごとに個別に支援計画を作成し、定期的な来所を求め支援

（必要に応じ担当者制での支援）。

対象者

訓練

給付金

訓練受講者に対する就職支援

令和４年度概算要求額（職業訓練受講給付金)

10,482百万円の内数（10,271百万円の内数）
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令和４年度 ポストコロナ時代を支える観光人材育成・確保（暫定版）

○宿泊業における有効求人倍率は２倍以上であり、宿泊業界における人手不足は深刻である
○また、ポストコロナ時代を見据え、観光サービスの変革や、新たな働き方に対応できる人材が求められる
○さらに、インバウンドを含む観光需要回復に応えるためにも、人材の確保・育成・活用を進めることが重要である

令和４年度予算概算要求額：127百万円の内数

観光庁 事務局

①事業全体の事務局業務を委託

対象地域 4～5地域程度

４～５月 委託事業者の決定
地域の公募

６～７月 地域の課題整理
事業計画作成

７～２月 各地域ごとに事業計画を実行
成果報告会

３月 事業終了

背景・課題

実施イメージ

全体計画（スケジュール）

⇒地域における人材確保・育成・活用を促進

事業の概要・方向性

○全国複数の地域において、これまでの効果検証を実施した上で、宿泊業界、観光関連業界が抱える人材の
確保・育成・活用に向けたモデル事業を実施する
・観光関連産業従事者のキャリアパスを構築し明確にすることで、女性や就職氷河期世代等を含めた人材「確保」
・ポストコロナ時代を見据え、都市部IT人材やリモートワークを活用したDX対応や副業・兼業の推進による人材「活用」
・Web環境整備やマーケティング等の教育実施によってインバウンドを含む観光サービス対応ができる人材「育成」 等

〇課題と解決策のノウハウを事例集としてまとめ、全国で同じ課題を抱える地域へ普及する

②地域公募・採択

③課題整理、事業計画の作成・実行

－4－



自動車整備業における経営者向けの人材確保セミナーの開催

 人材確保のためには、経営者自身が、若者・女性の志向や離職者の離職原因を正しく理解し、
適切な対策を講じることが重要。

 国土交通省では、関係業界との連携により、全国で経営者向けの「人材確保セミナー」を開催。

〈 人材確保セミナー開催風景 〉

○人材確保セミナーで発表された分析・取組事例

【分析】

• 若者が働きたい組織の特徴は「安定」「職場環境」「ワークライフバラ
ンス」

• 若者は他の世代より、「職種」「給与」「教育制度の充実」「福利厚生」
の重視度が高い

• 新入社員の１ヶ月の許容残業時間は、「30時間以下」3割、 「20時間
以下」6割弱

• 離職理由１位は「人間関係への不満」、２位は「仕事内容への不満」
「労働条件や勤務地への不満」

• 転職者は、「勤務日数」「勤務地」を重要視

【対応例】

• 経験や能力に対応した給与水準の確保

• 休日・休暇制度の充実

• 女性が働きやすい環境づくりなど、多様な働き方ができる労働条件
の整備

• 資格費用の会社負担など、就職氷河期世代を含む未経験、 無資格
者の受入れ制度 → 募集に「安心」「無資格」「教える」 「育てる」
ワードが入っていると応募数増加

○ 開催実績 ※令和３年度以降も、全国で開催予定

（平成29年度）大阪

（平成30年度）札幌、静岡、岐阜、山口

（令和元年度）宮城

（令和２年度）愛知、関東

令和４年度予算概算要求額：85百万円の内数
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造船・舶用工業における人材の確保・育成

地方協議会
○地方運輸局が主催する地方協議会において、工業高校における造船教育の新たな実施を後押し地方運輸局

自治体

・大学
・高校

・造船事業者
・造船関連事業者

○現在造船教育の実施を検討している高校の後押しをすべく、これまでの取組みの成果の普及を促進

○その他同協議会等において、地域の特性に応じた人材不足対策を推進

地方協議会等において、事業者ニーズを踏まえ、造船工学新教材、造船技能研修センター等を活用した就職氷河期世代の受
入れの環境整備について推進。

 造船工学の教材の周知

〔造船工学新教材〕

 就職先となる造船事業

者や高校教員のニーズ

を踏まえ、2016年に作

成した教材を周知

 造船教員の養成プログラムの作成

〔トライアル研修の様子
〕

 造船教員の研修プロ
グラム・ツールの検討

 造船集積地域間の連
携による持続的な運営
体制の検討

 地域の教育機関・造船企業間のネットワーク再構築のためのインタ
ーンシップ等実施ガイダンスの作成

〔インターンシップ
等実施ガイダンス〕

 生徒・学生が地元の中小造船企業を魅力ある就職先候補として認識できる環境
づくりのため、地域連携による造船所でのインターンシップ等を推進

 2015年度及び2016年度に長崎・大分地域でモデル事業を実施し、ガイダンスと
して取りまとめ

生徒・学生等の人材の確保・育成

（溶接)
（塗装)

 造船技能研修センター

（ぎょう
鉄)

 全国６地域（横浜、相生、因島、今治、大分、長崎）の技能研

修センターにおいて、新人研修や、溶接・ぎょう鉄・塗装などの

専門技能研修を実施

造船・舶用工業分野で就労する人材の育成

 我が国造船業は、国内に生産拠点を維持し、舶用工業を周辺産業として有する裾野の広い産業として、地域経済・雇用を支えている。

 我が国では、少子高齢化等の影響により生産年齢人口の減少が進み、人手不足が深刻な状況となっており、造船・舶用工業においても、人材の確保・育成が課題となっている。

現状と課題

産
学

※平成29年度より、運営費を予算措置。令和２年度は各地域で計9回開催。

令和４年度予算概算要求額：100百万円の内数
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内航船員の確保・育成のための対策

（令和２年
10月現在）

６級海技士短期養成課程（４．５カ月）卒業者は
・資格取得に必要な乗船履歴を２年 → ８カ月（社船実習２カ月を含む）に短縮
・国家試験の筆記試験免除（身体検査のみ）

（年齢）背景

◇ 就職氷河期世代を含む、船員の専門教育機関を卒業していない者が民間
養成機関において短期で海技資格を取得できる養成課程について、座学及び
社船実習のうち、社船実習に協力する事業者に対して実習費用の一部を補助。

社船実習の場を確保することで、短期養成の受入規模を維持・拡大

◇ 内航事業者が就職氷河期世代を含む船員経験のない者（45歳未満）を雇
用して、育成した場合に支援。

船員の確保・育成のための対策【121百万円の内数】

＜船員計画雇用促進事業＞

＜内航船員就業ルート拡大支援事業＞

19.8%

15.9%

19.0%

22.2%

18.6%

4.4%

0.1%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

～29

30～39

40～49

50～59

60～69

70～79

80～
内航船員の年齢構成 50歳以上

４５．３%

◇ (独)海技教育機構｢海技大学校｣及び｢海上技術短期大学校｣に
て、内航船の運航に必要な知識、技能、最新の機器の取扱いなどの

訓練を行っているところ、特に就職氷河期において、これらの学校で

訓練を受け資格を取得したものの、船員として就職できなかった者

が存在する。

内航海運への就職支援のための海技資格取得促進及び
海技資格保有者への再教育の実施【6,98１百万円の内数】

◇ このため、このような就職氷河期世代の者の船員としての就職
を促進するため、現在の船舶の運航で主に用いられている航海計

器、機関装置等の操作に関するスキルアップを取り入れたリカレント

訓練を実施する。

◇内航船員とは、国内を運航する船舶において働く船員
であり、国内物流を支える重要な役割を担っている。

◇内航船員は高齢化が著しく、安定的な国内海上輸送
を確保するうえで船員の育成・確保が喫緊の課題。
（内航船員数：28,597人（R２年10月1日現在）

就職氷河期世代の旧海員学校（現海技教育機構）卒業生のうち
海上就職できなかった者の概数：１０００人弱

就職氷河期世代の内航船員への就業に寄与

■船員短期再

教育

コース

・高卒者を対象に、船員（航海士・機関士）になるために必要

な４級海技士となる者を養成
・修業期間 2年 ・養成定員 ２９０名

・航海科コース：船舶・安全、海上交通法規、航海計器、
航海当直、甲板作業訓練 等

・海技士資格保有者に対し、海技に関する短期教育を実施

海上技術短期大学校（４校：小樽校・宮古校・清水校・波方校）

海技大学校（兵庫県芦屋市）

・機関科コース：機関概要、執務一般、補機、機関工具の
取扱い、軸系とプロペラ 等

・期間：基本（５日間）、標準（10日間）

■航海専科

/専修科

令和４年度予算概算要求額：7102百万円の内数
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．資金面の支援
49歳以下の新規就農を促進するため以下の支援を実施。
① 経営開始への支援

経営開始資金として、最大1,000万円を支援します。(1,000万円を無利子融資の
上、その償還金を国と地方が支援。一部は毎月の定額助成として最大13万円を最長
３年間まで受け取ることも可能。)

② 雇用就農への支援
雇用元の農業法人等に対して、最長５年間、資金を助成します。

③ 研修への支援
研修期間中の研修生に対して、最長２年間、資金を助成します。

２．技術面の支援
① 農業研修への支援

農業団体等の伴走機関が行う実践的な研修農場の整備等を支援します。
② 技術指導への支援

先輩農業者等による新規就農者への技術面や販路の確保等のサポートを支援しま
す。

③ 農業教育への支援
農業大学校・農業高校等における農業教育の高度化等を支援します。

３．人材の呼込み等の促進
① 多くの人に職業としての農業の魅力を伝えるための情報発信等を支援します。
② 就農に関する情報の一元化や相談体制の強化等による円滑な就農へ繋がる取組

を支援します。

① 農業の魅力を伝える情報発信等
職業としての農業の魅力を伝えるための情

報発信等を支援

② 円滑な就農へ繋がる取組への支援
・就農に関するポータルサイト
「農業をはじめる.jp」の機能強化

・全国段階の相談窓口の設置
・市町村等への就農相談員(コンシェルジュ)
設置等支援体制の充実
・新・農業人フェアの開催
・インターシップの実施、体験拠点の設置

① 農業研修への支援
伴走機関が行う研修農場の機械や設備の

導入経費等を支援※3

② 技術指導への支援
先輩農業者等による技術・販路確保等に

関する指導に係る経費等を支援

③ 農業教育への支援
農業大学校、農業高校等※3における

・ 農業機械・設備等の導入
・ 国際的な人材育成等に向けた海外研修
・ スマート農業、環境配慮型農業等の
カリキュラム強化

・ 出前授業の実施、リカレント教育の充実 等

新規就農者育成総合対策

【令和４年度予算概算要求額 23,605（20,501）百万円】

＜対策のポイント＞
農業への人材の一層の呼び込みと定着を図るため、就農に向けた研修資金、親元就農を含む経営開始時の投資を基本とする経営開始資金、雇用就農の

促進のための資金の交付、伴走機関等による研修向け農場の整備、新規就農者への技術サポート、農業大学校・農業高校等における農業教育の高度化
等の取組を国と地方が一体となって支援するとともに、職業としての農業の魅力の発信等の取組を総合的に支援します。

＜事業目標＞
40代以下の農業従事者の拡大（40万人［令和５年まで］）

＜事業の流れ＞

国

全国農業委
員会ネット
ワーク機構

法人等 （１②の事業）地方公共
団体

新規就農者等

民間団体等

農業教育機
関、研修機

関、
協議会等

（１①③の事業）

（３②の事業の一部）

（２③の事業の一部、３①の事業、３②の事業の一部）

（２①②の事業、
２③の事業の一部、
３②の事業の一部）

定額、1/2

定額、1/2

定額、1/2、委託

２. 技術面の支援 ３. 人材の呼込み等の促進

１. 資金面の支援

定額

定額、1/2、
3/4

定額

※１ 前年の世帯所得が原則600万円未満の者を対象
※２ 新規雇用就農者の増加分を支援
※３ 研修内容や実績について就農に関するポータルサイトに登録された農業法人、研修機関等が対象

① 経営開始への支援
認定新規就農者の経営開始資金として、最

大1,000万円 を支援（1,000万円を無利子
融資の上、その償還金を国と地方が支援）

② 雇用就農への支援
雇用元の農業法人等に対して
１か月あたり最大で以下の資金を助成※２,3

１年目：10万円、２年目：８万円、３年目：
６万円、４年目：５万円、５年目：４万円

③ 研修への支援
研修生に対して
研修期間中、最大13万円/月

を最長２年間助成 ※１,3

1,000万円のうち、一部は毎月の定額助成として、
最大13万円/月を最長３年間まで受け取ることも可
能 ※１

［お問い合わせ先］経営局就農・女性課（03-3502-6469） －8－



「緑の人づくり」総合支援対策

【令和４年度予算概算要求額 5,318（4,658）百万円】

＜対策のポイント＞
林業への新規就業者の確保・育成、就業前の青年に対する給付金の支給、高校生や社会人へのインターンシップ等の実施、キャリアアップ等による定着

化を促進するとともに、森林経営管理制度の運用に当たって市町村への指導・助言を行える技術者の養成等に取り組みます。

＜事業目標＞
○ 新規就業者の確保（1,200人［令和４年度］）
○ 労働安全の向上（死傷年千人率 ５割削減［令和12年まで］）
○ 森林経営管理制度の支援を行える技術者の育成（1,000人［令和５年度まで］）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

1．森林･林業新規就業支援対策 4,949（4,617）百万円
① 「緑の雇用」新規就業者育成推進事業 4,419（4,183）百万円

就業ガイダンスや林業作業士研修、造林作業者の育成、山間部での定着に向けた
導入研修等に必要な経費を支援します。

② 緑の青年就業準備給付金事業 500（413）百万円
林業大学校等において、林業への就業に必要な知識・技術等の習得を促進し、将来

的に林業経営をも担い得る有望な人材として期待される青年を支援します。
③ 未来の林業を支える林業後継者養成事業 30（20）百万円

高校生や社会人が森林作業を実践的に学ぶインターンシップ等の実施、林業グルー
プの育成、山村地域で森林・林業を支える女性の活躍等を支援します。

２．現場技能者キャリアアップ対策 324（ー）百万円
林業従事者の定着化促進に向け、統括現場管理責任者等の育成や技能検定制

度の創設を支援します。
３．森林経営管理制度推進事業 46 （41）百万円

森林経営管理制度を円滑に運用できるよう、市町村の森林・林業担当職員を支援
する技術者を養成するとともに、全国の知見・ノウハウを集積・分析し、市町村等に提供
します。

1．新規就業者等の確保・育成

＜事業の流れ＞

国

民間団体等

都道府県等

林業経営体

給付対象者

定額 定額

定額

委託

（１①、２の事業）

（１②の事業）

民間団体等

民間団体等

定額

定額

（１③の事業）

（３の事業）

３．森林経営管理制度推進事業

地域の森林・林
業行政の支援体
制を構築森林経営管理制度に関する知見・ノウハウを

集積・分析し、市町村等に提供

市町村を指導できる技術者を養成する研修
の実施

ﾌｫﾚｽﾄﾜｰｶｰ（林業作業士）研修
（最大約137 万円／年・人）

高校生・社会人に対する
インターンシップ等

林業大学校等で学ぶ青年へ
の給付金の支給

（最大155万円／年・人 最長２年支給）

就業ガイダンスの開
催、トライアル雇用

林業への就業

ﾌｫﾚｽﾄﾘｰﾀﾞｰ（現場管理責任者）研修

ﾌｫﾚｽﾄﾏﾈｰｼﾞｬｰ（統括現場管理責任者）研修

技能評価試験の試行的な
運用を支援

技能検定制度の創設支援

造林作業者の育成
を図る多技能化研修

ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟ

※ 就業時のマッチングを支援

※ 定着化を図るサポート体制を支援

※ 普及に向けた取組等を支援

技
能
の
評
価

※ 高校生・女性活躍への支援

２．定着化の促進

[※は主な拡充事項]

［お問い合わせ先］（１①、②、２の事業） 林野庁経営課 （03-3502-8048）
（１③の事業） 研究指導課（03-3502-5721）
（３の事業） 森林利用課（03-6744-2126） －9－



【令和４年度予算概算要求額 1,616（677）百万円】

＜対策のポイント＞
漁業・漁村を支える人材の確保・育成を強化するため、漁業への就業前の者に対する資金の交付や就業・定着促進のための漁業現場での長期研修、漁業
者の経営能力の向上を支援するほか、新たにインターンシップやトライアル雇用の受入れ、就業環境改善の取組、４級及び５級海技士免許の資格取得等
を支援します。また、ICTやAIを利用した水産新技術の活用講習の開催を支援します。

＜事業目標＞
毎年2,000人の新規就業者を確保

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．漁業担い手確保・育成事業

① 漁業学校等で学ぶ者に就業準備資金を交付します。

② 就業希望者への就業相談会の開催等を支援するとともに、新たにインターンシップ
や就業体験の受入を支援します。

③ 定着促進のため、新規就業者の漁業現場での長期研修への支援に加え、就業希
望者が漁業就業への適性を判断できるようトライアル雇用の実施を支援します。

④ 若手漁業者の経営・技術の向上を支援するとともに、新たに資源管理やICT活用
技術、複数漁法の習得等を支援します。

２．経営・就業環境改善支援事業
地域で周年を通じて就業できる環境整備や収益性向上・就業環境改善の取組を
支援します。

３．水産高校卒業生を対象とした海技士養成事業

４級及び５級海技士資格取得のための履修コースの運営等を支援します。

４．水産デジタルネイティブ育成事業
ICTやAIを利用した水産新技術の活用講習に取組む水産研修機関等に対し、指
導用研修機材の導入等の開催に係る経費を支援します。

（関連事業）
水産業成長産業化沿岸地域創出事業
新規就業者のための漁船や作業環境改善に資する漁船等の導入を支援します。

漁業収入安定対策事業

計画的に資源管理等に取り組む新規就業者の漁獲変動等による減収を補てんします。

１．国内人材確保に向けた支援

２．就業環境の改善の支援

３．海技士免許取得に必要な乗船履歴を短期に取得するコースの運営等を支援

４．ICTやAIを利用した水産新技術の活用講習の開催を支援

経営体育成総合支援事業

人材の
参入・定着

促進

繁閑に対応した複数漁業の組合せや漁業以外の仕事との兼業
等、地域で周年就業可能な受入環境整備等の取組支援

受講生募集 ４級及び５級乗船実習コース 海技士の受験資格を取得

ICTやAIを利用した水産新技術の活用講習の実施
デジタル技術を活用する

人材の育成

［お問い合わせ先］（１、２の事業） 水産庁企画課 （03-6744-2340)
（３の事業） 研究指導課（03-6744-2370)
（４の事業） 研究指導課（03-3591-7410)

就業準備資金の交付
（最大150万円、最長２年間）

就業相談会の開催・インター
ンシップ・就業体験等

長
期
研
修

経営・技術の向上、資源管理・ICT活用技術・知識の習得を支援

就
業
前

担
い
手
と
し
て
定
着

就
業
後

夜間・休日等
の学習支援

雇
用
型

雇用型
漁業経営体への就業を目指す
最長１年間※、最大14.1万円/月を支援

幹 部
養成型

沖合・遠洋漁船に就業し、幹部を目指す
最長２年間※、最大18.8万円/月を支援

独
立
型

実践型〔水揚目標等を定めた経営計画の実証〕
研修最終年の実践研修経費を交付
最長１年間､最大150万円/年

雇用就業者の独立自営・経営起ち上げにも適用（最長２年間）

独立・自営を目指す 最長３年間※、最大28.2万円/月

※就業準備
資金の交付
期間が１年
以下の場合、
長期研修の
研修期間を
最長１年間
延長可能

トライアル雇用研修（最長３ヶ月）

国
研修生・漁業者・漁協等

定額 定額
民間団体等 （１～３の事業）

民間団体等
定額

（4の事業）

＜事業の流れ＞

－10－



【令和２年度第３次補正予算額 104百万円】

＜対策のポイント＞
新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けた他産業の労働者や就職氷河期世代等の新規就業と定着を促進するため、通信教育等を通じたリカレント教
育の受講を支援するほか、就業相談会の開催や漁業現場での長期研修などにより、就業準備から定着までを支援します。

＜事業目標＞
漁業新規就業者の確保（毎年2,000人）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．漁業リカレント教育支援事業
就職氷河期世代を含む幅広い世代に対し、通信教育等の学習プログラムを通じた
夜間・休日の受講を支援します。

２．漁業就業支援事業
①漁業への新規就業者の確保に向け、就職氷河期世代を含む幅広い世代へ

働きかけるため、就業相談会の開催や就業情報の発信を支援します。

②漁業への就業に向け、漁業学校等で学ぶ者に就業準備資金を交付します。

③新規就業者の技術・知識の習得に向け、漁業現場で行う長期研修の実施
を支援します。

漁業学校等
での就学

＜事業の流れ＞

国
漁業者

研修生

定額

定額

民間団体等

定額

漁業への転職など就業希望者と新たな担い手を受入れる意向を持つ

漁業会社や地域とが直接面談できる就業フェアを開催

就業相談会

就学期間中に就業準
備資金として12.5万円
/月を交付

雇
用
型

漁業経営体への就業を目指す
最長１年間、最大14.1万円/月を支援

独
立
型

独立・自営を目指す
最長３年間、最大28.2万円/月を支援

在宅で受講可能
な通信教育プログ
ラム

漁業現場での実
習プログラム

仕事を続けながら、漁業への就業に
必要な知識・技術の習得を支援

・夜間・休日に受講可能な学習プログラム
の受講を支援

リカレント教育支援

長期研修による技術習得

［お問い合わせ先］水産庁企画課（03-6744-2340）

漁業担い手確保緊急支援事業

－11－



求職者支援訓練におけるコース設定の要件緩和

見直しの内容

現状・課題

○ 就職氷河期世代を含めた安定就労を目指す方々が、個々人の状況に応じて安定就労に有効な職業能力等
の習得ができるよう、令和２年３月より以下の見直しを行った。

＜実践コースにおける訓練期間の下限緩和＞
・実践的な技能等を習得の上、就職に直結する資格を取得できる特定の訓練コースについては、訓練期間
の下限を緩和した（現行３月以上を２月以上とした）。

介護初任者研修対応コース（介護初任者の資格取得）３ヶ月→２ヶ月

メディカルクラーク等対応コース（医療事務関係の資格取得）３ヶ月→２ヶ月

＜在職中等特に配慮を要する者を対象とするコースにおける訓練時間の下限緩和＞
・ハローワークが必要性を認めた在職者等（※）を対象とした訓練コースを設定する場合、訓練時間の
特例措置の対象とした（1日あたり原則3時間以上6時間以下、1月あたり80時間以上とした）。
※ 雇用保険の被保険者になれていないマルチジョブホルダー・非正規雇用労働者など在職中の者や、雇用保険の受給

資格のない育児や介護中の者など受講にあたって訓練時間に特に配慮を有する者で、ハローワークにおいて当該コー
スの受講が安定就職に必要であると判断された者。

【対象コースの一例】

【新たに設定可能としたコース例】週あたり平日夜間3H×5日＋土で5H
（月～金18時～21時＋土9時～15時（1H昼休憩））

○ 実践的な技能等を付与する「実践コース」について、現行の訓練期間は３月以上６月以下とされているが、
資格取得に要する期間等から、３月未満のコース設定が可能と考えられるものがある。

○ また、マルチジョブホルダー・非正規雇用労働者など在職中の者等が、働きながら資格取得などによる安
定就労を目指して訓練を受講するには1日の訓練時間（※）が長いなど、受講しづらい状況にある。

※現行制度では、訓練時間は1日あたり原則5時間以上6時間以下、1月あたり100時間以上

令和４年度概算予算要求額 11,723,627の内数 （11,494,318の内数）千円

－12－



学校教育における外部人材活用事業
令和４年度要求額 61百万円

(前年度予算額 67百万円)

背景 課題あああああああああああああああああああああああ
あああああああああああああ

令和２年度から始まった新たな学習指導要領では「社会に開かれた教育課程」を掲げ、学校教育を学校内に閉じずに
社会と連携しながら実現することとされている。また、 「規制改革実施計画」（令和３年6月閣議決定）において、「教員
資格制度に係る規制・制度の見直し」のなかで「 社会人登用に必要な採用プラットフォームを整備するなど、運用面でも
社会人登用が進むよう環境整備を行う。」「 学校現場に関わりたいと考えている社会人等が、どのような関わり方ができる

のか、また、その実現のためには、どのような手続・要件を経ていく必要があるのか、実情を把握し、教師のサポート役や生徒・
学生の支援など多様な形での関わり方があることを前提に、多様な人材を積極的に呼び込み・活用する」とされており、多様
な経験や背景を持つ人材が学校現場に円滑に参画できる環境整備を行う必要がある。

事業内容

多様な経験を有する人材が学校現場に円滑に参画できる環境を整備するため、学校現場と多様な経験や背景を持つ人材をつなぐ仕組みづくりの検討を行うとともに、
就職氷河期世代を対象としたリカレント教育プログラムを継続して実施する。

アウトプット(活動目標)

教職リカレントプログラムの実施及び改

善を図るとともに、学校現場と外部人材

をつなぐ在り方研究事業の仕組みの検

討を行う。

初期（令和２年度）：教職リカレントプログラムを開発・実施し受講者を増加させるとともに、研究事業による

事例を創出する

中期（令和３年度）：教職リカレントプログラムの受講者数を増加させるとともに、

（令和４年度） アスリート人材の入職事例を創出する。

長期（令和５年度以降）：学校教員に占める民間企業等勤務経験者の数を増加させる。

多様な経験を持つ民間企業等経験者や

アスリート人材が学校現場で専門的な知

識・経験を活かし、より効果的な学校教育

を実現する。

背景・
課題

●オリンピアン・パラリンピアン等のアスリートを活用し、ニーズの高い分野の人材に特化した全国的なマッチング

の在り方について検討する。

●具体的には、①受入先の学校や多様な経験や背景を持つ人材の掘り起こし、 ②採用（マッチング）、

③学校現場へ参画する際に必要な研修・講習の開発及び実施、④採用後のサポート等を含め一体的に

支援する事例を創出しつつ、全国的な仕組みの在り方の検討を行う。

●件数・単価：１箇所×約1,400万円（予定）

●「経済財政運営と改革の基本方針 2019 について」（令和元年6月21日）において、正規

雇用化をはじめとした活躍の場を広げる取組を３年間集中的に政府として支援する。

●そのため、毎年実施される教員採用試験に向けて、令和元年度補正予算にて開設したプログラ

ムを引き続き実施し、教員免許状を持つものの教職への道を諦めざるを得なかった者等の学校

現場への参画を支援する。

●件数・単価：８箇所×約545万円（予定）

アウトカム(成果目標) インパクト(国民・社会への影響)

①外部人材や
受入先の掘り起こし

③研修及び講習の
開発及び実施 ④勤務中のサポート

②
採
用
（
マ
ッ
チ
ン
グ
）

一体的な支援体制等の構築

アスリート人材

政策的ニーズの高い分野に特化した
全国的な人材マッチングの仕組みの構築

連携協力
知見の共有

３年間の集中支援期間

令和元年
６月

令和２年 令和３年 令和４年

採
用
試
験
（
７
～
９
月
頃
）

採
用
試
験
（
７
～
９
月
頃
）

教
職
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施

教
職
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施

滋賀大学
受講時間帯が自由で、かつ双方向型

のオンライン講習の仕組みを構築すると
ともに、模擬授業等の実技やICT等の
最新技能を獲得できる対面講習を組み
合わせて実施する。

香川大学
オンライン学習プラットフォーム（gacco)

による講習のほか、附属学校を活用した
参観実習、TT等による体験授業のほか
、教職自主サークルや教職セミナー等を
通じ個々に応じたサポートを充実する。

学校現場と多様な経験や背景を持つ人材をつなぐ在り方研究事業（分野に特化した全国的な仕組みの検討） 就職氷河期世代を対象とした教職に関するリカレント教育プログラム事業（継続事業）

教
職
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発

教
職
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
改
善
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連携企業/団体

労働関連行政

（厚労省、地方行政）

就職・転職支援のためのリカレント教育推進事業 令和4年度要求額 522百万円（新規）

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた、就業者、失業者・非正規雇用労働者、
希望する就職が出来ていない若者に対して、大学・専門学校を拠点とし就職・転職
に繋がるプログラムを提供し、受講生のキャリアアップを図る。
（参考）令和3年1月時点で解雇等見込み労働者数は約10万人、完全失業者数は約209万人、非正規雇用労

働者数は2,058万人と依然として厳しい雇用情勢は継続しており（総務省労働力調査）、産業界からは、
医療・介護、運送・流通、建設、DXの推進に向けて人材が求められている。

１．就業者等に対するDX人材の育成プログラムの開発
件数・単価：大学・専修学校 10カ所 × 3,000万円

○就業者・失業者等を主な対象に、DX人材として社会に必要な能力・技能を
取得できるプログラムを提供し、労働局と連携した就職・転職支援を併せて
行うことでDX人材を育成し受講者の就職・転職に繋げる。

＊実施対象

大学・専修学校（10カ所）*地域や雇用情勢等のバランスを考慮

＊対象となるプログラム（例）

・受講者の就職・転職に繋がる見込みが高い。

・DX人材を育成するプログラム 等。

• 厳しい雇用情勢における、国民のキャリアアップの実現

• 社会的ニーズのある職種における人材の育成・社会実装

• 失業者の受講後の就職者数

• 非正規雇用労働者の正規雇用への転換割合

• 事業における実施大学・専修学校数

• 開発したプログラムの社会人受講者数

アウトプット（活動目標） アウトカム（成果目標） インパクト（国民・社会への影響）

事 業 趣 旨

事 業 概 要

プログラム開発・実施のイメージ例

IT分野の教育
キャリアデザイン
就職支援
未就労者の広報
教育系企業との連携

令和3年度の取組

令和3年度においては40大学において63プログラムを実施しており、厚生労働省職
業訓練受講給付金との連携による求職活動と学修の両立の実現、ハローワーク等と
も連携した就職・転職に繋がるプログラムを実施。

課 題

令和4年度以降も厳しい雇用情勢が見込まれることに加えて、DX人材をはじめとした
社会のニーズが高い分野に就職・転職するための環境整備を進めることが重要。

２．令和3年度に構築したプログラムの改良・展開
件数・単価：大学 10カ所 × ２,000万円

○令和3年度実施の就職・転職率が高いプログラムに対する改良を支援。また各大
学が自走するためのプログラム構築に向け、改良に加え、事業成果を普及する。

＊実施対象
令和3年度事業実施大学のうち要件を満たした大学（10大学）

＊対象となるプログラム（例）
・求職者支援制度を活用し、求職活動しながら学習できる環境。

・労働部局と連携し、就職・転職率が80％を超えている。

・分野、実績、将来性等を鑑みて、改良する社会的意義が高い 等。

〇A大学「失業者向けITリカレント教育プログラム」

事業実施委員会

ハローワーク

自治体労働局

IT企業
企業の
IT部門

業界
団体

大学

その他、女性専門のキャリアコ
ンサルタントとの連携や、連携
企業へのインターンシップ等で
就職・転職の後押し。

（令和3年度補正予算額 1,280百万円）
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放送大学の充実・整備（放送大学学園補助）
令和4年度要求・要望額 7,739百万円

（前年度予算額 7,386百万円）

「大学教育」「リカレント教育」拠点として、一層高度・効率的な学びの機会を全国へ提供できる環境を構築

◆経済財政運営と改革の基本方針2021（令和3年6月18日：閣議決定）【抜粋】
第２章 次なる時代をリードする新たな成長の源泉～４つの原動力と基盤づくり～
2.（３）デジタル人材の育成、デジタルデバイドの解消、サイバーセキュリティ対策
全国の大学・高等専門学校・専門学校等において数理・データサイエンス・ＡＩ教育の充実や、デジタル関連学部や修

士・博士課程プログラムの拡充・再編を図ることとし、モデルカリキュラムの普及、国際競争力のある分野横断型の博士課程
教育プログラムの創設、ダブルメジャー等を推進する。
5.（５）多様な働き方の実現に向けた働き方改革の実践、リカレント教育の充実
年代・目的に応じた効果的な人材育成に向け、財源の在り方も含め検討し、リカレント教育を抜本的に強化する。

令和４年度要求・要望額 7,739,352千円

【放送大学学園補助金】
支出 〇〇〇〇〇〇千円（ 14,252,461千円）
収入 自己収入 〇〇〇〇〇〇千円 ( 6,865,999千円）

国庫補助金 7,530,862千円（ 7,386,462千円）

【放送大学学園施設整備費補助金】

208,490千円（ 0千円）

○ 様々な地域に住む、幅広い年代・職業の方が、自分に合ったスタイルで学ぶことができる高等教育機関。BS放送
（テレビ・ラジオ）、インターネットで400科目以上の授業科目を開設。

○ 遠隔教育の先駆者として、コロナ禍における学びの継続のため、他大学にも学習コンテンツを提供。

○ 対面でのより深い学び、学生同士の交流の場として、全ての都道府県（全国57箇所）に学習拠点を設置。各地
域で特徴のある面接授業（スクーリング）を開講。

○ 社会人を中心に約９万人の学生が在籍し、リカレント教育の推進に寄与。

〔放送大学シンボルマーク〕

１．数理・データサイエンス・ＡＩ人材の育成 〔100百万円〕
○ 企業等で活躍する社会人向けに需要のある「エキスパートレベル」の人

材育成のための学修コンテンツを制作

○ 世代間の学習状況のギャップに対応した、社会人向けの効果的なリカレ
ント教育プログラム（リテラシーレベル）を制作

３．ＤＸ・ＬＡによる教育システム等の高度化推進 〔100百万円〕
○ 蓄積された学習ログ・データについて、他大学やJMOOC等と連携して分

析を行い、効果的な補助教材、学習ツール等を開発・提供

○ 「メディア教育研究開発センター（仮称）」において、学習ツールや授業
配信、IBT等のシステムを搭載したプラットフォームを構築

２．単位認定試験におけるIBT※の導入 〔150百万円〕
※IBT(Internet Based Testing)

○ 学習センターで実施している単位認定試験についてIBTを導入。

○ 学生は自由な時間に自宅のパソコン等からシステムにログインし、AIによ
る監視の下で受験可能。「いつでもどこでも自由に学べる」環境を整備。

４．学習センター等の環境改善（老朽化対策等） 〔208百万円〕
北海道ＳＣ空調設備更新（30百万円）多摩ＳＣ空調設備更新（70百万円） 兵庫ＳＣ電話交換設備更新（10百万円）

◆AI戦略2021（令和3年6月11日決定）【抜粋】
Ⅱ. 未来への基盤作り ： 教育改革と研究開発体制の再構築 Ⅱ－１ 教育改革
社会人に対するリテラシー教育については、人々の生活スタイルの変化やDXの推進に伴い、リカレント教育の需要は高まって
いると考えられ、こうした取組への強化が必要である。

主な要求事項
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Society5.0に対応した高度技術人材育成事業

背景

課題

◆第4次産業革命の進展による産業構造の変化に伴い、付加価値を生み出す競争力の源泉が、「モノ」や「カネ」から、 「ヒト(人材)」・「データ」である

経済システムに移行。

◆あらゆる産業でITとの組み合わせが進行する中で我が国の国際競争力を強化し、持続的な経済成長を実現させるには、ITを駆使しながら

創造性や付加価値を発揮し、日本が持つ強みを更に伸ばす人材の育成が急務。

背景・課題

産学連携による実践的な教育ネットワークを形成し、Society 5.0の実現に向けて、大学等における産業界のニーズに応じた人材を育成する取組を支援し、

各大学等が自ら事業を取り組んでいけるよう促進。

事業目的

・ 産官学連携により、データサイエンスの応用展開を図り、データから価値を創出し、ビ
ジネス課題や社会課題に答えを出す人材(データサイエンティスト)を育成する

・ 即戦力となるような人材を育成するため、企業・官公庁と連携した研修プログラムな
どの教育プログラムを開発する

・ 産業界や地方公共団体と強力な連携体制を構築し、必要となるビッグデータの提

供、実課題によるPBL（共同研究）やインターンシップ等からなる教育プログラムを

開発・実践を行う

・ データサイエンスを学ぶ必要に駆られた社会人の学び直しの場を提供し、産官ともに

人材不足の中で、Off-JTの産官共同実施の機会やコミュニティ形成を醸成する

― データサイエンティスト育成のための実践的教育の推進

― 事業期間：５年間 財政支援（平成30年度～令和4年度）

取組イメージ図超スマート社会の実現に向けたデータサイエンティスト育成事業

要求額：88百万円、積算：５拠点×17,528千円

令和4年度要求・要望額 1億円

（前年度予算額 3億円）
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専修学校リカレント教育総合推進プロジェクト
令和4年度要求額 78百万円

（前年度予算額 269百万円）

背景 課題あああああああああああああああああああああああ
あああああああああああああ

背景・
課題

人生100年時代においては、個々人が人生を再設計し、一人一人のライフスタイルに応じたキャリア選択を行い、新たなステージで求められる能力・スキルを身につける機会

が提供されることが重要であり、リカレント教育・職業教育の抜本的拡充が求められている。また、雇用環境が厳しい時期に就職活動を行った、いわゆる就職氷河期世代

に対する支援についても政府を挙げて取り組むほか、新型コロナウイルス感染症の拡大を機に新たな学びが必要となった者等に対しても、受けやすく即効性のあるリカレント教

育が確立されることが求められている。

背景

事業概要
教育内容面、教育手法面、学校運営面といった多面的な視点でリカレント教育実践モデルを開発し、総合的に普及を図ることで専修学校における社

会人の学びの機会の充実を図る

• 分野横断型リカレント教育プログラム

• eラーニング講座開講ガイドライン

• リカレント教育実施運営モデル

• 出口一体型のリカレント教育プログラム

リカレント教育実践モデルの形成

開発したモデルを全国の専修学校が活用し、各学

校においてリカレント教育講座を開講

モデルを活用したリカレント教育の拡充

目指す
成果

誰もが一人一人のキャリア選択に応じて必要と

なる学びを受けられる機会の充実を図る。

専修学校と行政、企業が連携し、就職氷河期世代の非正規雇用者等のキャリアアップを目的とした学び

直し合同講座を開発・実証

非正規雇用で働く者を正規雇用につなげるためには、企業のニーズに応じた能力を養成することが必要だが、
個人の能力と企業のニーズにミスマッチが生じている状況では、正規雇用化が進まない。

専修学校は職業において必要となる能力を養成するノウハウを有しており、ミスマッチを補完することが可能

専修学校の既存の教育課程を企業のニーズを踏まえた、受けやすく即効性のある短期リカレントプログ
ラムにカスタマイズして提供

○合同講座の実証方法

① 専修学校、行政、企業で連携体制を構築

② 企業のニーズを踏まえて養成すべき能力を特定

③ 支援する対象科目を選定

④ 既存の教育課程から対象科目をカスタマイズ（eラーニングやインターンシップなども積極的に活用）

⑤ 行政の協力の下、支援対象者に合同講座を受講させ、求められる能力を短期間で養成

⑥ 講座受講者には、受講修了証を付与

産学連携によるリスタートプログラムの開発・実証

A学校○○学
科

学び直し合同講座

B学校△△学
科

C学校□□学
科

ニーズ調査

受講

ミスマッチ解消

対応科目の提供

イメージ

件数・単価：９箇所×８百万円

事業期間 ：令和2年度～令和４年度 支援対象者への
講座の案内
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持続的な産学共同人材育成システム構築事業
～リカレント教育等の実践的教育の推進のための実務家教員育成・活用システムの全国展開～

令和4年度要求額 2億円

（前年度予算額 3億円）

【背 景】
○ Society5.0時代を切り拓くためには、経済社会システムの全般的な改革が不可欠。中でも人材育成は何よりも重要な課題であり、

次世代にふさわしい教育システムへと改革を加速させることが必要。
○ Society5.0の推進に向けて、オープンイノベーションの実現が強く謳われる中、我が国の産学連携は欧米に比べて低調であることが

産業界等から強く指摘されている。特に、研究と比較すると教育に対する産学の連携がまだまだ不十分。

目指すべき目標

【関連する閣議決定文書】
「人づくり革命基本構想」(平成30年6月閣議決定)、「経済財政運営と改革の基本方針2019」「成長戦略2019」(令和元年６月閣議決
定)において、産学連携・接続の強化による社会人の学び直す機会の強化や、実務家教員の育成等が求められている。

目的

実践的な産学共同教育やプログラムを実施するために不可欠な
実務家教員の質・量の充実を図るため、大学等において
実務家教員育成プログラムの開発・実施等を行う。

具体的な取組内容

○最大5年間財政支援
（令和元年度～令和５年度）

○中核拠点4件×43百万円
①④の取組を担う。

運営拠点１件×41百万円
中核拠点の取りまとめと

②③④の取組を担う。

事業期間・規模

産学がともに人材育成に主体的に参画し、中長期的かつ持続
的に社会の要請に応えられる人材育成システムの構築。

・社会ニーズの提供
・プログラムの共同開発
・実務家教員候補者の派遣
・大学教員の研修受け入れ
・産学共同コンソーシアムの構築

・研修プログラム修了者を実務家教員の候補者として大学等に推薦し、
マッチングを行う「人材エージェント」システムの構築・運営

・開発された研修プログラムを全国展開するための
プログラムの標準化・普及

・質の高い実務家教員を育成するための
研修プログラムの開発・実施

①実務家教員育成プログラムの開発・実施
④企業と大学の

連携体制の構築・強化

③人材エージェントの仕組みを構築

②研修プログラムの標準化・全国展開

○ 実践的な産学共同教育の場の創出
○ アカデミアと社会を自由に行き来できる学びと社会生活の好循環の醸成

期待される効果

好循環
の

醸成
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事業概要

③検討委員会の設置（国に設置）

女性の学びを通じた社会参画支援の在り方や事業の方向性等に関する助言を得るため、学識経験者、男女共同参画センター、関係団体、産業界等の有識者による検討委員会を設置。

②学校教育分野における女性の意思決定過程への参加（１箇所：委託）①多様なチャレンジに寄り添う学び・社会参画支援モデルの構築（２箇所：委託）

女性の多様なチャレンジに寄り添う学びと社会参画支援事業 令和４年度要求額 ３２百万円

(前年度予算額 ２４百万円)

少子高齢化、Society5.0 の実現を見据える中、女性活躍の推進は社会・経済の持続可能な発展のために重要。
しかし、女性の就労をめぐり以下への対応が課題。

○女性の管理職割合は14.9％ (2018年)、諸外国と比べても低い割合（米国は40.7%）。

・企業が考える女性管理職が少ない理由「必要な知識、経験等を有する女性がいない」（58.3%）(厚労省 2013年)。

〇Ｍ字カーブは解消傾向にあるが、女性就業者の 56.1％は非正規雇用。（男性は22.2%）(2018年)。
・女性が非正規を希望する理由「育児や介護等」が約３割（30～44歳）(2018年)。
・不本意非正規の女性は129万人(2018年)。就職氷河期世代（35～44歳）の非正規（無配偶）女性の貧困率は51.7％ (JILPT 2014年)。

・母子世帯の貧困率は51.4％ (JILPT 2018年)。

○第５次男女共同参画計画（2020年12月閣議決定）において、女性の採用・登用に係る成果目標を設定。
・初等中等教育機関の副校長・教頭に占める女性の割合:20.9%（2019年）→25％（2025年）、校長に占める女性の割合:15.4％→20%

→様々な状況にある女性のキャリア形成を支援し、女性の社会参画を推進することが重要

生涯を通じた女性の社会参画の現状

（出典）総務省「労働力調査（基本集計）」（2018年）をもとに内閣府作成

学習プログラム提供

例）子育て等の両立可能で、
正規雇用化に有効な資格取
得等

職務体験プログラム提供

例）企業との連携による多様
なインターンシップ等

相談体制

例）不安解消等、女性の経
験やニーズに応じたキャリア
支援、学習メニューの提示

意識醸成・情報提供

例）働き方やライフプラン講
座、ロールモデルとの対話、
両立支援や起業情報等

取組の方向性

人生100年時代において、すべての女性が学業や仕事、子育て、地域活動への参加等、様々な役割を果たしながら自ら多様な選択をできる社会を構築

◆女性活躍・男女共同参画のための重点方針2021◆成長戦略フォローアップ（令和3年6月閣議決定）

４（４）ⅰ）女性活躍のさらなる拡大
・人生100年時代において、多様な選択ができる社会を構築するため、（略）
大学、男女共同参画センター、企業等の連携による女性のキャリアアップを総
合的に支援するモデル構築の推進、（略）を通じ、子育て中や子育てが一段落
した世代の女性を含む、多様な女性の労働市場への再参入を推進する。

女性の就業に係る現状と課題

大学、男女共同参画センター、
企業等の連携により、キャリア
アップ・キャリアチェンジ等に
向けた意識醸成・情報提供、相
談体制の整備、学習プログラム
の設計、フォロー等を総合的に
支援するモデルを構築。

Ｉ．地域に根差した女性参画促進への支援

学校教育分野において女性の採用・登用が進まない地域に対し、各地域が抱える課題につ
いて地域の教育関係者と共有するとともに、他地域の好事例やロールモデル等の提供を行
い、当該地域における女性の採用・登用に向けた取組について支援を行う。

Ⅱ．学校教育分野における女性参画を促進するための全国フォーラムの開催

全国フォーラムを開催し社会的機運を高めるとともに、「①地域に根差した女性活躍促進
への支援」で明らかとなった地域ごとの課題や収集した好事例等について横展開を図る。

【新規】

（令和3年6月すべての女性が輝く社会づくり本部・男女共同参画推進本部決定）
Ⅱ 女性の登用目標達成に向けて ～「第５次男女共同参画基本計画」の着実な実行～
（６）教育分野：校長、教育委員会等
○校長等への女性の登用の加速
教育委員会における学校長等の管理職人事担当者（課長クラス）等が参加するフォーラムを開催し、女性管理職の
登用を推進するための課題の把握や地域の実情を踏まえた登用方策（メンター制等）について検討を行う。

【事業開始年度：令和２年度】

（実証事業の実施） （普及啓発事業）
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大学等におけるリカレント講座の持続可能な運営モデル構築 令和4年度要求額 22百万円
(前年度予算額 24百万円)

society5.0の到来やコロナ禍における学びの変革が進む中、大学等におけるリカレント講座の開発や維持継続のために、運営面での
課題の対応が必要。また、企業における大学等のリカレント講座の活用促進や、学習した社会人の評価の向上等のため、企業側の
ニーズや人事評価体制等の課題の把握も重要。これらの課題解決に向け、教育機関や企業等から得た調査結果を基に令和3年度
に行った実証研究を基に作成したガイドライン（試行版）を大学等で再実証し、また、分野・地域等で不足していた要素を有する大
学を追加実証し、ガイドラインを確定し、全国展開を図る。

• 企業ニーズを反映し、質の高い教育プログラムの拡大に
より企業が求める人材の輩出。

• 人材育成の場として大学等を活用する企業の増加。

• 社会人プログラムを扱う大学等教育機関数が増加。

• 企業側の課題解決、意識向上等により、企業との連携を行って
いる教育機関数が増加。

• 教育機関で学習する社会人の増加。

• 令和3年度の実証研究を踏まえた上
での再実証先となる学校数。

• ガイドライン確定版を周知した大学・
企業数。

アウトプット（活動目標） アウトカム（成果目標） インパクト（国民・社会への影響）

 令和3年度実証研究で不足していた、地域、分野、学校種等を踏まえた
上で、大学等における再実証・追加実証を行いガイドラインの改良を図る。
（5大学程度）

 再実証した上でガイドラインを確定し、全国に普及させる。

＊ 実施主体：民間企業等（１箇所）
＊ 数・単価：1箇所（民間企業等）×約2,200万円（予定）

資金の流れ

文部科学省 民間企業等

＊文科省から民間企業等に委
託費を支出し大学等におい
て再実証を実施。（プログラ
ム開発費等を補助するもの
ではない。）

背景・課題

事業概要

今後もその予定はない

今後実施する予定である（9.7％）

合計（73.6％）

社会人の入学があまり見込めないため 46.5%
学内の体制が整わないため 43.9%
教職員の確保が困難であるため 30.2%
社会人のニーズのある分野ではなくなったため 16.1%
必要な財源が確保できないため 15.2%

理由

63.9%

主に社会人を対象としたプログラムに関する今後の予定大学における主に社会人を
対象としたプログラム提供状況

提供している 約26.4%

提供していない 約73.6%

〈 令和３年度 〉
実証研究を踏まえた

ガイドライン（試行版）を作成

・試行版を受けた再実証
・不足要素の追加実証・ヒアリン
グ調査等の実施
→ガイドラインの確定
・確定したガイドラインの全国展開

【再実証先】 A大学（再実証）
DX分野プログラムを提供する
地方私立大学が社会人の入
学が見込めない課題意識。
試行版で課題改善を図る。

校種 地域

講座提供実績

B大学(追加実証）
例えば、令和3年度実証研究
で研究できなかった地方創生
プログラムを提供する地方国
立大学を実証研究。

〈 令和４年度 〉 大学等における追加実証・再実証

DX 福祉

「成長戦略フォローアップ」（令和3年６月閣議決定）

社会人向けの実践的なプログラムの開発・拡充やリカレ
ント教育を支える専門人材の育成、リカレント教育推進
のための情報発信等の学習基盤に関する整備に向け
た取組を実施（略）。
「骨太の方針」（令和3年６月閣議決定）
・年代・目的に応じた効果的な人材育成に向け、財源の在り
方も含め検討し、リカレント教育を抜本的に強化する。
「規制改革実施計画」（令和2年7月17日閣議決定）

企業等からの評価を含めた持続可能なリカレント講座の運営モデル
の検討やその全国的な周知等に関する調査研究を行うなど、リカレ
ント教育推進のための学習基盤の整備等を図ることにより、関係省
庁との連携のもとリカレント教育を総合的に推進するための必要な措
置を講ずる。

「Society 5.0に向けた大学教育と採用に関する考え方
（令和２年３月決定）

大学等におけるリカレント教育を拡充する必要性は産学で共有され
たものの、現状では、企業側、大学側、それぞれに多くの課題があり、
今後、それらの課題を協力して解決していく必要がある。

過去の取組(令和２年～）

• 大学・企業に対する調査・ヒアリング

• 実証研究先の検討

• 大学における実証研究（3大学程度）

• ガイドライン（試行版）の策定

令和３年度令和２年度

• 試行版の再実証、不足要素の追加実証

• ガイドラインの確定、全国展開

令和４年度
事業終了

（～令和4年）

ビジ
ネス

地方
創生

出典：「令和2年度持続モデル調査」
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・society5.0の到来やコロナ禍における学びの変革、デジタル社会が進む中、リカレント教育の推進にあたり、学びに関
する情報不足が課題であり、社会人が具体的な学習意欲を持ち、大学等においてプログラムを受講するところまで繋が
りにくい状況。
・新型コロナウイルス感染症拡大の中、働き方・生活様式の変化も相まって、「マナパス」へのアクセス数や教育機関にお
けるマナパスの認知度もますます高まっている。
・そのような状況下、情報発信を通じ、教育界・産業界、関係省庁とも連携し、社会人の学びを喚起し学習に繋げられ
る環境を整備する。

＊「学び直しに関する情報を得る機会の拡充」と回答した者：22.7％ ＊平成30年度生涯学習に関する世論調査

• 学び直しを通じて、社会の変化に対応できる
人材の育成

• コロナ禍における労働移動の円滑化

• 個人の労働生産性、国際競争力の高まり

• 学び直しに際しての課題として「情報不足」を挙げる割合
の低下（例：内閣府、厚労省調査）

• 自己啓発を行う者の割合の増加（厚労省調査）

• 社会人受講者数の増加

• 大学等の講座掲載数

• O-NETの職業情報掲載講座数

• イベント等、対外的な情報発信の機会増加

• アクセス数の増加（適切な分析を行う観点から）

アウトプット（活動目標） アウトカム（成果目標） インパクト（国民・社会への影響）

社会人の学びの情報アクセス改善に向けた実践研究 令和4年度要求額 14百万円
(前年度予算額 17百万円)

 マイページ機能の運用実施・効果検証

（学習情報提供機能、ネットワーク機能）

 社会人、企業向け掲載情報拡大

（企業の講座、就職支援、DXや介護福祉等関心の高い講座）

 O-NETの職業情報との機能面の完成

（マナパス掲載講座とO-NET掲載職業との関連性の明示）

 イベント出展を通じ、リカレント教育関連施策やマナパスの周知を
行うとともに、情報発信が学びに与える効果について分析・検証

「骨太の方針」（令和3年６月閣議決定）
・年代・目的に応じた効果的な人材育成に向け、財源の在り方も含め検
討し、リカレント教育を抜本的に強化する。
・オンラインや土日・夜間の講座の拡大を図るとともに、内容の検索機能
や情報発信を充実する。

「成長戦略フォローアップ」（令和3年６月閣議決定）
社会人向けの実践的なプログラムの開発・拡充やリカレント教育を支える
専門人材の育成、リカレント教育推進のための情報発信等の学習基盤
に関する整備に向けた取組を実施（略）。

「科学技術・イノベーション基本計画」（令和3年3月閣議決定）
2019年度から運用を開始した職業情報提供サイト（「日本版O-
NET」）と、大学等における社会人向けプログラムを紹介するサイト（「マ
ナパス」）との機能面での連携に2021年度内に着手する。あわせて、
2022年度までに、これら二つのサイトの機能強化を行う。

「。新成長戦略」（令和２年11月経団連決定）
政府と教育界が連携し、(略）社会人教育、生涯教育等の学習履歴、
学習進度等のデータ化を進める必要がある。（略）異なる教育機関を
またがって、学習データの連携や活用を可能とする環境を整えていくことが
求められる。企業は、学習内容や学びなおしのデータを踏まえた採用、処
遇、評価を行う(略）。

背景・課題

事業概要 社会人プログラムへの情報アクセス改善のための実践的研究

文部
科学省

民間企業等

外部有識者
大学等・企業関係者

実施主体：民間企業等（1箇所）、件数・単価：1箇所×1,400万円

イベント等民間団体と連携した
社会人との接点の創出・分析

講座情報

情報発信ポータルサイトの充実
及び分析

大学・企業等と連携した
実践研究委託

過去の取組(平成30年～令和3年）

• マナパス開発(平成30年）

• 試行版実施(令和元年）

• イベント開催

• 本格運営開始、コンテンツ充実

（例：マイページ設計・学びのガイド機能等）

• マナパスを活用した広報

• イベント開催

• マイページ等既に作成したコンテンツ整備

• 過去の分析を踏まえた情報発信

• O-NETとの連携、ジョブカードとの連携の検討

• イベント開催

令和３年度平成30年・令和元年度 令和２年度

• ユーザー、社会の動きを踏まえた既存コンテンツの整備及びコンテンツの効果分析・改良
• 「日本版O-NET」やジョブカードとの連携等、学習と就職・転職の出口に繋げる仕組みの構築
• 大学等の学習に限らず、企業や自治体等の外部機関を巻き込んだ学習機会の情報発信。

課題
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地域未来DX投資促進事業
令和4年度概算要求額25.9億円（11.7億円）

(1)、(2)地域経済産業グループ
地域企業高度化推進課
地域経済活性化戦略室

(3)商務情報政策局情報技術利用促進課
中小企業庁経営支援課

事業の内容 事業イメージ

事業目的・概要

新型コロナウイルス感染症の影響により、各国では非接触・リモート社会

構築の基礎としてのデジタル投資の動きが加速しています。

地域企業が、今後も地域経済を支える主体として事業活動を継続してい

くためには、こうした動きに取り残されることなく、デジタル投資による業務・ビ

ジネスモデルの変革（デジタルトランスフォーメーション（DX））を実行し

ていくことが必要不可欠です。

 このため、以下の事業により、地域未来牽引企業等のDXを支援します。

①地域企業のDX実現に向けて地域全体で取り組む支援活動の促進

②地域の特性や強みとデジタル技術をかけあわせた新たなビジネスモデル

の構築促進

③デジタル人材を育成・確保するためのプラットフォームの構築等
成果目標

①事業年度から事業年度の３年後までの間において、地域DX推進コミュニ

ティが支援活動を実施する地域における「地域未来牽引企業と地域未来

投資促進法に基づく承認地域経済牽引事業者」からなる企業群の労働

生産性の伸び率が６％以上増加することとします。

②事業終了後３年を経過した日までに売上計上が予定される実証企業群

の新製品・サービス、新収益モデル件数割合を50%以上とします。

③事業終了年度の令和8年度までに、地域企業のDXを進められる人材を

1,000人育成することを目指すこととします。

１．地域の特性や強みとデジタル技術をかけあわせ（X-Tech）、新

たなビジネスモデルの構築に向けて企業等が行う実証事業（試作、

顧客ヒアリング、事業性評価と改善）に要する経費を補助します。

２．経産省HPで公開中の公設試験研究機関の保有機器等の検

索システムを更新するとともに、地域未来牽引企業の経営状況や、

兼業副業人材受入れに関する取組・成果等の調査を実施します。

• 以下の取組により、地域の企業・産業のDXを加速させるために必

要なデジタル人材を育成・確保します。

①基礎的なデジタルスキルを学べるオンライン教育ポータルサイトの整備

②企業データに基づく実践的な課題解決型学習プログラムの実施

③デジタル技術を活用した課題解決型OJTプログラムの実施

• 地域企業の経営・デジタルに関する専門的知見・ノウハウを補完す

るため、産学官金の関係者が一体となったコミュニティが実施する以

下の支援活動に要する費用を補助します。

ⅰ）地域企業の課題分析・戦略策定の伴走型支援

ⅱ）地域企業とITベンダー・Tech系ベンチャー等とのマッチング

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国 民間企業等
②－１補助（2/3, 1/2）
②－２委託

②

国 民間企業補助（定額）① 民間団体等

③ 国 民間企業等委託

金融機関

大学・高専 支援機関
ITベンダー・

Tech系ベンチャー

自治体業界団体
経営コンサル・
人材会社

国研・公設試

地域の関係者が一体と
なって地域企業のDXを

サポート

（１）地域DX促進活動支援事業

（３）地域デジタル人材育成・確保推進事業

（２）地域デジタルイノベーション促進事業
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トライアル雇用助成金
(一般トライアルコース)

職業経験の不足などから、安定した職業に就くことが困難な求職者について、常用雇用への移
行を目的に一定期間（原則３か月）試行雇用する事業主に対して助成する制度。

■ 概要

■ 助成内容等

※ 対象労働者が母子家庭の母等又は父子家庭の父の場合は月額５万円となる。
※ ハローワーク、職業紹介事業者等（助成金の取扱いに係る同意書の提出が必要）の紹介が必要。
※ 母子家庭の母等の場合、特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者コース）の第２期の併用が可能。

厚生労働省

令和４年度要求額 4.0億円（13.1億円）

対象労働者 支給額

○２年以内に２回以上離職又は転職を繰り返している者

○離職している期間が１年超の者

○育児等で離職し、安定した職業に就いていない期間が１年超の者

○フリーターやニート等で55歳未満の者

○特別の配慮を要する者（生活保護受給者等）

月額４万円
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特定求職者雇用開発助成金（就職氷河期世代安定雇用実現コース）

１．以下のいずれにも該当する者（対象労働者）を正社員として雇い入れた事業主
①３５歳以上５５歳未満の者
②「雇入れ日前直近５年間に正社員としての雇用期間が通算１年以下の者」かつ、

「雇入れ日前１年間正社員として雇用されていない者」
③職業紹介の時点で「失業状態の者」または「非正規雇用労働者」かつ、「ハローワークや

職業紹介事業者等において、個別支援等の就労に向けた支援を受けている者」
④安定した雇用を希望している者

２．支給額 : 対象労働者１人あたり計６０（５０）万円
６か月定着後 ３０(２５)万円
１年定着後 ３０(２５)万円
※括弧内は中小企業以外

※就職氷河期世代の正社員就職を促進するため、助成金の活用と併せて以下の取組みを実施
・ 就職氷河期世代限定求人の開拓・確保
・ 就職氷河期世代限定面接会、人手不足業種との職場見学会付き面接会の開催

正社員経験が無い方や、正社員経験が少ない方について、失業しておらず非正規雇用労働者で
ある場合も含めて、正社員就職を支援する。

支給要件等

令和４年度要求額 21.2億円（ 14.3億円）
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キャリアアップ助成金 令和４年度要求額569億円 （令和３年度予算額739億円）

目的 コース名・内容 助成額 ※＜＞は生産性の向上が認められる場合の額、（ ）は大企業の額

正
社
員
化
支
援

正社員化
コース

有期雇用労働者等を正規雇用労働者に転換
又は直接雇用

①有期→正規：１人当たり 57万円＜72万円＞（42.75万円＜5４万円＞）

②無期→正規：１人当たり 28.5万円＜36万円＞（21.375万円＜27万円＞）

※  派遣労働者を派遣先で正規雇用労働者または多様な正社員として直接雇用した場合
1人当たり28.5万円＜36万円＞（大企業も同額）加算

※  母子家庭の母等又は父子家庭の父の場合

①：１人当たり9.5万円＜12万円＞（大企業も同額）、②：１人当たり4.75万円＜6万円＞（大企業も同額）加算

※  勤務地限定・職務限定・短時間正社員制度を新たに規定し、転換または直接雇用した場合

１事業所当たり9.5万円＜12万円＞（7.125万円＜9万円＞）加算

障害者
正社員化コース 障害者を正規雇用労働者等に転換

①有期→正規：１人当たり 90万円（67.5万円） ※重度障害者等の場合は１人当たり 120万円（90万円）
②有期→無期：１人当たり 45万円（33万円） ※重度障害者等の場合は１人当たり 60万円（45万円）
③無期→正規：１人当たり 45万円（33万円） ※重度障害者等の場合は１人当たり 60万円（45万円）

処
遇
改
善
支
援

賃金規定等改定
コース

有期雇用労働者等の基本給の賃金規定等を
改定し、２％以上増額

①１～５人：１人当たり 3.2万円＜4万円＞（２.４万円＜3万円＞）

② 6人以上： 1人当たり 2.85万円＜3.6万円＞（1.9万円＜2.4万円＞）

※ 中小企業において3％以上増額した場合、1人当たり1.425万円＜1.8万円＞加算
※ 中小企業において5％以上増額した場合、１人当たり0.95万円＜1.2万円＞さらに加算
※ 「職務評価」の手法の活用により実施した場合、１事業所当たり19万円＜24万円＞（14.25万円＜18万円＞）加算

賃金規定等共通化
コース

有期雇用労働者等と正規雇用労働者との共
通の賃金規定等を新たに規定・適用

１事業所当たり 57万円＜72万円＞（42.75万円＜54万円＞）

賞与・退職金制度
コース

有期雇用労働者等を対象に賞与・退職金制
度を導入し、支給または積立を実施

１事業所当たり 38万円＜48万円＞（28.5万円＜36万円＞）
※ 同時に導入した場合に、16万円＜19.2万円＞（12万円＜14.4万円＞）加算

選択的適用拡大
導入時処遇改善

コース
（令和４年９月末まで）

選択的適用拡大の導入に伴い、短時間労働
者の意向を適切に把握し、被用者保険の適
用と働き方の見直しに反映させるための取
組の実施

１事業所当たり 19万円＜24万円＞（14.25万円＜18万円＞）
※ 社会保険加入時に賃金増額を行った場合、労働者１人につき増額幅（２～14%以上）に応じ1.4万円～16.6万円加算
※ 短時間労働者の生産性の向上を図るための取組（研修制度や評価の仕組みの導入）を行った場合に、10万円（7.5万円）加算

短時間労働者
労働時間延長

コース

有期雇用労働者等の週所定労働時間を延長し、
社会保険を適用

１人当たり 22.5万円＜28.4万円＞（16.9万円＜21.3万円＞）
※ 労働者の手取りが減少しない取組をした場合、３時間未満延長でも助成
1時間以上２時間未満： 5.5万円＜6.9万円＞ （4.1万円＜5.2万円＞） 2時間以上３時間未満： 11万円＜13.9万円＞ （8.3万円＜10.4万円＞）

○ 有期雇用労働者、短時間労働者、派遣労働者（以下「有期雇用労働者等」）といったいわゆる非正規雇用労働者の企業内のキャリアアップ
を促進するため、正社員化、処遇改善の取組を実施した事業主に対して包括的に助成
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人材開発支援助成金

○職業訓練を実施する事業主等に対して訓練経費や訓練期間中の賃金の一部を助成する等により、企業
内の人材育成を支援

支給対象となる訓練 対象 助成内容
助成率・助成額 注：（ ）内は中小企業事業主以外

生産性要件を満たす場合

特定訓練コース

・事業主
・事業主団体等

・労働生産性の向上に直結する訓練
・若年労働者への訓練
・技能承継等の訓練
・グローバル人材育成の訓練
・雇用型訓練（※１）

について助成

OFF-JT
経費助成：45（30）％

【60（45）％ （※２）】
賃金助成：760（380）円/時・人

OJT＜雇用型訓練に限る＞
実施助成：665（380）円/時・人

OFF-JT
経費助成：60（45）％

【75(60)％ （※２）】
賃金助成：960（480）円/時・人

OJT＜雇用型訓練に限る＞
実施助成：840（480）円/時・人

一般訓練コース ・事業主
・事業主団体等

・他の訓練コース以外の訓練
について助成

OFF-JT
経費助成：30％
賃金助成：380円/時・人

OFF-JT
経費助成：45％
賃金助成：480円/時・人

特別育成訓練コース
（※３）

・事業主

・一般職業訓練
・有期実習型訓練
・中小企業等担い手育成訓練

について助成

OFF-JT
経費助成：実費（※４）
賃金助成：760(475)円/時・人

OJT<一般職業訓練を除く>
実施助成：760(665)円/時・人

OFF-JT
経費助成：実費 （※４）
賃金助成：960(600)円/時・人

OJT<一般職業訓練を除く>
実施助成：960(840)円/時・人

教育訓練休暇付与コース

・事業主

・有給教育訓練休暇制度を導入し、労働者
が当該休暇を取得して訓練を受けた場合に
助成

・事業主が長期の教育訓練休暇制度を導入
し、一定期間以上の休暇取得実績が生じた
場合に助成

定額助成：30万円

経費助成（定額）：20万円
賃金助成＜有給の場合に限る＞：6,000円/
日・人

定額助成：36万円

経費助成（定額）：24万円
賃金助成＜有給の場合に限る＞：
7,200円/日・人

※１ ・特定分野認定実習併用職業訓練（建設業、製造業、情報通信業の分野） 、認定実習併用職業訓練
※２ ・雇用型訓練のうち特定分野認定実習併用職業訓練の場合

・セルフ・キャリアドック制度導入企業の場合
※３ ・非正規雇用労働者が対象
※４ ・一人当たり。訓練時間数に応じた上限額を設定。（中小企業等担い手育成訓練は対象外）
※５ ・通信制（e－ラーニングを含む）の場合は、経費助成のみ対象とする

令和４年度概算要求額 17,677,961 (30,738,540）千円
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（令和４年度概算要求額 11.1億円の内数）

1.講演・セミナー

• 経営者等向けに、業務の
細分化や人材像の明確
化、採用手法に関するセミ
ナー等を実施。

2.魅力発信

• WEBや交流会、イン
ターン等において、企業
の強みや経営者の思い、
職場環境等の魅力を
発信

4.定着

• 職場環境の見直し等
による離職防止の重要
性やノウハウ獲得の研
修等を実施。

3.マッチング

• 参加人数の多い大規模開
催に加えて、人材タイプに応
じた小規模開催も実施。

• 面談型だけでなく、企業側人
材側の双方のコミュニケーショ
ンが図れる対話型も実施。

【取組例（例）】

 全国各地で、中小・小規模事業者を対象に、地域内外の多様な人材（女性・シニア・外国人等）
を確保するためのセミナー・マッチングを実施。

 その中で、多様な人材確保のためのセミナー・マッチングについて、氷河期世代を含めて実施する。

中小企業・小規模事業者人材対策事業（地域中小企業人材確保支援等事業）
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．活動計画策定事業

○ 農山漁村が持つ豊かな地域資源を活用した地域の創意工夫による地域活性化のための活動計画策定をアドバイ

ザーを活用したワークショップの開催等により支援します。

○ 活動計画に掲げられた取組を実施するための体制構築、実証活動及び専門的スキルの活用等を支援します。

【 事業期間：3年間 、 交付率：定額（上限:１年目500万円、２年目250万円等）※ 】
※条件不利地においては、交付期間の延長・上限額の加算措置あり。また、専門的スキルを活用する場合には、交付期間の延長・上限額の加算措置あり。

２．農山漁村関わり創出事業

○ 農繁期の手伝いや地域資源の保全等の農山漁村での様々な活動について、農山漁村に興味がある多様な人材が関わる

ことができる仕組みを構築する取組等を支援します。

○ 農山漁村の地域づくりを担う人材の育成等を支援します。

【 事業期間：２年間等 、 交付率：定額 】

３．農山漁村情報発信事業

○ 農山漁村のポテンシャルを引き出して地域の活性化や所得向上に取り組んでいる優良な事例の横展開や、多様な価値を

有する農業遺産・世界かんがい施設遺産等の理解醸成及び保全・活用に向けた基盤・体制づくりを目的とした、情報発信

の取組に対して支援します。

【 事業期間：１年間 、 交付率：定額 】

農山漁村振興交付金のうち

地域活性化対策
【令和４年度予算概算要求額 10,215（9,805）百万円の内数】

＜事業の流れ＞ ［お問い合わせ先］
（１の事業、２の事業） 農村振興局都市農村交流課 （03-3502-5946）
（２の事業のうち地域づくり人材の育成） 農村計画課 （03-6744-2203）
（３の事業のうち優良事例の横展開） 都市農村交流課 （03-3502-5946）
（３の事業のうち理解醸成及び基盤・体制づくり） 鳥獣対策・農村環境課（03-6744-0250）

このボックス内は12pt 枠の上下幅調整可 上下中央揃え＜対策のポイント＞
農山漁村の自立及び維持発展に向けて、地域住民が生き生きと暮らしていける環境の創出を行うためのきっかけをつくり、農山漁村について広く知ってもらうこと

を目的として、農山漁村の活性化を推進します。

＜事業目標＞
地域課題の抽出や、課題解決のための活動計画の策定・実証を行う地域の創出（100地域［令和６年度まで］）

国

定額

定額、 1/2

NPO法人、
民間企業等

市町村を構成員に含
む地域協議会

（１の事業）

（２、３の事業）

地域の活動計画の策定
（ワークショップの開催）

体制構築及び実証活動
（高齢者の移動確保）

農作業体験 農山漁村の多様な活動への参加

WebサイトやSNSによる
優良事例の情報発信

多様な地域資源の理解醸成や
保全・活用に向けた基盤・体制づくり

※下線部は拡充内容
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農山漁村振興交付金のうち

農福連携対策
【令和４年度予算概算要求額 10,215（9,805）百万円の内数】

＜対策のポイント＞
農福・林福・水福連携の一層の推進に向け、障害者等の農林水産業に関する技術習得、障害者等の雇用・就労に配慮した生産・加工・販売施設の整備、

全国的な展開に向けた普及啓発、現場の課題に即した都道府県の取組、多世代・多属性の交流・参加の場となるユニバーサル農園の開設等を支援します。

＜事業目標＞
農福連携に取り組む主体を新たに創出（3,000件［令和６年度まで］）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．農福連携支援事業
障害者等の農林水産業に関する技術習得や作業工程のマニュアル化等を支援します。

【事業期間：２年間、交付率：定額（上限150万円等）】

２．農福連携整備事業
障害者等の作業に配慮した生産施設や安全・衛生面にかかる附帯施設等の整備を支援します。

【事業期間：最大２年間、交付率：1/2（上限1,000万円、2,500万円等）】

３．普及啓発等推進対策事業
農福・林福・水福連携の全国的な横展開に向けた取組、農福・林福・水福連携の定着に向けた専門人材
の育成、農林漁業者や福祉事業者等からなる現場レベルの推進体制の強化等を支援します。
【事業期間：１年間、交付率：定額（上限500万円等）】

４．ユニバーサル農園導入事業
多世代、多属性の人々が農業を通じた交流・参加の場として利用し、生きがいづくりや癒しの提供等の効果

もたらすユニバーサル農園の試行運用及び開設に必要な施設等の整備を支援します。
【事業期間：２年間、交付率：定額（上限150万円）、1/2（上限1,000万円）】

＜事業の流れ＞

［お問い合わせ先］農村振興局都市農村交流課（03-3502-0033）

国 （３の事業）民間企業、都道府県等

定額 ・強い農業づくり総合支援交付金
・林業・木材産業成長産業化促進対策
・水産多面的機能発揮対策事業 等

（関連事業）優先採択等の優遇措置を実施

農業生産施設
（水耕栽培ハウス）

処理加工施設養殖施設苗木生産施設

園地、園路整備 休憩所 体験農園の管理

農産加工の実践研修 養殖籠補修・木工技術習得 作業マニュアル作成

人材育成研修優良事例の表彰 推進体制の強化

都道府県 市町村

農林漁業者、関係団体

福祉事業者、
福祉関係団体

有識者

（１、２の事業）農業法人、社会福祉法人、民間企業等

定額、1/2

（４の事業）都道府県、市町村、民間企業等

定額、1/2

※下線部は拡充内容
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○ 就職氷河期世代の多種多様な課題に対応するとともに、安定就職の流れを加速化させるためには、国だけで

はなく、民間事業者による創意工夫を活かした支援も併せて活用することが重要である。

○ このため、特に不安定就労者の多い地域において、成果連動型の民間委託により不安定就労者の教育訓練、

職場実習等を行い、安定就職につなげる事業を実施する。

実施形式：就職氷河期世代の不安定就労者の多い東京、愛知、大阪の都道府県労働局において、成果連動型の委託
事業に実施。

委託費 ：対象者に教育訓練等（１カ月程度）を実施する場合の費用（10万円）を支給

対象者が安定就職し、６ヶ月以上定着した場合に、成果に連動した委託費（50万円）を支給

基礎編
・自己分析、自己理解
・ビジネスマナー基礎編
（社内コミュニケーション）
・企業担当者の説明会
など民

間

事

業

者

支援の一例

募集

不安定就労者

就職

就職
＋
定着

※ 同事業で実施される教育訓練、職場実習等については、職業訓練受講給付金の給付対象とする。

民間事業者のノウハウを活かした不安定就労者の就職支援

令和４年度概算要求額 1,910百万円 (2,891百万円)

レベルアップ編
・今後のライフプラン（働き方・収入）
・応募書類（志望動機・自己PR）
・面接対策実践（弱点の克服・振り返り）

など
随時、専任の担当者による
キャリアコンサルティング

希望に合わせた求人開拓、
求人情報の提供、
模擬面接などの就職支援
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２ 個々人の状況に合わせた、
より丁寧な寄り添い支援



◇ 就職氷河期世代をはじめとした社会参加に向けてより丁寧な支援を必要とする方に対し、「一人ひとりが抱える課題に応じた就職支援
の充実や職業的自立の促進」や「生活支援の充実等によるセーフティネットの強化」を行うことにより、社会の担い手として活躍できるよ
う支援する。

◇ 具体的には、以下の取組を実施する。
・ 【相談支援に結びつけるための支援の強化】自立相談支援機関の機能強化（アウトリーチ等の充実）
・ 【就労支援メニューの強化】都道府県による就労体験・就労訓練先の開拓・マッチング等

◆ 社会参加に向けてより丁寧な支援を必要とする方については、アウトリーチ等による積極的な情報把握により早期に支援につなぐことや、支援に
つながった後の集中的な支援が求められるが、自立相談支援機関では十分なアウトリーチを実施するだけの人手が確保できていない実態がある。
◆ このため、自立相談支援の機能強化のためのアウトリーチ等を行うための経費について、財政支援の仕組みを新たに創設する。

自立相談支援の機能強化の概要

ア）アウトリーチの充実
○ 自立相談支援機関において、アウトリーチ支援員を配置。
○ アウトリーチ支援員は、ひきこもり地域支援センターやサポステ等とプラットフォームを形成するとともに、同行相談や、信頼関係の構築

といった対本人型のアウトリーチを主体に、ひきこもり状態にある方など、支援に時間のかかる方に対して、より丁寧な支援を実施する。
○ 具体的には、アウトリーチの充実として、

① 家族などから相談があったケースについて、自宅に伺い、本人に接触するなど、初期のつながりを確保
② つながりが出来た後の信頼関係の構築、本人に同行した、関係機関への相談、就労支援といった、自立までの一貫した支援を実施

等
イ）相談へのアクセスの向上

○アウトリーチ支援員による土日祝日や時間外の相談の実施等、相談へのアクセスを向上する。

事業内容
※ 本事業の実施期間は令和２～４年度とする。

アウトリーチ等の充実による自立相談支援の機能強化

実施主体：市等
補助率：１０／１０

令和４年度概算要求額：11.7億円（31.7億円）
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◇ 就職氷河期世代支援プログラムでは、当該プログラムに基づく取組については、様々なルートを通じて、一人一人につながる戦略的な広
報を展開することとされている中で、令和２年度においては、ひきこもり当事者やその家族が支援施策につながるように、支援機関等を
通じて社会とのつながりを回復できた事例について、事例集を作成して周知を行った。

◇ 令和３年度においては、広く国民のひきこもりへの理解促進を図るとともに、ひきこもり当事者や家族が孤立せず、相談しやすい環境づ
くりを促進するため、国から地域社会に対して、ひきこもり支援に関する普及啓発や情報発信を行う。

◇ 令和４年度においても、地域社会への普及啓発や情報発信を継続して実施していくことで、国民のひきこもりへの更なる理解の促進と、
より相談しやすい環境づくりを加速化し、ひきこもり当事者や家族が孤独・孤立状態に陥らずに、安心して生活できる社会を構築してい
く。

情報のアウトリーチの推進

実施主体：国

令和４年度概算要求額：1.5億円（1.5億円）

◇ 令和３年度は、自立相談支援機関の職員等を対象とした研修において、ひきこもり当事者やその家族への支援手法に係るテーマ別研修
を実施することで専門性を深めるとともに、自立相談支援機関の初任者職員を対象とした研修においても、ひきこもり支援に関する項目
を設定することで基礎的な知識や支援手法の習得を図る。

◇ 令和４年度は、新たに、ひきこもり地域支援センターの職員等に対して、国が主体となって知識や支援手法等を習得するための研修を
実施し、ひきこもり当事者や家族の心情を理解した上で寄り添う支援ができる良質な支援者を育成する。また、自立相談支援機関の初任
者職員を対象とした研修においても、引き続き、ひきこもり支援に関する項目を設定して、ひきこもり支援に携わる様々な機関の職員の
支援の質を担保する。

ひきこもり支援に携わる人材の養成研修等 令和４年度概算要求額：1.6億円（1.2億円）

実施主体：国
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地域若者サポートステーション事業

○ 若年無業者（ニート※１）にいわゆる就職氷河期世代を加えた無業者は増加傾向にあり、令和２年においては134万人に達している。

○ これらの者の就労を支援することは、若者等の可能性を広げるだけでなく、将来生活保護に陥るリスクを未然に防止し、経済的に自立させ、地域社会の支え手とするとともに、我が国の産業の

担い手を育てるために重要である。

○ そのため、若年無業者等が充実した職業生活を送り、我が国の将来を支える人材となるよう「地域若者サポートステーション」（※２）において、地方自治体と協働し（※３） 、

職業的自立に向けた専門的相談支援、高等学校・福祉機関等へのアウトリーチ相談、就職後の定着・ステップアップ支援、若年無業者等集中訓練プログラム等を実施する。

【サポステの実績】

～若者の職業的自立支援～

※１ 15～34歳で、非労働力人口のうち、家事も通学もしていない者 ※２ H18年度～。若者支援の実績・ノウハウのあるＮＰＯ法人等 実施。15～49歳対象 ※３ 地方自治体から予算措置等

＊ 平成27年度より、「就職者」について雇用保険被保険者になり得る就職者に限定、さらに平
成29年度より、雇用保険被保険就職であることを書類により確認できる場合に限定

＊ 平成30年度より、「就職等」とし、雇用保険被保険者となることが見込まれる就職及び公的
職業訓練スキームへの移行も含めて評価

160 160 160

173
175

177 177 177

52.3%
57.2%

61.9%

55.4%

62.1%

67.0%

61.7%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

50.0%

55.0%

60.0%

65.0%

70.0%

150

155

160

165

170

175

180

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

設置箇所数

就職率（就職(等)者数／登録者数）

令和４年度要求額
4,674,147（5,167,110）千円

うち就職等者数(人)

10,294 9,758 15,822 61.7% 435,468 242,568 126,641

令和２年度地域若者サポートステーション事業の実績

進路決定者数(人)
登録者数(人) 就職等率(％) 総利用件数(件) 相談件数(件)

セミナー等
参加者数(人)

1

地域若者サポートステーション事業
○サポステ相談支援事業
・職業的自立に向けての専門的相談支援（個別相談・プログラム等）
・高校中退者等のニーズに応じたアウトリーチ型の相談

・福祉機関等へのアウトリーチ展開

・OJTとOff-JTを組み合わせた職場体験プログラム

・就職した者への定着・ステップアップ相談

○若年無業者等集中訓練プログラム事業
就職活動や職業生活に必要な実践的な知識・能力の獲得に向けた

合宿形式を含めた集中的な訓練（一部のサポステで実施）

ハローワーク

就労に向けた支援

若者自立支援中央センター（全国１か所）
サポステスタッフ研修、調査・研究、情報収集・提供、 等
氷河期世代無業者一元案内・相談機能（サポステ・プラス・ナビ）
サポステにおけるオンライン相談の支援機能の強化

高校等教育機関

地域若者サポート ス テーシ ョ ン 1 7 7箇所
※ う ち 3 4 箇 所 は 常 設 サ テ ラ イ ト と し て 設 置

保健・福祉機関

・他の支援機関との連携・リファー

・高校等からの支援対象者に係る情報提供

サポステの支援がないと求職活動を行うのは困難なケース

地
方
自
治
体

地域社会
自治会、町内会等

商工会・商店街
企業

（職場体験先）

職業相談・紹介

公民館NPO等

就
職
（
職
業
訓
練
等
の
進
路
決
定
）

・
オ
ン
ラ
イ
ン
相
談
の
環
境
整
備

・
就
職
氷
河
期
世
代
に
対
す
る
複
数
年
度
に
跨
が
っ
た
支
援

（
国
庫
債
務
負
担
行
為
）
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◇ひきこもり支援の体制整備は、これまで、都道府県域に「ひきこもり地域支援センター」の設置を進めてきた。（平成30年度に全ての都

道府県・指定都市への設置が完了）

◇今後は、より身近な場所でも相談できる体制を構築するため、市町村域での取組の推進に注力し、あわせて支援内容の充実を図る。

◇具体的には、市町村域でのメニューについて、これまでの「ひきこもりサポート事業」に加え、

①「ひきこもり地域支援センター」を、相談支援、家族会・当事者会の開催、住民への普及啓発等を総合的に実施する機関と整理した上

で、中核市や一般市町村にも設置可能とする。

②新たに、支援の核となる相談支援、居場所づくり、ネットワークづくりを一体的に実施する「ひきこもり支援ステーション事業（仮

称）」を創設し、ひきこもりサポート事業よりも手厚く補助する仕組みを導入する。

◇あわせて、都道府県による市町村の取組のバックアップ機能として、新たに、①市町村と連携した「ひきこもり地域支援センター」のサ

テライトの設置と、②小規模市町村等における体制整備の加速化支援を創設し、都道府県域内の支援の平準化と市町村の体制整備を図

る。

ひきこもり地域支援センター

身近な基礎自治体におけるひきこもり支援の充実

事業イメージ

実施主体：都道府県・市町村
補助率：１／２

都道府県と市町村が連携して、支援
体制の弱い地域へ、センターのサテ
ライトを有期で設置

ひきこもり支援ステーション事業（仮称）

（B市）

支援の核となる
①相談支援
②居場所づくり
③ネットワークづくり
を一体的に実施

【都道府県域】

【市町村域】

ひきこもりサポート事業
（Ｃ市）

相談支援や居場所づくり、
実態把握など、
取り組みやすい事業を実施

財政的に厳しい小規模市町村等に対し
て、財政支援と支援ノウハウの継承を
セットにした支援を有期で実施

（国:1/2、都道府県1/4、市町村1/4）

小規模市町村等における
体制整備の加速化支援

ひきこもり地域支援
センターのサテライト

市町村域での取組を推進

ひきこもり地域支援センター
（Ａ市）

①相談支援 ②居場所づくり
③ネットワークづくり
④家族会・当事者会の開催
⑤住民への普及啓発等を総合的に実施

①相談支援 ②居場所づくり
③ネットワークづくり
④家族会・当事者会の開催
⑤住民への普及啓発
⑥支援者研修
⑦市町村の後方支援
等を総合的に実施

市町村事業の
立ち上げ支援

全中核市への設置を目指す

都道府県による市町村の取組のバックアップ

令和４年度概算要求額：29.8億円（11.5億円）
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地域共生社会の実現に向けた取組について

重層的支援体制整備事業の実施

重層的支援体制の整備に向けた支援等

◇ 市町村において、地域住民の複合・複雑化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を整備するため、属性を問わない相談支援、多
様な参加支援の推進、地域づくりに向けた支援を一体的に行う重層的支援体制整備事業を実施する。

◇ 市町村の重層的支援体制の整備を促進するため、「重層的支援体制整備事業への移行準備事業」、「都道府県による市町村への後方支
援」の支援を行う。

１．包括的相談支援事業
市町村において、介護、障害、子ども・子育て、生活困窮分野の各法に基づく相談支援事業（※）を一体的に行うことにより、対象者の属性を問わず、包

括的に相談を受け止め、必要な支援を行う。相談受付・アセスメントの結果、複雑・複合的な課題を抱えていることから各関係機関において連携して対応
する必要がある場合は、多機関協働事業につなぐ等の必要な支援を行う。
（※）各法に基づく相談支援事業

・介護分野（地域包括支援センターの運営）、障害分野（障害者相談支援事業）、子ども・子育て分野（利用者支援事業）、
・生活困窮分野（自立相談支援事業、福祉事務所未設置町村による相談事業）

２．地域づくり支援事業
市町村において、介護、障害、子ども・子育て、生活困窮分野の各法等に基づく地域づくり支援事業（※）を一体的に行うことにより、地域住民が地域社

会に参加する機会を確保するための支援、地域生活課題の発生の防止又は解決にかかる体制の整備、地域住民相互の交流を行う拠点の開設等を行う。
（※）各法等に基づく地域づくり支援事業

・介護分野（地域介護予防活動支援事業、生活支援体制整備事業）、障害分野（地域活動支援センター事業）、子ども・子育て分野（地域子育て支援拠点事業）
・生活困窮分野（地域における生活困窮者支援等のための共助の基盤づくり事業）

３．多機関協働事業等実施事業
相談支援機関等の役割分担等を図る多機関協働、支援が届いていない人に支援を届ける等の取組を行うアウトリーチ等による継続的支援、社会とのつなが

りをつくるための支援等を行う参加支援に取り組む。

（重層的支援体制整備事業の事業内容）

令和４年度概算要求額：726億円の内数（609億円の内数）

－35－



国

委嘱謝金
民間事業者

（事業の運営支援）

○協議会及びセンター整備・機能向上事業
支援を希望する地方公共団体を公募・選定し、アドバイ

ザーによる助言、講習会の開催、専門職員の講師派遣等を
実施。

○協議会・センター設置に向けた地方キャラバンの実施
協議会・センターがともに設置されていない地方公共団

体において、内閣府主催で会議を開催し、関係者に対して
支援施策の説明、先進事例の紹介、協議会・センターの設
置に向けた相談・助言等を実施。

○協議会・センター全国サミットの開催
各地において協議会、センターの運営の中心となってい

る者が一堂に会し、関係府省による施策説明、各地の協議
会・センターが抱える課題の共有及び解決に向けた意見交
換等を実施。

○目的
子ども・若者育成支援推進法では、社会生活を円滑に

営む上で困難を有する子供・若者への支援を重層的に行
う「子ども・若者支援地域協議会」（以下「協議会」と
いう）及びワンストップで子供・若者に対する相談に応
じる「子ども・若者総合相談センター」（以下「セン
ター」という）について規定されています。
子供・若者育成支援推進大綱（令和3年4月）を踏ま

え、協議会及びセンターの地方公共団体における設置の
加速、機能の向上を図ります。

○事業概要
協議会及びセンターの設置促進及び機能向上に向け、

会合、研修を開催するとともに、都道府県・市区町村の
求めに応じ、アドバイザーによる助言、講師派遣等を実
施します。

地域における子供・若者支援体制の整備推進（内閣府政策統括官（政策調整担当））

令和４年度概算要求額 ０.５億円（令和３年度予算額 0.１億円）

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

資金の流れ

○各地方公共団体において総合的な支援体制が整備される
とともに、協議会、センター間の全国レベルでの共助が
促進され、社会生活を円滑に営む上で困難を有する子
供・若者への支援の充実が図られます。

期待される効果

（一般競争入札）
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◇ 就職氷河期世代をはじめとした社会参加に向けてより丁寧な支援を必要とする方に対し、「一人ひとりが抱える課題に応じた就職支援

の充実や職業的自立の促進」や「生活支援の充実等によるセーフティネットの強化」を行うことにより、社会の担い手として活躍できる

よう支援する。

◇ 具体的には、以下の取組を実施する。

・ 【相談支援に結びつけるための支援の強化】自立相談支援機関の機能強化（アウトリーチ等の充実）

・ 【就労支援メニューの強化】都道府県、指定都市、中核市等による就労体験・就労訓練先の開拓・

マッチング等

※新型コロナウイルス感染症の影響により自立相談支援機関や福祉事務所への相談増加が著しい状況を踏まえ、指定都市、中核市等に

おいても就労体験・就労訓練先など積極的に開拓していく。

◆ 就労支援の充実のためには、就労体験や訓練を受け入れる企業の協力が不可欠であるが、自治体によっては支援員の余力がなく企業開拓まで

積極的に取り組めていない実態がある。また、個人事業主や自営業者など新たに見えてきた課題への対応も必要となっている。

◆ また、生活困窮者支援に理解が深く、積極的に受け入れる方針を示す企業については、市町村の枠を超えて情報共有を図り、より多くの利用者

受入につなげることが支援の質の向上に資することから、広域での情報共有やマッチングを行うことに加え、指定都市・中核市等でも地域に根差し

た企業等の開拓を積極的に実施することで運用の幅を広げることができる。

実施主体：都道府県、指
定都市、中核市等
補助率：定額

○ 地域の社会福祉法人や社会貢献に尽力している企業等を中心に企業を訪問。特に就労に向け一定の準備が必要な長期間就労してい

ない者（ひきこもりなど）や不安定就労を繰り返している者が利用可能な就労体験・就労訓練先を開拓し、対象者の状態像に合わせ

て丁寧な業務の切り出しを提案。また、個人事業主や自営業者などの新たなニーズに合わせた支援を実施する。

○ 開拓した就労体験・就労訓練先の情報を県内自立相談支援窓口へ共有。窓口担当者向けに見学会を実施するとともに、利用を提

案。併せて新たな就労体験等のニーズを把握。また、個人事業主等は実際にアウトリーチなどを行い事業状況を把握。

○ 円滑な利用が図られるよう就労体験先等の初回利用の際に同行。企業側や支援先との調整を実施。

※本事業の実施期間は令和2～4年度とする。

事業の概要等

事業内容

就労支援の機能強化①（都道府県による就労体験・就労訓練先の開拓・マッチング）

令和４年度概算要求額：1.0億円（3.3億円）
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○ 新型コロナウィルス感染症の影響で、個人事業主や外国人といった、従来の支援対象層とは異なる層への支援の需要が高まっている。一般

就労に向けた支援については、ハローワークや自治体の「緊急対応型雇用創出事業」等との連携はもとより、短期の一時的な就労や、将来的に

農業従事者を目指すことが可能な当事業を活用することが効果的と考えられることから、今年度の実施状況も踏まえ、農業以外の水産、林業、

畜産業等への拡大も予定するが、モデル事業のとりまとめに力を入れ、実施箇所数は５箇所程度とする。

○ 同事業の実施により得られた成果を各自治体で広く活用できるようマニュアル、ツール等にまとめ、併せてシンポジウムの開催、ＨＰ掲載等に

より広く周知広報を行い生活困窮者と農業分野等の一層の連携を図る。

・委託事業者の調整のもとに、全

国複数箇所（5ヶ所程度）に、県内

の農業事業者等の求人・訓練受入

希望の情報を把握し、自立相談支

援機関へ情報提供するためのマッ

チング支援機関を設置。

・委託事業者は、各地のマッチン

グ支援機関の取組の進捗を把握

し、円滑な事業実施のための助

言、報告書作成、シンポジウムの

開催等を行う。

※事業実施に最適な団体等への委

託を想定。

事業内容

委託先事業者
農業事業者等

自立相談支援機関

利用者

利用意向の確認

マッチング
支援機関

就労体験・就労訓練
への参加

（各県単位で実施）
情報提供

相談
情報収集

情報提供

進捗状況の
把握・助言 等

農業事業者等

自立相談支援機関

利用者

利用意向の
確認

（イメージ）

就労体験・就労訓練
への参加

（Ａ県） （Ｂ県）
情報提供

相談 Ａ県又はＢ県の
マッチング支援機関

情報収集

情報提供

モデル事業イメージ

モデル事業終了後は、事業成果（ノウハウ）を元に、全国各地でマッチング支援機関を設置。
支援体制を構築する。

就労支援の機能強化②（農業分野等との連携強化モデル事業の実施）

実施主体：国

◆ 就職氷河期世代支援として、技能修得に必要な経費及びその期間中の生計を維持するために必要な経費の貸付を行う。

技能修得期間における生活福祉資金貸付の推進

令和４年度要求額：１.０億円（1.0億円）

令和４年度要求額：2.2億円（2.2億円）

※国事業（委託費）
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◇ 生活困窮者自立支援制度における就労準備支援事業等の任意事業については、市町村規模が小さいことにより庁内体制が脆弱であった

り、地域に活用可能な資源がない等の理由により、実施率は一定割合にとどまっている。

◇ 一方、就職氷河期世代への支援の強化が課題となっている等、任意事業の実施率を高めることは更に重要性を増している。

◇ こうした中、市同士の連携や都道府県の関与による広域実施について、実施自治体の取組例を参考とし、こうした取組をモデル的に

実施することで、任意事業の実施を推進する。

事業内容

ア 自治体を超えた連携自治体内における広域支援の実施（広域実施の際の事業運営や費用按分に係るルール作りや調整等）
イ 委託先となる法人等の地域の社会資源の開拓
ウ 広域実施の主体自治体における、広域参加自治体の住民を対象とした支援 等

事業の概要等

実施形態

○ 市同士の連携による広域実施（取組例：加西市等）
○ 都道府県が関与した広域実施（取組例：熊本県、大阪府等）

［参考］任意事業を実施しない理由（令和元年度事業実績調査）
［備考］

本事業は、単に事業の実施率を高めるだけで
はなく、就労準備におけるメニューの充実や、
自治体間での情報共有等の相乗効果といった、
支援内容の充実も効果として見込まれる。

モデル箇所数

○ ３０箇所程度

※ 本事業の実施期間は令和２～４年度とする。

就労準備支援事業等の実施体制の整備促進

実施主体：市等
補助率：定額

令和４年度概算要求額：0.8億円（5.8億円）

事業名
利用ニーズが

不明
その他

24.7% 21.3% 12.2%

利用ニーズは
あるものの
少ないため

事業化しにくい

利用ニーズは
あるものの

自立相談支援事業で
対応可能

ニーズがあり
事業化したいが
予算面で困難

13.7%

一時生活支援事業
（n=618）

51.0% 27.3% 7.3% 3.9%

子どもの学習・生活支援事業
（n=323）

52.6% 16.7% 1.5% 6.8% 22.3%

家計改善支援事業
（n=411）

18.2% 18.0% 31.6% 18.0% 14.1%

10.5%

就労準備支援事業
（n=409）

28.1%
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地域女性活躍推進交付金
（令和２年度予算１.５億円、 ２年度第３次補正予算１.５億円＋追加措置１３.５億円、 ３年度予算１.５億円 4年度概算要求11.6億円）

男女
センター

国民間企業

農林水産
団体

教育機関

都道府県

・経済産業局
・労働局 等

・男女担当部局
・経済担当部局
・福祉担当部局 等

医療法人
社会福祉法人

・商工会
・農協
・銀行

等

市区町村

【補助率】
①活躍推進型、②寄り添い支援型： １／２
③つながりサポート型 ：３／４

地域経済
団体

特定非営利
活動法人（NPO）

<多様な主体
の連携・参画>

（コミットメント
の明確化）
人材、資金、
ノウハウ等の
提供・共有等

金融機関

女性活躍推進法
に基づく協議会等
多様な主体による
連携体制

＜地域における女性活躍の推進・課題解決＞
• ｢地域性｣を踏まえた ・定量的成果目標設定・｢見える化｣

（新型コロナウイルスの感染拡大による望まない孤独・孤立で
不安を抱える女性や解雇等に直面する女性をはじめ様々な困
難・課題を抱える女性に対する支援、ポストコロナを見据えた
女性デジタル人材の育成、女性の登用拡大等）

・官民連携
・地域連携
・政策連携

【交付上限】 各区別ごと

都道府県 800万円（注）

政令指定都市 500万円
市区町村 250万円
ただし、③は一律1125万円

注）推進計画未策定市町村への策定支援事業実施等の
条件付きで1,000万円とする。

【交付対象】
地方公共団体

① 活躍推進型

女性デジタル人材や管理職・役員の育成など女性の参画拡大を推進
デジタル分野のスキル向上、女性管理職・役員育成セミナー、起業支援、
就労や正規雇用化に向けたセミナー・研修、トップの意識改革、
一般事業主行動計画策定の後押し 等

② 寄り添い支援型
様々な課題・困難を抱える女性に寄り添い、意欲と希望に応じて、就

労までつなげていく支援

多様な課題・困難に対する寄り添った相談支援、自立支援や就業支援への連携
女性に特化した自立支援・意識向上プログラム 等

③ つながりサポート型 ※追加措置部分
孤独・孤立で不安を抱える女性が、社会との絆・つながりを回復することがで

きるよう、ＮＰＯ等の知見を活用（総事業に占める委託の割合が3/4以上）した相談支援
やその一環として行う生理用品の提供等のきめ細かい支援

ＮＰＯによるアウトリーチ型の相談、居場所の提供、生理用品の提供
ＮＰＯスタッフ、男女共同参画推進員、民生委員等、相談や支援を行う人材の養成 等

他の地域の
• 地方公共団体
• 地域経済団体

等

情報提供内閣府
地方公共団体
（関係団体と

連携） 交付

申請
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３ プラットフォームを核とした
新たな連携の推進



○就職氷河期世代等への支援に係る課題やニーズについ
ての認識を共有し、今後の支援策等について意見交換
することを通じ、官民が協働して就職氷河期世代等の
支援に関する社会の関心を高め、社会全体で取り組む
気運を醸成し、支援の実効性を高めるため、「就職氷
河期世代支援の推進に向けた全国プラットフォーム」
（当事者・支援団体、労使団体、地方三団体の代表、
有識者や関係閣僚を構成員とする会議体）を開催しま
す。

○様々な立場から就職氷河期世代の支援に携わる有識者
や団体に、取組、意見、支援の実態や課題等に関する
ヒアリングを実施します。

○「就職氷河期世代支援プログラム」（「骨太方針
2019」（令和元年６月21日閣議決定）において取りま
とめ）、「就職氷河期世代支援に関する行動計画
2020」（令和２年12月25日就職氷河期世代支援の推進
に関する関係府省会議決定）等に基づき、関係省庁と
連携して、就職氷河期世代の支援に向けた施策を推進
します。

就職氷河期世代支援の推進に向けた全国プラットフォーム等に必要な経費
（内閣官房就職氷河期世代支援推進室）

４年度概算要求額 ０．０３億円（３年度予算額 ０．０３億円）

事業イメージ・具体例

○就職氷河期世代支援に社会全体で取り組む気運を醸成
することで、就職氷河期世代の方々の活躍の場を更に
広げられることが期待されます。

○有識者や団体から、取組や意見を伺い、先進事例の横
展開や、支援のモメンタムの維持・強化を図ります。

期待される効果

事業概要・目的・必要性
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見学・
体験

就職支援コーディネーター（人材開発支援分）の設置

ポリテク

各省庁地方機関 都道府県、市町村

労働局
（事務局）

経済団体

業界団体

労働局

ハローワーク

就職支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ
（人材開発支援分）

職場体験・実習等希望者

職場体験・実習希望者の取りまとめ

○ ①地域ごとのプラットフォームにおいて、経済団体と連携して、希望者ごとのニーズに沿ったインターン（職場体験）の機会の開拓・確
保を図るとともに、②業界団体等に委託して、訓練と職場体験等を組み合わせ、正社員就職を支援する出口一体型の訓練を行うこととして
いる。

○ これらの取組を円滑に実施するため、地域の経済団体、就職氷河期世代の支援機関、求人者、求職者など関係者・当事者のニーズを踏ま
えた的確なインターン（職場体験）の機会をコーディネートする専門の者を、都道府県プラットフォームの事務局となる都道府県労働局に
新たに配置し、就職氷河期世代の方々をはじめとした正規雇用化等安定的な就労支援の強化を図る。

経済団体、業界団体 等

求人企業

職場体験・実習等受入希望企業

職場体験・実習等情報の取りまとめ～インターン（職場体
験）機会のコーディ

ネート（受入打診）～

送り出し
体験・
実習

①都道府県プラットフォームの取組

②出口一体型の訓練（短期資格等習得コース）の取組

労働局

ハローワーク

就職支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ
（人材開発支援分）

訓練受講者

業界団体等
※短期資格等習得コース受託者

傘下の求人企業等

職場見学・体験
送り出し

職場見学・体験等受入希望企業

正
社
員
等
安
定
就
職
・
安
定
就
労

金融機関

～業界団体等に対する
効果的な職場見学・

職場体験等の実施支援～

令和４年度要求額 492,660（812, 269）千円

PFを通じた周知

－42－



就職氷河期世代活躍支援都道府県プラットフォームを活用した支援

就職氷河期世代の方々の活躍の促進を図るためには、各地域においても、行政、経済団体、業界団体等
各界一体となっての取組を進めることが重要であることから、企業説明会等を通じた各種支援を実施。

都道府県ごとに設置する就職氷河期世代活躍支援プラットフォームの取組の一環として、各地域におい
て、都道府県をはじめとする各界の参画を得て企業説明会等を行い、就職氷河期世代の積極採用や正
社員化等の支援、行政支援策等の周知等に取り組むとともに、好事例の発信を行う。

事
業
内
容

令和４年度要求額 442,604（501,253)千円

委託

都道府県
プラットフォーム

（主に労働局が都道府県
の協力を得て事務局機

能を担う）

＜例＞
・就職氷河期世代合同企業説明会・面接会
・ハローワーク・サポステ等の特別

相談ブース
・就職氷河期世代を対象としたセミナー
・好事例の周知・広報 等

参加

不安定就労者、
保護者等

企業、業界団体

民間企業
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地域就職氷河期世代支援加速化交付金（令和４年度概算要求額 １６．３億円）

〇 就職氷河期世代支援は、地方公共団体において、当該地域における就職氷河期世代の方々の実態やニーズを踏まえ、

地域の経済団体、就労、福祉等の関係機関、当事者団体や支援団体等と連携しながら取組を進めることが重要。

〇 このため、先進的・積極的に就職氷河期世代への支援に取り組む地方公共団体等を強力に後押しするとともに、優良事例を横展開。

事業メニュー（交付金対象例）

〇地域における就職氷河期世代の実態調査、ニーズ把握、効果検証

〇伴走型支援の実施

・個別相談、研修、職場実習、合同企業説明会、就職後のフォローアップ等、

就職前後の一貫した支援を地域の創意工夫を活かして実施

〇就職氷河期世代のための総合的なオンライン相談窓口の開設

〇多様な働き方や社会参加の場の創出

・就労経験が少ない方、育児等により離職をした方と短時間業務（マイクロワーク）

を提供する企業とのマッチング

・ひきこもりがちの方に対する居場所の整備・提供 等

〇社会参加や就労に向けた活動のネックとなる経済的負担の軽減

・広域移動時の交通費の支給 等

〇他の国庫補助金等の対象となっている事業の充実・強化 等

・補助対象範囲を超えた相談員の配置や支援人材養成研修の開催

・地方公共団体等独自の事業について、就職氷河期世代支援のための拡充

・正規雇用化に向けた雇用関連助成金の上乗せ 等

事業概要

国

都道府県、 指定都市

市町村

プラットフォーム
計画・交付金計
画提出

交付

支援団体、企業等

就
職
氷
河
期
世
代
へ
の
支
援

3/4補助

支

援

事

業

実施

実施

実施

事業スキーム

事業の
とりまとめ
（市町村事業は
都道府県におい
てとりまとめ）

事業毎に、重要業績評価指標（KPI）を設定し、その達成状況
を事業年度ごとに効果検証、計画期間終了後に事後評価

プラットフォーム
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４ その他の取組



就職氷河期世代等に対する積極的な広報の実施

○ 就職氷河期世代には、これまで不安定な就労を繰り返しており、自己評価が低い傾向にあることや、安定就労に向けてスキ
ルアップや転職活動を行う時間的・経済的・心理的余裕がないことから、就労・正社員化に向けた具体的な行動を起こせず
にいる方々、そもそも、就労や正社員を目指すこと自体をあきらめている方々が一定数存在すると考えられる。

○ そこで、ご本人やそのご家族、関係者に対して、「安定就職・社会参加の途を社会全体で用意・応援しています。」ということ
を効果的に伝えるため、関係省庁・経済団体との連携、地域ごとのプラットフォームの活用などのあらゆるルートを通じた広報
を展開する必要がある。

令和４年度要求額 90,229（ 135,737 ）千円

集中プログラムの期間中実施（令和２年度から３年間）

不安定就労者
長期無業者

社会参加に向けた支援
を必要としている者

家族、関係者
事業所

様々なメディアを活用した広報
特設ＨＰ

就職氷河期
世代支援に関
する行動計画
２０２０に記載
の各施策

詳細を確認

就職氷河期世代に対する国の各種支援策について、インターネット広告、ＳＮＳ広告等のメディアを活用し、就職氷河
期世代本人やその家族等、それぞれの置かれている状況を踏まえ、様々なルートを通じた広報を実施する。

【活用メディアの例】
・ＳＮＳ広告 ・動画広告 ・インターネットバナー広告 ・専用ＨＰ ・ポスター ・リーフレット 等

事
業
内
容
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○ 都市部の人たちなどが一定期間地方に滞在し、働いて収入を得ながら、 地域住民との交流や学びの場など

を通じて地域での暮らしを体感していただくもの。

ふるさとワーキングホリデーの概要

これまでの実績（R3.3時点）

 地域の魅力を知ってほしい
 交流人口を増やし消費を拡大したい
 少しでも多く定住してほしい

地方自治体
ふるさとワーキングホリデー事業を
通じて、約3,500人が地域での暮ら
しを体験。

ふるさとワーキングホリデー

滞在中、地域住民との交流や学びの場として
地域の魅力・特色を活かした、その地域なら
ではのプログラムを参加者に提供。

参加者

 旅行では味わえない体験がしたい
 地域との交流を深めたい
 第二のふるさとが欲しい

地元農家や企業等の業務に従事し収入を
得ながら、地域との関わりを深める取組を
通じて地域での暮らしをまるごと体感。

※ ふるさとワーキングホリデーに要する経費について特別交付税措置
（対象経費の上限額 １団体あたり15,000千円＋5千円×全参加者の延べ滞在日数）

R４概算要求額 0.4億円

・専用のポータルサイトの運用
・SNS（Twitter、facebook）の運用
・インターネット広告の実施
・説明会の開催 等

広報支援（総務省） 企業向け説明会（ブロック単位）の開催

・地域企業の参加拡大と実施自治体増を図るため、企業
及び未実施自治体を対象にした説明会を開催。

⇒従前、一次産業や観光業等での受け入れが多かった
ため、幅広い業種の企業へ参加を呼びかけ。
⇒未実施自治体にも参加を呼びかけ、裾野拡大を図る。
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○制度概要：都市地域から過疎地域等の条件不利地域に住民票を異動し、生活の拠点を移した者を、地方公共団体が「地域おこし協力隊員」として委嘱。

隊員は、一定期間、地域に居住して、地域ブランドや地場産品の開発・販売・ＰＲ等の地域おこしの支援や、農林水産業への従事、住民の生活支援などの

「地域協力活動」を行いながら、その地域への定住・定着を図る取組。

○実施主体：地方公共団体
○活動期間：概ね１年以上３年以下

○地方財政措置：

◎地域おこし協力隊取組自治体に対し、概ね次に掲げる経費について、特別交付税措置

① 地域おこし協力隊員の活動に要する経費：隊員１人あたり4７0万円上限

(報償費等2７0万円〔※〕、その他の経費(活動旅費、作業道具等の消耗品費、関係者間の調整などに要する事務的な経費、定住に向けた研修等の経費など）200万円)

※ 隊員のスキルや地理的条件等を考慮した上で、最大320万円まで支給可能とするよう弾力化することとしている（隊員１人当たり470万円の上限は変更しない。）

② 地域おこし協力隊員等の起業・事業承継に要する経費：最終年次又は任期終了翌年の起業する者又は事業を引き継ぐ者１人あたり100万円上限

※ 令和３年度に限り、対象期間を最終年次又は任期終了２年以内へ延長

③ 地域おこし協力隊員の募集等に要する経費：１団体あたり200万円上限

④ 「おためし地域おこし協力隊」に要する経費 ：１団体あたり100万円上限

⑤ 「地域おこし協力隊インターン」に要する経費：１団体あたり100万円上限（プログラム作成等に要する経費）、１人・１日あたり 1.2万円上限（活動に要する経費）

⑥ 任期終了後の隊員が定住するための空き家の改修に要する経費：措置率０．５

◎都道府県が実施する地域おこし協力隊等を対象とする研修等に要する経費について、普通交付税措置（平成28年度から）

◎都道府県が実施する地域おこし協力隊員OB・OGを活用した現役隊員向けのサポート体制の整備に要する経費について、普通交付税措置（令和２年度から）

地域おこし協力隊導入の効果
～地域おこし協力隊・地域・地方公共団体の「三方よし」の取組～

地域おこし協力隊

地 域 地方公共団体

○自身の才能・能力を活かし
た活動

○理想とする暮らしや生き甲
斐発見

○斬新な視点
（ヨソモノ・ワカモノ）

○協力隊員の熱意と行動力が
地域に大きな刺激を与える

○行政ではできなかった
柔軟な地域おこし策

○住民が増えることによる
地域の活性化

任期終了後、約６割が同じ地域に定住
※R2.3末調査時点

隊員の約４割は女性
隊員の約７割が

20歳代と30歳代

地域おこし協力隊とは

隊員数、取組団体数の推移

地域おこし協力隊について

※総務省の「地域おこし協力隊推進要綱」に基づく隊員数
※平成26年度以降の隊員数は、名称を統一した「田舎で働き隊(農林水産省)」の隊員数（26年度：118人、27年度：174人、28年度：112人、

29年度：146人、30年度：171人、令和元年度：154人、令和２年度：96人）と合わせたもの。カッコ内は、特別交付税算定ベース。

⇒ 令和６年度に8,000人を目標
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事業スキーム

ローカル 1 0 , 0 0 0プロジェクト

民間事業者等の初期投資費用

支援対象

対象経費は、
・施設整備費
・機械装置費
・備品費

自己
資金等

公費による交付額 ※１

国 費

地域金融機関による融資等 ※２

・公費による交付額以上

・無担保（交付金事業による取得財産の担保権設定は除く。）・無保証

・ 地域資源を活かした持続可能な事業
・ 行政による地域課題への対応の代替となる事業
・ 高い新規性・モデル性がある事業

地方費

・原則 1/2
・条件不利地域かつ財政力の弱い市町村
の事業は 2/3, 3/4

・下記「重点支援」に該当する事業
は10/10

○ 産学金官の連携により、地域の資源と資金を活用して、雇用吸収力の大きい地域密着型事業の立ち上げを支援。

○ 「ローカル10,000プロジェクト」の更なる展開を図るため、引き続き、国の重要施策と連動した事業の重点支援を行う。

R４概算要求額 地域経済循環創造事業交付金
10.0億円の内数

※１ 上限2,500万円。融資額（又は出資額）が公費による交付額の１．５倍以上２倍未満の場合は、上限3,500万円。２倍以上の場合は、上限5,000万円
※２ 地域金融機関による融資の他に、地域活性化のためのファンド等による出資を受ける事業も対象

①脱炭素に資する地域再エネの活用に関連する事業【新規】
②生産性向上に資するデジタル技術の活用に関連する事業【継続】

等であって、全くの新規分野における事業の立ち上げであり、
新規性・モデル性の極めて高い事業については、国費10/10により支援

重点支援これまでの実績（４２３事業、３４３億円）

（事業数は交付決定数、金額は事業実績（見込み含む）（R２年度末時点））

・公費交付額 122億円

・融資額 169億円

・自己資金等 52億円
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（移住フェアの模様）

移住・交流情報ガーデン

○ 居住・就労・生活支援等に係る情報提供や相談についてワンストップで対応する窓口「移住・交流情報ガーデン」を開
設。

○ 地方自治体や関係省庁とも連携し、総合的な情報提供を実施。

○ 地方自治体等による移住相談会、フェア等の場として利用可能。

［所在地］ 東京都中央区京橋1-1-6 越前屋ビル
［アクセス］ＪＲ／東京駅（八重洲中央口）より徒歩4分

地下鉄／銀座線 京橋駅より徒歩5分
銀座線・東西線 都営浅草線 日本橋駅より徒歩5分

【③情報検索コーナー】

・情報サイトを利用して、自由に地方への移住・交流に関する情報を検索でき
るように、専用パソコンを設置。

【②イベント・セミナースペース、地域資料コーナー】
・各地方自治体が作成した移住・交流に関するパンフレットを配架。
・地方自治体等による移住相談会、フェア等の場として利用可能。

【①相談窓口コーナー（移住、就農、しごと）】
・地方への移住・交流に係る一般的な相談、問合せに相談員が対応。
・ しごと情報や就農支援情報などは、専門の相談員が対応。

※国の各府省とも連携
・厚生労働省（しごと情報） ・農林水産省（就農支援情報）

R４概算要求額：0.9億円

年度
来場者数

（人）
あっせん件数

（件）

イベント回
数

（回）

平成27年度 16,687 7,593 206

平成28年度 11,319 6,800 193

平成29年度 13,955 9,791 254

平成30年度 12,772 10,149 249

令和元年度 10,841 9,811 252

令和２年度 3,192 914 35

○移住・交流情報ガーデンの来場者数・あっせん件数等実績

※平成２７年度には、平成２７年３月２８～３１日分を含む。

［開館時間］（平日）11:00-21:00   （土日祝）11:00-18:00
［休館日］月曜（月曜が祝日の場合は翌営業日）、年末年始

アーディソン
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地域・企業共生型ビジネス導入・創業促進事業
令和4年度概算要求額10.2億円（5.6億円）

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

事業イメージ

地域経済産業グループ
地域産業基盤整備課
地域経済活性化戦略室
商務・サービスグループ
クールジャパン政策課
中小企業庁
創業・新事業促進課

事業目的・概要

 地域・社会課題が多様化・複雑化する中、地方公共団体による課題対応が困

難になっており、地域で持続的に課題解決を行うためには、ビジネスモデル創出

が必要です。このため、地域内外の中小企業等※が、地方公共団体等の地域

内の関係主体と連携しつつ、地域・社会課題解決と収益性との両立を目指す

取組（地域と企業の持続的共生）を支援します。また、コロナ禍で若者を中心

に地方生活の関心が高まっている中、若者人材に訴求できる仕事やキャリアを

地域ぐるみで提供する取組を支援します。

 また、地域で持続的に課題解決を行うためには、地方公共団体からの地域課

題の提示や地域内外の関係主体の連携体制の構築が重要です。このため地

方公共団体の課題のオープン化や企業とのマッチング等を行います。

 加えて、地域の課題に対応する新たなサービスを創出する担い手を育成するため、

若年層のうちから地域の社会課題をビジネスとして解決を図る「起業家教育」の

推進により、将来の地域経済の担い手の育成を支援します。

※中小企業等：創業者、中小企業、地域未来牽引企業、一般社団法人、一般財団法人、NPO法人等

成果目標

 本事業を通して、地域・社会課題をビジネス目線で解決するサービスモデルの

構築、収益性や地域課題解決の効果の検証とその自立化・展開を目指し、

課題解決事業の定着率を令和６年度に60％にすること等を目指します。

国

（１）補助（定額）

民間事業者等

（１）補助（２/３、１/２以内）

民間事業者等
（プロジェクト実証
事業者等）

（２）委託

• ベンチャー・中小企業等が、自らもしくは複数社で連携し、 複数地域（5
地域以上）で抽出して束ねられた課題解決・付加価値向上に資する取
組に必要な経費の一部を支援します。また他の企業との連携等により更な
る広域展開を行う場合は、支援を拡充します。
【補助率：２/３以内、補助対象者：中小企業等】

• 地域の共通課題である若者人材の流出防止・流入促進のため、民間事
業者等が複数の地域企業を束ね、業界団体、経営支援機関、自治体等
とも連携し、地域ぐるみで若者人材に向けた仕事やキャリアステップを作り、
求人・採用、人材育成、キャリア支援等を行う総合的な取組を支援しま
す。
【補助率：１/２以内、補助対象者：民間事業者等】

• 地方公共団体が解決を目指す地域・社会課題のオープン化を促すための
地方公共団体向けのセミナーを実施するとともに、一緒に解決を目指す創
業者、ベンチャー企業やデザイナー等とのマッチング機会等を作ります。

• 地域課題解決という身近なテーマで起業家教育に取り組む高等学校等に
対し、学校教員がリーチできない外部の起業家や産業界との接点を設ける
ことができる民間のコーディネーターによる授業のサポートや、教育現場への
起業家の派遣等を通じて、将来の地域経済の担い手を育成します。

（１）広域的課題解決、若者人材確保プロジェクト実証

（２）地域・社会課題の発掘、起業家教育の実施

イメージ例
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テレワーク普及展開推進事業

● 新型コロナウイルス感染症への対応方策として、多くの民間企業・団体がテレワークを経験した結果、マネ
ジメント・コミュニケーション・生産性低下といった課題が表面化したことを踏まえ、民間企業・団体による自発
的なテレワークを促進するため、テレワークの「質」にフォーカスし、テレワークの導入推進及び導入後の確実
な 「定着」に向けた施策を実施。

① テレワーク・ワンストップ・サポート

② テレワーク月間における普及啓発

テレワーク月間ロゴ

テレワーク先駆者
百選ロゴ

③ テレワーク先進事例の表彰

R４概算要求額：3.0億円
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テレワーク・サポートネットワーク
（全国の社労士会、商工会議所等）

テレワーク普及活動に必要となる
費用・ノウハウ等を支援

中小企業を支援する団体の
既存窓口

事務局
（全国機関）

 事務局は、窓口として登録された258団体

（商工会議所135 / 社会保険労務士会47 等）

と連携

 R2年度は、

セミナー299回

（現地開催106回 / オンライン193回）、

相談会135回

（現地開催47回 / オンライン88回）

の計434回実施し、のべ4,687名が参加

テレワーク・サポートネットワーク事業

 全国各地の中小企業等へのテレワーク普及促進のため、各地域における中小企業支援の担い手となる主体
と連携し、これら団体の既存の窓口を「テレワーク・サポートネットワーク」として設定。

⇒ これら窓口に、テレワークの導入について事業者を支援する機能を担っていただくとともに、
当該地域内において、テレワーク相談の相互連携ができるネットワーク機能を果たしていただくことを想定。

 サポートネットワークとして設定された窓口に対して、事務局となる全国機関(事業の受託者)を通じ、
テレワーク普及活動に必要となる費用・ノウハウ等を支援(チラシ・ポスター等の印刷やセミナー開催、
専門家派遣の費用の支援、コンテンツ提供など)。
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総
務
省

専門家

企
業
・
自
治
体
等

申請

無料で相談対応

事
務
局

■令和2年度相談件数：664件 [昨年度:235件] 

テレワークマネージャー相談事業

 テレワーク導入を検討する企業等に対し、
専門家が無料でテレワークの導入に関する
アドバイス（システム、セキュリティ等）を実施。

 これまでに実施した相談対応の結果を事例集として
取りまとめ、事業Webサイトで公表。

 新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、
テレワークの一層の導入の促進を図るため、
R2年度には以下の点について対応。

 テレワークマネージャーの増員
（R2年度当初：21名 → 109名）

 申請者とテレワークマネージャーの
マッチングの迅速化のためのシステム構築
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特に優れた取組である
経営面での成果、ICTの利活用、地方創生の取組等を総合的に判断

十分な利用実績がある
対象従業員が常時雇用する人の25％以上（小規模事業者※は50％以上）、
対象従業員の50%以上又は100人以上が実施、
実施者全体の平均実施日数が月平均4日以上 など

※ 中小企業基本法の定義（製造業その他：従業員20人以下、商業・サービス業：従業員 5人以下）による。

テレワークによる勤務制度が整っている
過去1年での労働関係法令等の重大な違反がない
テレワークが就業規則の本則もしくは個別の規程等に定められ、実際に行っている

百選以上にロゴを付与

テレワーク先駆者

テレワーク
先駆者百選

総務
大臣賞

テレワーク先駆者百選

 テレワークの導入・活用を進めている企業・団体を「テレワーク先駆者」として、
さらに十分な利用実績等が認められる場合に「テレワーク先駆者百選」として選定・公表。

 「テレワーク先駆者百選」のうち、特に優れた取組には総務大臣賞を授与。

年度 総務大臣賞
テレワーク先駆者百選

選定数

令和2年度 江崎グリコ(株) / (株)キャスター / チューリッヒ保険会社 / 富士通(株) / 八尾トーヨー住器(株) 60

令和元年度 アフラック生命保険(株) / シックス・アパート(株) / 明豊ファシリティワークス(株) / リコージャパン(株) 32

平成30年度 向洋電機土木(株) / 日本ユニシス(株) / フジ住宅(株) / 三井住友海上火災保険(株) / (株)WORK SMILE LABO 36

平成29年度 (株)NTTドコモ / (株)沖ワークウェル / 大同生命保険(株) / 日本マイクロソフト(株) / ネットワンシステムズ(株) 41

平成28年度 サイボウズ(株) / (株)ブイキューブ / 明治安田生命保険相互会社 / ヤフー(株) 42

平成27年度 ― 36 －54－



令和３年度 雇用型テレワークの導入・定着促進のための施策概要

 適正な労務管理下における良質なテレワークの導入・定着促進のため、テレワークガイドラインに沿った取組を企業に促すた

めのセミナー・表彰や、テレワークを新規に導入する中小企業事業主への助成等の事業を実施。

１．雇用型テレワークガイドラインの周知

テレワークガイドラインの周知広報

テレワークを適切に導入及び実施するにあたっての注意すべき
点について周知・啓発を実施。

テレワークモデル就業規則の作成

テレワークガイドラインに則したモデル就業規則を作成し、
各種セミナー等を通じて周知を行う。

２．企業等への相談対応、テレワーク導入費用の助成による支援

テレワーク相談センターの設置・運営

• テレワーク相談センターを設置し、企業等へのコンサルティングやテレワーク導入のアドバイス等、導入支援を実施。

• 働き方改革推進支援センターと連携し、地域の相談ニーズに対応。

※ 令和４年度は関係省庁と連携し、相談窓口をワンストップ化することで、企業にとってわかりやすく、寄り添った支援を実施。

国家戦略特別区域における導入支援

国家戦略特別区域内に相談窓口を設けるなどして、
自治体と連携した各種支援をワンストップで実施。

人材確保等支援助成金(テレワークコース)

良質なテレワークを新規導入し、労働者の人材確保や雇用管理
改善等の観点から効果をあげた中小企業事業主に対し、
テレワーク用通信機器の導入等に係る経費を助成。

３．適正な労務管理下でテレワークを導入・定着させている企業の事例紹介

企業向けセミナーの開催

総務省と連携し、労務管理上やセキュリティ上の留意点の解説
や、企業の導入事例を紹介するセミナーを開催。

厚生労働大臣表彰「輝くテレワーク賞」

総務省と連携し、先進企業等に対し表彰を行い、
その取組を企業向けのシンポジウム等を通じて幅広く周知。

令 和 ４ 年度要求額 1 , 9 3 8 , 6 3 2千円
（ 令 和 ３ 年 度 予 算 額 2 , 8 1 7 , 3 8 6 千 円 ）
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○国家公務員中途採用者選考試験（就職氷河期世代）の実施

・受験申込受付

・第１次選考

（１）基礎能力試験（多肢選択式）：公務員として必要な基礎的な能力（知

能及び知識）についての筆記試験

解答題数：40題

知能分野：20題（文章理解、課題処理、数的処理、資料解釈）

知識分野：20題（自然科学、人文科学、社会科学（時事を含む。））

解答時間：１時間30分

（２）作文試験：文章による表現力、課題に対する理解力などについての

筆記試験

・第１次選考通過者の決定

・合格発表

※第１次選考の内容は令和２年度試験の実施例

「安心と成長の未来を拓く総合経済対策」（令和元年１２月５日閣議決

定）、「就職氷河期世代支援に関する行動計画2019」（令和元年１２月２

３日就職氷河期世代支援の推進に関する関係府省会議決定）により、

就職氷河期世代に対し、令和２年度から令和４年度までの間、国家公務

員の中途採用について政府を挙げて集中的に取り組むこととされた。

これを実現するために、「就職氷河期世代に係る国家公務員中途採用

者選考試験（就職氷河期世代試験）の実施の依頼等について」（令和２

年２月26日人事管理運営協議会幹事会申合せ）により、人事院に対し、

就職氷河期世代に係る国家公務員中途採用者選考試験のうち能力実

証等の一部の統一的な実施要請が行われ、内閣官房就職氷河期世代

支援推進室長から人事院事務総長に対しても、同要請を踏まえた実施

の依頼があった。

この要請を踏まえ、人事院において、国家公務員中途採用者選考試

験（就職氷河期世代）の能力実証等の一部を実施する。

国家公務員中途採用者選考試験（就職氷河期世代）の実施（人 事 院）

令和４年度予算概算要求額 １７百万円（要望額含む）

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

就職氷河期世代支援の実現

（令和２年度から４年度の３年間の取組において、政府全体で毎年150名以上（３年

間で450名以上）採用することを目標としている。）

（「政府における就職氷河期世代の国家公務員中途採用の方針について」（令和２年５月27日人

事管理運営協議会幹事会申合せ）第２項）

期待される効果資金の流れ

国 国立大学法人等
会場借料等
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就職氷河期世代支援に関する
施策の実施状況

令和３年９月



内閣府の取組①

施策・事業名等 施策・事業の概要 これまでの取組状況 今後の取組

○子ども・若者総合相談センターの機能向上に向けた取組

子ども・若者総合相談セン
ター強化推進事業

１．地方公共団体が実施する「ポスト青
年期を過ぎようとしている者への対応に
関する講習」の開催を支援する。
２．子ども・若者総合相談センターの職
員等を対象とした会合（内閣府主催）に
おいて、ポスト青年期を過ぎようとして
いる者への対応に関する情報も含め、
同センターの機能向上に必要なノウハ
ウを共有する。
【0.3億円の内数】

■地方公共団体における講習：計８
回開催
■内閣府主催の会合：計１回開催

(参考)令和２年度目標：
開催回数：講習７回、会合１回

令和３年度も、地方公共団体に
おける講習を計７回、内閣府主
催の会合を１回、開催することを
目標とし、困難を有したままポス
ト青年期を過ぎようとしている者
が、本人の状態に応じた必要な
支援を引き続き受けられるよう
な取組を推進する。

○交付金による取組

「地域女性活躍推進交付
金」による支援

学び直しやキャリア形成の支援、企業
の取組の促進など、女性活躍の取組や、
様々な課題・困難を抱える女性に寄り
添いながら就労等につなげる支援等、
関係団体と連携して地域の実情に応じ
て地方自治体が行う取組を支援する。
【1.5億円の内数、1.5億円の内数(令和
２年度３次補正)及び13.5億円の内数
(令和２年度予備費)】

・地域の実情に応じた女性活躍等の
取組を支援するため、令和２年度事
業分として、131自治体に対し交付
（2.4億円の内数）。
＜具体的な取組事例＞
https://www.gender.go.jp/policy/chih
ou_renkei/kofukin/r01/jisshi_r01.html
・令和３年度事業分として、141自治
体に対し交付決定（3.2億円の内数）。

令和２年度予備費を活用し、こ
れまでの取組に加え、コロナ禍
で困難や不安を抱える女性に対
して、地方自治体が行う、NPOな
どの知見を活用して、きめの細
かい、寄り添った相談支援など
の取組について、拡充して実施
する。６月末までに82自治体に
対し交付決定（5.4億円の内数）。
予算範囲内で追加公募・交付決
定を予定。

※■は目標に対する実績（以下、同じ）

1

※【 】は、原則令和３年度予算額（以下、同じ）

https://www.gender.go.jp/policy/chihou_renkei/kofukin/r01/jisshi_r01.html


内閣府の取組②

施策・事業名等 施策・事業の概要 これまでの取組状況 今後の取組

地域就職氷河期世代支援
加速化交付金

就職氷河期世代の社会参加や就労に
向け、関係者と連携しながら先進的・積
極的に取り組む自治体等の支援を加速
化するとともに、優良事例を横展開する。
【30億円(令和２年度３次補正)】

・令和２年度事業分として、72自治体
100事業に対し10.7億円を交付決定。
約4,000人の方の就職が実現。
・各自治体の令和２年度事業の成果
報告等を踏まえて成果報告書を公表
し、横展開を図っている。
・令和３年度事業分として、７月まで
に98自治体134事業に対し16.5億円
を交付決定。

・令和３年７月１日より、令和３年
度追加交付申請の公募を開始。
・引き続き各自治体の成果報告
等を踏まえて好事例集を作成し、
横展開を図る。
・市区町村における交付金活用
促進に向け、都道府県プラット
フォーム等を通じて、積極的に
広報活動を行う。
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厚生労働省の取組①

施策･事業名等 施策・事業の概要 これまでの取組状況 今後の取組

○相談、教育訓練から就職、定着まで切れ目のない支援

ハローワークにおける専門
窓口の設置、専門担当者の
チーム制による就職相談、
職業紹介、職場定着までの
一貫した伴走型支援

全国の主要なハローワークに専門
窓口を設置して、就職から職場定
着まで一貫した支援を実施する。
【16.6億円及び0.5億円(令和２年度
３次補正)】

・令和３年４月１日時点の就職氷河期世代専
門窓口数：全国92箇所
・令和２年４月～令和３年６月末時点の
①就職氷河期世代の限定求人：新規求人数
12,038人
②就職氷河期世代の歓迎求人：新規求人数
77,006人
■令和２年４月～令和３年６月末時点（速報
値）の、ハローワークの職業紹介で正社員に
結びついた就職氷河期世代の不安定就労
者・無業者の件数：120,370件
令和２年度実績：91,982件

（参考）令和２年度目標：82,452件

ウェブ会議システムの試
行的導入の推進や支援
を行う職員等が円滑に
オンラインによる相談対
応に習熟できるよう取り
組み、引き続き伴走型
支援を実施する。また、
令和４年度概算要求に
おいて、事業所が多く立
地する地域のハロー
ワークにおける求人開
拓等の取組の集中的な
実施のための予算を盛
り込んでいる。

就職氷河期世代の方向け
の「短期資格等習得コース」

就職氷河期世代の方向けに創設し
た「短期資格等習得コース」におい
て、業界団体等に委託し、訓練と職
場体験等を組み合わせ、正社員就
職を支援する出口一体型の訓練を
行う。【27.5億円】

全国11の業界団体等において、短期間での
資格取得・正社員就職の支援を実施。
（初年度（令和２年度）は、訓練カリキュラムの
策定や訓練施設の確保等が必要であり、10
月から訓練を開始。）
■令和２年度の訓練開始者数：1,101人
・令和３年３月末までの訓練修了者の就職
率：29.9％（238人/796人）

(参考)令和２年度目標：訓練開始者数
2,000人

・今年度は、４月から訓
練生募集を開始しており、
訓練開始者数4,000名の
目標を達成すべく推進し
ていく。
・あわせて、引き続き業
界団体ＨＰ等での周知
やハローワークにパンフ
レットを置くなど、積極的
な広報周知を行う。
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厚生労働省の取組②

施策･事業名等 施策・事業の概要 これまでの取組状況 今後の取組

「出口一体型」のプログラム
や民間ノウハウを活用した
教育訓練・職場実習の職業
訓練受講給付金の給付対
象化

就職氷河期世代の方向けの「短期
資格等習得コース」及び民間事業
者のノウハウを活かした不安定就
労者の就職支援における訓練等を
職業訓練受講給付金の給付対象と
する。【102.7億円の内数】

・令和２年４月～令和３年６月末時点の就職
氷河期世代の職業訓練受講給付金の初回受
給者数：173人
令和２年度実績：150人
※給付金の支給決定を初めて受けた人数

・職業訓練受講給付金の収入要件と出席要
件を緩和する特例措置の導入(収入要件を
「月８万円以下」からシフト制で働く方等は「月
12万円以下」に引き上げ、出席要件について、
働きながら訓練を受ける場合、勤務日を「や
むを得ない欠席」とする。令和３年９月末まで
の特例措置の期限を、令和４年３月末までに
延長予定。

両事業については、ハ
ローワークを経由せず、
直接受託者に応募可能
としている状況を鑑み、
受託者を通じて制度リー
フレットを手交し、受給
要件を満たす者をハ
ローワークに誘導するよ
う努める。
また、就職氷河期世代
の方々が訓練等を安心
して受講できるよう、引
き続き、労働局・ハロー
ワークにおいても、関係
機関等と連携して制度
の周知を着実に行う。

求職者支援訓練 主に雇用保険を受給できない求職
者に対して、訓練を受講する機会
の提供等を行うことにより早期の安
定就職を支援する。【114.9億円の
内数】

令和２年３月に訓練期間の下限３ヶ月を２ヶ月
に緩和等を実施(なお、新型コロナウイルス感
染症の影響を踏まえ、訓練期間や訓練時間
の更なる柔軟化を実施)。
■令和２年11月末までに終了したコース（訓
練修了３ヶ月後時点）の雇用保険適用就職
率：（基礎コース：51.3％（1,472人/2,869人）、
実践コース：59.0％（5,107人/8,650人））

(参考)令和２年度目標：
(基礎コース：58％、実践コース：63％)

引き続き、短期間・短時
間の就職に役立つ訓練
コースの設定を促進す
る。
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厚生労働省の取組③

施策･事業名等 施策・事業の概要 これまでの取組状況 今後の取組

トライアル雇用助成金 職業経験の不足などから、安定
した職業に就くことが困難な求職
者について、常用雇用への移行
を目的に一定期間（原則３か月）
試行雇用する事業主に対して助
成を行う。【13.1億円の内数】

就職氷河期世代の試行雇用終了者数
令和２年４月～令和３年６月時点：1,379人、うち
常用雇用移行者数974人（速報値）
令和２年度：1,128人、うち常用雇用移行者数799
人
■令和２年４月～令和３年６月時点（速報値）の
就職氷河期世代の常用雇用移行率：70.6％
令和２年度実績：70.8％

（参考）令和２年度目標：74.7％

求人受理や求人開拓等
様々な機会を捉え、積極
的に企業等に対する周知
広報に取り組む。

特定求職者雇用開発助成
金（就職氷河期世代安定
雇用実現コース）

正社員経験が無い又は少なく、
キャリア形成の機会がなかった
こと等から正社員としての就職
が困難な者（失業中ではない非
正規雇用労働者も対象）を雇い
入れた事業主に対して助成を行
う。【14.3億円】

令和２年４月～令和３年６月時点(速報値)の就
職氷河期世代の雇入登録者数：5,594人
令和２年度実績：3,547人
■令和２年度の本助成金支給対象者の事業主
都合離職割合（0％）＜助成金の支給対象でない
雇用保険被保険者の事業主都合離職割合
（0.8％）

(参考)令和２年度目標：本助成金支給対象者
の事業主都合離職割合が、助成金の支給対象
でない雇用保険被保険者の事業主都合離職割
合以下

求人受理や求人開拓等
様々な機会を捉え、積極
的に企業等に対する周知
広報に取り組む。
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厚生労働省の取組④

施策･事業名等 施策・事業の概要 これまでの取組状況 今後の取組

人材開発支援助成金(特
別育成訓練コース）

正規雇用労働者に転換等をする
目的で、有期契約労働者等に対
して訓練を実施した事業主に対
して訓練経費や賃金の一部等を
助成する。【107.1億円の内数】

令和２年２月に人材開発支援助成金の訓練期
間の下限について要件緩和を実施（有期実習型
訓練の訓練期間要件を「３か月以上６か月以下」
を「２か月以上６か月以下」に改正済み）。
■令和２年度実績：
①有期実習型訓練終了後に正規雇用労働者等
（正規雇用労働者及び多様な正社員）となった者
の割合75.8％
②本コースにより、有期契約労働者等の正規雇
用労働者等への転換または処遇の改善が図ら
れたとする事業主の割合97％

(参考)令和２年度目標：①77％以上 ②90％
以上

Off-JT訓練のみを助成対
象とする一般職業訓練に
ついて、業種転換後に従
事する予定の職務に関す
る訓練も助成対象に追加
したところであり、引き続き、
人材開発支援助成金（特
別育成訓練コース）により、
有期契約労働者等に訓練
を実施した事業主に対し
て、訓練経費等の一部を
助成する。

キャリアアップ助成金（正
社員化コース）

有期雇用労働者等を正規雇用
労働者等に転換又は直接雇用し
た事業主に対して助成する。
【658億円の内数】

令和２年度の正規雇用労働者等へ転換した労
働者数：［就職氷河期世代］34,807人
■令和２年度の正規雇用労働者等へ転換した
労働者数：［全年齢］100,203人

(参考)令和２年度目標：[全年齢]112,000人

新型コロナウイルス感染
症の影響による離職者に
ついて、紹介予定派遣を
通じた正社員化に取り組
む派遣先事業主への助成
対象を拡充したところであ
り、引き続き経済団体や事
業所への個別訪問や労働
局主催の企業向けセミ
ナー等様々な機会を捉え、
積極的に周知広報に取り
組む。

民間事業者のノウハウを
活かした不安定就労者の
就職支援

特に不安定な就労状態にある方
の多い地域において、成果連動
型の民間委託による就職支援を
行う。【28.9億円】

令和２年４月～令和３年５月時点（速報値）の受
講開始者数：1,441人

(参考)令和２年度目標：支援対象者の期間の
定めのない雇用での就職率60％以上

就職支援の期間を３カ月
から６カ月に長くする業内
容の見直しを実施し、引き
続き安定就労に向けた支
援を実施していく。 6



厚生労働省の取組⑤

施策･事業名等 施策・事業の概要 これまでの取組状況 今後の取組

○個々人の状況に合わせた、より丁寧な寄り添い支援

アウトリーチ等の充実による
自立相談支援の機能強化

自立相談支援機関の窓口にアウト
リーチ支援員を配置し、ひきこもり地
域支援センターやサポステ等とプラッ
トフォームを形成するとともに、同行相
談や、信頼関係の構築といった本人
に対するアウトリーチ支援等を実施す
る。【31.7億円】

令和２年度のアウトリーチ支援員配置自治
体数：83自治体

(参考)令和２年度目標：ひきこもり状態
にある者など生活困窮者に対する早期の
支援実施や自立支援・就労支援の強化を
図る。

福祉事務所設置自治体
へのアウトリーチ支援員
の配置を促進し、自立支
援等の強化を進める。

ひきこもり支援に関する地
域社会に向けた普及啓発と
情報発信の実施

地域社会に対してひきこもり支援に関
する普及啓発を行い、ひきこもりへの
理解促進を図るとともに、支援に関す
る情報発信を行い、ひきこもり当事者
や家族が孤立せず、相談しやすい環
境づくりを促進する。【1.5億円】

ひきこもり当事者や家族向けに、支援機関
を通じて社会とのつながりを回復した事例
集を作成。

・ひきこもりに関する全
国シンポジウムを開催す
る。
・支援に関する情報を提
供するポータルサイトを
構築する。

若者等職業的自立支援推
進事業（サポステ）

学校など関係機関との連携による、若
年無業者等に対する切れ目のない就
労支援の推進に加え、就職氷河期世
代の無業者の支援のため対象年齢を
拡大し、40歳代の無業者に対する相
談体制の整備、把握・働きかけのため
の福祉機関等へのアウトリーチ展開、
全国一元的な案内・相談を実施する。
また、就職氷河期世代の方々の着実
な就職等の実現を強力に支援するた
め、対象者の個別ニーズに対応した
支援メニューを複数年度に跨がって一
体的に提供するとともに、オンラインに
よる相談支援を促進する。【51.7億円】

・令和２年度から全国177カ所の地域若者
サポートステーション（サポステ）において、
支援対象者を49歳までに拡大し、就職氷河
期世代の無業者向け相談体制を整備。
・新型コロナウイルス感染症の状況も踏ま
えつつ、福祉機関等へのアウトリーチを行う
など、40歳代の無業者に対するサポステ利
用の働きかけを実施。
・サポステにおけるオンライン支援を推進す
るとともに、オンライン活用のためのガイド
ラインを作成。

(参考)令和２年度目標：本人の希望に応
じて、就職活動へ踏み出すための支援を
行い、就労等の職業的自立につなげる。

・令和３年度から、全て
のサポステにおいて、複
数年（２カ年）契約を締結
し、就職氷河期世代の
方々に対する就職支援
を着実に実施する。
・サポステ事業全体にお
けるオンライン支援の水
準を向上させるため、サ
ポステに対するガイドラ
インを踏まえた研修を実
施する。
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厚生労働省の取組⑥

施策･事業名等 施策・事業の概要 これまでの取組状況 今後の取組

ひきこもり地域支援センター
と自立相談支援機関の連携
強化

より専門性の高い相談支援体制を構
築するため、多職種から構成される
チームをひきこもり地域支援センター
に設置して、自立相談支援機関に対
する専門的なアドバイスや自立相談
支援機関と連携した当事者への直接
支援を行う。【11.5億円】

・ひきこもり地域支援センター設置運営事業
の国庫補助基準額に多職種チームを設置
する場合の加算を創設。
・令和２年度の多職種チーム設置自治体
数：17自治体

(参考)令和２年度目標：ひきこもり状態
にある方の社会参加を促進する。

先行実施例を周知し、ひ
きこもり地域支援セン
ターへの多職種チーム
の設置を促進する。

当事者個々に適したひきこ
もり支援の充実

市区町村のひきこもりサポート事業に
おいて、当事者個々の状況に適した
居場所づくり等の取組を促進し、当事
者やその家族への支援を充実する。
【11.5億円（再掲）】

・市区町村におけるひきこもりサポート事業
の国庫補助基準額を引き上げ。
・令和２年度のひきこもりサポート事業実施
自治体数：123市区町村

(参考)令和２年度目標：ひきこもり状態
にある方の社会参加を促進する。

先行実施例を周知し、市
区町村における居場所
づくり等の取組を促進す
る。

ひきこもり当事者（ピアサ
ポーター）等によるＳＮＳ・電
話等による支援の充実

ＳＮＳや電話等によるオンラインでの
居場所の実施やカウンセリング相談
などリモートでのひきこもり当事者（ピ
アサポーター）等による支援を充実す
る。【140.0億円の内数(令和２年度３
次補正)】

令和２年度第３次補正予算において、事業
に必要な予算を確保するとともに自治体へ
事業の内容を周知。

先行実施例を周知し、自
治体に対して事業の実
施を促す。

ひきこもり支援に携わる人
材の養成研修

生活困窮者自立支援制度人材養成
研修においてテーマ別研修を設定し、
ひきこもり状態にある者やその家族へ
の支援手法に係る研修等を実施する。
【1.2億円】

令和２年度は、ひきこもり支援に携わる人
材等の養成研修の推進として、オンデマン
ド配信による講義を開催し、462名が受講。

(参考)令和２年度目標：生活困窮者自立
支援制度の従事者の資質向上を図る。

・自立相談支援機関の
支援員向けに支援手法
に関する研修等を実施
予定。
・全国で同一水準の研
修機会を確保するため、
e-learning教材や映像教
材を作成する。
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厚生労働省の取組⑦

施策･事業名等 施策・事業の概要 これまでの取組状況 今後の取組

8050等の複合的な課題を抱
える世帯への包括的な支援
の推進、居場所を含む多様
な地域活動の促進(地域共
生社会の実現に向けた取
組)

市町村において、地域住民の複雑化・
複合化した支援ニーズに対応する包
括的な支援体制を構築するため、属
性を問わない相談支援、多様な参加
支援の推進、地域づくりに向けた支援
を一体的に行う重層的支援体制整備
事業などを実施する。【608.6億円の内
数】

・市町村における地域住民の複雑化・複合
化した支援ニーズに対応する包括的な支
援体制の構築を推進。
・令和２年度のモデル事業実施数：279自治
体

(参考)令和２年度目標：市町村における
地域住民の複合化・複雑化した支援ニー
ズに対応する包括的な相談支援体制の構
築を推進する。

市町村における地域住
民の複雑化・複合化した
支援ニーズに対応する
包括的な支援体制の構
築については、重層的
支援体制整備事業等の
実施によりさらに推進す
る。

地域における就労体験・就
労訓練先の開拓・マッチン
グ

・ひきこもり等就労に向けた一定の準
備が必要な方等の状態像に合わせ、
都道府県による広域での就労体験・
就労訓練先の丁寧な開拓・マッチング
等を推進する。【3.3億円】
・自立相談支援機関や福祉事務所へ
の相談増加が著しい指定都市、中核
市において、社会福祉法人、社会貢
献に尽力している企業及び人手不足
が深刻で社会的必要性が高い運送業、
宅配、食品スーパー等を中心に就労
体験・就労訓練先等の開拓・マッチン
グを行う。【140.0億円の内数(令和２年
度３次補正)】

令和２年度は、市町村の枠を超えた広域で
の企業情報の共有や就労体験先への同行
支援等マッチングを13都府県で実施。

(参考)令和２年度目標：ひきこもり状態
にある者など生活困窮者に対する早期の
支援実施や自立支援・就労支援の強化を
図る。

都道府県による就労体
験・就労訓練先の積極
的な開拓・マッチング等
を推進するとともに、指
定都市、中核市におい
て、人手不足が深刻で
社会的必要性が高い運
送業等を中心に就労体
験・就労訓練先等の開
拓・マッチングを実施予
定。
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厚生労働省の取組⑧

施策･事業名等 施策・事業の概要 これまでの取組状況 今後の取組

就労準備支援事業等の広
域的実施による実施体制の
整備促進

市同士の連携や都道府県の関与によ
る広域実施の取組例を参考としたモ
デル実施を通じて、就労準備支援事
業等の実施体制の整備を促進する。
【5.8億円】

令和２年度は、就労準備支援事業等の任
意事業の実施率を高めるため、市同士の
連携や都道府県の関与による広域実施に
ついて実施自治体の取組例を参考として、
モデル事業を２ヶ所で実施し、任意事業の
実施を推進。

(参考)令和２年度目標：ひきこもり状態
にある者など生活困窮者に対する早期の
支援実施や自立支援・就労支援の強化を
図る。

市同士の連携や都道府
県の関与による広域実
施について、実施自治
体の取組例を参考として、
昨年度の２ヶ所から拡大
し、30ヶ所程度でモデル
的に実施する。

農業分野等との連携強化モ
デル事業

農業分野等との連携強化モデル事業
を実施し、農業体験等の受け入れ可
能な事業者の情報を都道府県単位で
集約し、自立相談支援機関への提
供・利用希望者とのマッチングを行う。
【1.0億円】

・令和２年度は、農業分野等との連携を図
り、県内のマッチング体制構築及び都道府
県を越えたマッチングを推進し、モデル事業
を２ヶ所で実施。

(参考)令和２年度目標：モデル事業を通
じて、中長期的に現場実践における農福
連携を推進し、生活困窮者支援における
就労支援の拡充を図る。

農業分野等とのマッチン
グ支援事業を、昨年度
の２ヶ所から拡大し、全
国５ヶ所程度でモデル的
に実施予定。

技能修得期間における生活
福祉資金貸付の推進

技能修得に向けた訓練期間中の生計
を維持するための貸付を行う。【2.2億
円】

令和２年度は、技能修得期間における生活
福祉資金貸付を47都道府県社会福祉協議
会で実施。

(参考)令和２年度目標：就職氷河期世代
等低所得者の国家資格等の取得による自
立を推進する。

引き続き、訓練期間中
の生計維持のための貸
付を実施していく。
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厚生労働省の取組⑨

施策･事業名等 施策・事業の概要 これまでの取組状況 今後の取組

○プラットフォームを核とした新たな連携の推進等

就職氷河期世代活躍支援
都道府県プラットフォームを
活用した支援

都道府県プラットフォームの取組の一
環として、各地域において、行政、経
済団体等各界一体となって、就職氷
河期世代の積極採用、正社員化等の
気運醸成、支援策の周知等に取り組
むほか、新たに雇入れ等に係る好事
例の収集・発信を実施する。また、上
記取組を円滑に実施するためのコー
ディネーターを都道府県プラットフォー
ムの事務局となる都道府県労働局に
配置する。【5.0億円】

・令和２年10月19日に都道府県プラッ
トフォームを全ての都道府県で設置
・令和２年12月24日に各プラット
フォームの事業計画についても全都
道府県で策定。
・令和２年度にコーディネーターを全
ての都道府県労働局に配置(全体で
104人)。

各都道府県プラットフォームに
おいて、新型コロナウイルス感
染症の状況に留意しつつ、事
業計画の進捗管理や気運醸
成に努めるとともに、新たな雇
入れ等に係る好事例の収集等
を実施する。

都道府県による市町村プ
ラットフォーム設置・運営の
支援

都道府県が管内市区町村における
「市町村プラットフォーム」の設置・運
営に向けた支援を目的として出張相
談や研修会等を実施し、市町村プラッ
トフォームの設置・運営を促進する。
【140.0億円の内数(令和２年度３次補
正)】

・令和２年10月に自治体あてに通知
を発出し、市町村プラットフォームの
設置・運営を改めて要請。
・令和２年度第３次補正予算において、
事業に必要な予算を確保するととも
に、都道府県へ事業内容を周知。
・令和３年３月末時点の市町村プラッ
トフォーム設置自治体数：589市区町
村

・先行実施例を周知し、都道府
県に対して事業の実施を促す。
・都道府県の支援等により、全
ての市区町村において原則令
和３年度内の「市町村プラット
フォーム」の設置・運営を目指
す。

就職氷河期世代等に対する
積極的な広報の実施

就職氷河期世代に対する国の各種支
援策について、ＳＮＳ広告、動画広告、
インターネット広告等のメディアを活用
し、就職氷河期世代本人やその保護
者等、それぞれの置かれている状況
を踏まえ、様々なルートを通じた広報
を実施する。【1.4億円】

厚生労働省のホームページに特設サ
イトを設けたほか、ＳＮＳ広告、動画
広告、インターネット広告等のメディア
を活用した広報を実施。

引き続き、就職氷河期世代に
対する国の各種支援策につい
て、ＳＮＳ広告、動画広告、イ
ンターネット広告等のメディア
を活用し、就職氷河期世代本
人やその保護者等に対し、そ
れぞれの置かれている状況を
踏まえ、様々なルートを通じた
広報を実施する。 11



総務省の取組①

施策・事業名等 施策・事業の概要 これまでの取組状況 今後の取組

ふるさとワーキングホリデー 都市部の人たちなどが一定期間地方
に滞在し、働いて収入を得ながら、地
域住民との交流や学びの場などを通
じて地域での暮らしを体感する「ふる
さとワーキングホリデー」を推進する
ため、説明会や総合広報を実施する。
【0.3億円の内数】

説明会やSNS等による広報の実施に
より、令和２年度は30代が15人、40
代が10人参加するなど、将来的な移
住や地方での雇用機会を創出した。

説明会やSNS等による広報を推
進していくほか、更なる展開を図
るため、様々な業種の企業に参
加を呼びかける企業向け説明
会を開催する。

地域おこし協力隊 地域おこし協力隊の更なる拡充のた
め、全国サミットの開催等により広く
制度の周知を行うとともに、隊員・自
治体担当職員双方への研修等により、
隊員の円滑な活動を支援する。【1.5
億円の内数】

・令和２年度の地域おこし協力隊の
隊員数
（令和２年度特交ベース）：5,464名
・就職氷河期世代に対象を限定して
いない施策であるが、全体の隊員数
に占める同世代の実績は以下のとお
り。
・35～39歳：833人（15.2％）
・40～44歳：694人（12.7％）
・45～49歳：422人（ 7.7％）

今年度も隊員向けの各種研修
を実施するとともに、任期終了
後も見据えた支援を実施する。

ローカル10,000プロジェクト 産学金官の連携により、地域の資源
と資金を活用して、雇用吸収力の大
きい地域密着型事業の立ち上げを支
援する。【7.0億円の内数】

令和２年度において、15自治体15事
業に対して2.5億円交付決定し、地域
の雇用創出を促進した。

更なる展開を図るため、引き続
き、国の重要施策と連動した事
業（生産性向上に資するデジタ
ル技術の活用や脱炭素に資す
る地域再エネの活用）を重点支
援する。
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総務省の取組②

施策・事業名等 施策・事業の概要 これまでの取組状況 今後の取組

移住・交流情報ガーデン 移住・交流情報ガーデンにおい
て、地方への移住、地域おこし協
力隊への参加等に関する相談に
対応するとともに、地域と多様に
関わる者への情報提供を行う。
【0.9億円の内数】

令和２年度移住・交流情報ガーデンの実績
・来場者数：3,192人
■あっせん件数：914件
・イベント回数：35回

(参考)令和６年度目標：
地方公共団体へのあっせん件数：年間11,000
件
※就職氷河期世代に限った目標ではない

利用者のニーズに応じて、
地方公共団体の窓口につ
なぐほか、関係省庁と連携
し、しごと情報や就農支援
状況を提供するなど、総合
的な移住・交流の場として、
情報提供を実施。

テレワーク普及展開推進
事業

ICTを利用し、時間や場所を有効
に活用できるテレワークは、働き
方改革の観点に加え、新型コロ
ナウイルス感染症対策としても有
効な手段であることから、テレ
ワークの更なる推進及び全国的
な定着に向け、普及啓発及び導
入支援を実施。【2.6億円の内数】

・テレワークの全国的な普及を促進するため、専
門家による相談対応や地域や中小企業等での
導入促進に向けた「テレワーク・サポートネット
ワーク」による各地域でのセミナー・相談会を実
施するほか、「テレワーク・デイズ」による普及啓
発、先進的なテレワーク事例の表彰等により周
知広報を図った。
■テレワーク導入企業率47.5％（総務省「令和２
年通信利用動向調査」（令和３年６月18日）公表）
※調査時点：令和２年８月末
・テレワークサポートネットワークセミナー等実績
（R2年度）
セミナー299回、相談会135回
のべ4,687名が参加
・テレワークマネージャー相談事業実績（R2年
度）
相談件数：664件

(参考)令和２年度目標：
令和２年(2020年)には、テレワーク導入企業
を平成24年度(11.5%)比で３倍

テレワークの全国的な導
入・定着を促進するため、
良質なテレワークの普及に
向けて専門家による相談対
応や地域や中小企業等で
の導入促進に向けた「テレ
ワーク・サポートネットワー
ク」による各地域でのセミ
ナー・相談会を実施するほ
か、「テレワーク・月間」によ
る普及啓発、先進的なテレ
ワーク事例の表彰等により
周知広報を図る。
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文部科学省の取組①

施策・事業名等 施策・事業の概要 これまでの取組状況 今後の取組

〇キャリアアップ・就職に向けたリカレント教育

就職氷河期世代を対象と
した教職に関するリカレン
ト教育プログラム事業

教員免許を取得したものの、一度も
教師としての勤務経験が無い社会
人等のうち就職氷河期世代を対象
にした、教職への転職、学校教育へ
の参画に必要な知識・技能等を身に
付けることができる講習を実施する。
【0.7億円の内数】

全国８大学においてプログラムを開発・
実施。
■開発講座数：72講座
■令和３年度の教員採用に向け、289人
がプログラムを受講。

(参考)令和２年度目標：
・開設講座数(10講座程度)
・当該講座の受講者数

令和３年度においても、引き続
き大学におけるプログラムの開
発・実施を支援する。また、令和
３年度の教員採用試験の結果も
踏まえ大学におけるプログラム
の改善を図る。
(参考)令和３年度目標
・開設講座数(10講座程度)
・当該講座の受講者数(令和３
年度500名程度)

就職・転職支援のための
大学リカレント教育推進
事業

非正規雇用労働者・失業者等への
支援として、大学等において即効性
があり質の高い教育プログラムを提
供することを通じて円滑な就職・転職
を促進する。【12.8億円の内数(令和
２年度３次補正)】

22都道府県40大学63プログラムを採択
し順次プログラムを開始（プログラム期
間は２～６か月程度）。

「マナパス」において特設ページ
を設け本事業についての周知を
行うとともに、各プログラムの受
講状況、就職・転職といった実
績についても把握を行う。

放送大学の充実 オンライン配信による授業科目・公
開講座コンテンツ（数理・データサイ
エンス・AI）や、関係機関等と連携し
た短期リカレント講座コンテンツを制
作・提供する。【73.9億円の内数】

数理・データサイエンス教育強化拠点コ
ンソーシアムと連携し、オンライン配信
による数理・データサイエンス・AI人材育
成に関するリテラシーレベルの公開講
座を開講するとともに、応用基礎レベル
の講座を制作しているところ。
■作成した放送授業の科目数：40科目
（５講座）
■当該講座の受講者数：541人

(参考)令和２年度目標：
・放送授業の科目数(６科目程度)
・当該講座の受講者数

数理・データサイエンス・AI人材
育成に関するリテラシーレベル・
応用基礎レベルの講座を令和４
年度より開講するとともに、エキ
スパートレベル等の講座を制作
予定。
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文部科学省の取組②

施策・事業名等 施策・事業の概要 これまでの取組状況 今後の取組

社会人の学びの情報アクセ
ス改善に向けた実践研究

大学等におけるリカレント講座の情報
や支援情報等を総合的に発信する
ポータルサイトについての更なる整備
の推進する。【0.2億円の内数】

■ポータルサイトに掲載している社
会人プログラムの講座数：5,248件
（令和２年度末時点）
就職氷河期世代のアクセス数：
18,002件（令和２年度）

(参考)令和２年度目標：
ポータルサイトに掲載している大
学・専修学校における社会人プロ
グラムの講座数(3,000件)

・氷河期世代を主な対象とした
講座情報について検索を可能と
することや、氷河期世代に特化
した学びの特集ページを公開す
ることを通じて、氷河期世代の
学びの後押しをする。また、就
職・転職支援のための大学リカ
レント教育推進事業のプログラ
ムについても特設ページを設け
周知を行う。

大学等におけるリカレント講
座の持続可能な運営モデル
の構築

大学等におけるリカレント講座の持続
可能な運営モデルの構築及び全国
展開する。【0.2億円の内数】

大学等におけるリカレント講座の持
続可能な運営モデルの構築に向け
て大学・企業等に調査を行い取りま
とめた。

(参考)令和２年度目標：
モデル構築により大学における社
会人受講者数の割合を増加する

・大学・企業等に対する調査で
得た情報をマナパス上で効果的
に発信する（就職氷河期世代向
けの講座を提供している大学の
情報等）。
・運営モデルの構築に向けて令
和３年度は３大学程度で実証研
究を実施。

専修学校リカレント教育総
合推進プロジェクト

専修学校と行政、企業が連携し、就
職氷河期世代の非正規雇用者等の
キャリアアップを目的とした学び直し
合同講座を開発・実証する。【2.7億円
の内数】

専修学校における就職氷河期世代
の非正規雇用者等のキャリアアップ
を目的とした学び直し合同講座のモ
デルプログラムの開発に向け、７箇
所に委託。

(参考)令和２年度目標：
・就職氷河期世代の非正規雇用者
等のキャリアアップを目的とした
学び直し合同講座のモデルプログ
ラムを17箇所構築する
・合同講座の受講者数

引き続き、モデルプログラムの
開発に向け委託先において実
証研究を実施し、その取組等に
ついて普及・展開を図る。
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文部科学省の取組③

施策・事業名等 施策・事業の概要 これまでの取組状況 今後の取組

女性の多様なチャレンジに
寄り添う学びと社会参画支
援事業

関係機関との連携により、キャリア
アップ・キャリアチェンジに向けた学び
直しやキャリア形成等を支援し、女性
の社会参画を促進する。【0.2億円の
内数】

令和２年度においては、女性の多様
なチャレンジを総合的に支援するモ
デルプログラムを構築した。
■構築したモデルプログラム：４箇所
■モデルプログラム受講者のうち、
就職氷河期世代の受講者は22名
令和３年度については、３月中旬に
公募終了。審査の結果、４箇所採
択・契約。５月より事業を開始。

(参考)令和２年度目標：
・女性の多様なチャレンジを総合
的に支援するモデルプログラムを
３箇所構築する
・モデルプログラムの受講者数

引き続き、女性の多様なチャレ
ンジを総合的に支援するモデル
プログラムを構築する。

持続的な産学共同人材育
成システム構築事業

大学等において、企業等を超えた
オープンイノベーションを促進するた
め、リカレント教育や実践的な教育を
担う実務家教員の育成に関する産学
共同教育の場やプログラムを提供す
るとともに、持続的に社会の要請に応
えられる産学共同人材育成システム
を構築する。【2.5億円の内数】

令和２年度は、質の高い実務家教員
を育成するための研修プログラムを
実施。
■プログラムの修了者数：150名

(参考)令和２年度目標：
プログラム修了者数(令和２年度
112名）

引き続き、質の高い実務家教員
育成のための研修プログラムを
実施するとともに、全国の大学
等へ展開していく予定で、持続
的に社会の要請に応えられる産
学共同人材育成システムの構
築を図る等、事業を推進する。
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文部科学省の取組④

施策・事業名等 施策・事業の概要 これまでの取組状況 今後の取組

成長分野を支える情報技術
人材の育成拠点の形成
（enPiT-Pro）

社会人を主な対象とした情報技術分
野を中心とする体系的で高度な実践
教育プログラムを、産業界とのネット
ワークを活用しながら複数大学と協
働し、開発・実施。【1.1億円の内数】

令和２年度は、情報技術人材の学び
直しに係る教育プログラムを実施。
■受講者数：198名
うち、社会人修了者数：190名

(参考)令和３年度までの目標：
実践教育を受講し、修了した受講
者数(令和３年度653名)

引き続き、人材育成のための教
育プログラムを実施・展開してい
く予定で、令和３年度は、社会人
を主な対象とした情報技術分野
を中心とする体系的で高度な実
践教育プログラムを開講し、産
業界とのネットワークを活用しな
がら複数大学と協働する等事業
を推進する。

超スマート社会の実現に向
けたデータサイエンティスト
育成事業

産官学による実践的な教育ネット
ワークを構築し、様々な分野へデータ
サイエンスの応用展開を図り、データ
から価値を創出し、ビジネス課題に答
えを出す人材を育成。【1.8億円の内
数】

令和２年度は、データサイエンティス
ト育成に係る教育プログラムを実施。
■社会人受講者数：1,434名
うち、社会人修了者数は617名

(参考)令和２年度目標：
開発した教育プログラムの社会人
受講者数(令和２年度866名)

引き続き、人材育成のための教
育プログラムを実施・展開してい
く予定で、令和３年度は、産官学
による実践的な教育ネットワー
クを構築し、様々な分野へデー
タサイエンスの応用展開を図り、
データから価値を創出し、ビジネ
ス課題に答えを出す人材育成を
する等事業を推進する。
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農林水産省の取組

施策・事業名等 施策・事業の概要 これまでの取組状況 今後の取組

農業・林業・漁業への新規
就業者の確保・育成

就職氷河期世代を含む幅広い世
代の新規就業を促進するため、
農林水産分野において、
・ 農業法人や社会福祉法人が
行う生産技術、加工技術を習
得するための研修

・ 就職氷河期世代を含む潜在
的就農希望者を地域単位で
受け入れ、研修コーディネー
ターを配置し、農村における２
週間程度の農作業研修及び
地域コミュニティ体験研修

・ 新規就農相談会や就農希望
者の就農準備段階等への支
援、農業法人等における実践
研修

・ 林業への就業ガイダンスの開
催、トライアル雇用の実施、新
規就業者を育成するための
研修

・ 漁業への就業相談会の開催、
通信教育を通じたリカレント教
育の受講支援、漁業現場で
の長期研修

等の支援を実施。

令和２年度は、都市部での新規就農相談会、就業ガイダ
ンス（農林水産分野併せて19回開催）や就業に向けた研
修の実施など、就職氷河期世代を含む幅広い世代の新
規就業を支援。

＜施策・事業の実績＞
農業：①支援を受けた34歳～49歳の新規就農者数（令和
元年度）
・農業次世代人材投資事業 1,479人
・農の雇用事業 606人
②農福連携に取り組む主体数 4,117主体（令和元年度
末時点）

林業：就職氷河期世代を含む同世代(34～49歳)のトライ
アル雇用者数58人、新規就業者に対する研修受講者
数621人、給付金受給者数23人、インターンシップ参加
者数６人（令和２年度）

漁業：支援を受けた34歳～49歳の新規就業者数（令和２
年度）
就業準備資金受給者数４名、長期研修実施者数98名

(参考)令和２年度（一部令和６年度まで）目標：
農業：就職氷河期世代やシニア世代を含む幅広い世代

の新規就農者の確保・育成
農福連携に取り組む主体を令和６年度までに新

たに3,000創出（農福連携等推進ビジョンにおける
目標）

林業：新規就業者の確保(1,200人)の達成に向けて就
職氷河期世代に対しても支援

漁業：新規就業者の確保(2,000人)の達成に向けて就
職氷河期世代に対しても支援

令和３年度は、新たに
就職氷河期世代を対
象として、就農希望者
の就農準備や農業法
人等における実践研修
への支援について、本
格的に実施することと
しており、引き続き、就
業に向けた相談会や
研修等の実施など、就
職氷河期世代を含む
幅広い世代の新規就
業を支援するため、必
要な支援を実施予定。
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【農業】
・ 新規就農者確保加速化
対策【14.4億円(令和２年
度３次補正)】

・ 農業人材力強化総合支
援事業【205.0億円の内
数】

・ 農山漁村振興交付金
【98.1億円の内数】

【林業】
・ 森林・林業新規就業支
援対策【46.2億円の内数
及び2.4億円の内数 (令
和２年度３次補正)】

【漁業】
・ 経営体育成総合支援事
業
・ 漁業担い手確保緊急支
援事業
【6.8億円の内数及び1.0億
円の内数(令和２年度３次
補正)】



経済産業省の取組①

施策・事業名等 施策・事業の概要 これまでの取組状況 今後の予定

中小企業・小規模事業者人
材対策事業

中小企業が、そのニーズに応じ、
多様な人材を確保できるよう、セ
ミナーやマッチングの促進等を行
う。【10.5億円の内数】

各地域の経済産業局において、中小企業の多
様な人材確保のためのマッチング支援に取り組
んでいる。
■事業参加企業の満足度89％を達成した。
■事業に参加した企業のうち、自社のニーズに
合った求人を行い、その結果人材の獲得に至っ
た企業の割合は、令和２年度において29％を達
成した。

(参考)令和２年度目標:
・事業参加企業の満足度（意識変化等）
70％以上を目指す。
・事業に参加した企業のうち、自社のニー
ズに合った求人を行い、その結果人材の獲
得に至った企業の割合20％

中小企業が、そのニーズ
に応じ、必要な人材を確
保できるよう、引き続き、
関係機関とも連携して中
小企業と多様な人材との
マッチング支援に取り組
んでいく。

サイバー・フィジカル・セキュ
リティ対策促進事業費

就職氷河期世代を含む専門人材
が、ドローンやロボット掃除機な
どのＩｏＴ機器等の信頼性を検証
する「ハイレベル検証サービス」
事業に従事し、キャリアアップに
つなげる。【3.9億円の内数】

・検証事業者によるIoT機器等のハイレベルな
検証を通じ、信頼できる事業者を確認する仕組
みや機器ごとの効果的な検証手法等の考え方
を手引き化している。
・ビル、電力、スマートホーム、自動車、防衛、
宇宙の産業分野ごとに、ステークホルダーと連
携してサイバーセキュリティ対策を検討するサ
ブワーキンググループを設置し、ガイドライン等
の策定に向けた検討を実施している。

(参考)令和３年度までの目標：
令和３年度末までに、４分野以上で産業分
野別のサイバー・フィジカル・セキュリ
ティ対策に関するガイドラインの策定を推
進し、セキュリティ対策の確認の仕組みを
構築する。

手引きの充実に向け、検
証事業者によるハイレベ
ルな検証を継続するとと
もに、検証ビジネスの活
性化に向けた検討を実施
する。
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経済産業省の取組②

施策・事業名等 施策・事業の概要 これまでの取組状況 今後の取組

学びと社会の連携促進事業
※本事業のうち、就職氷河期世代
支援にも関連する事業は令和２年
度限りで終了。

課題を抱える地方の現場等を舞台と
する社会課題を題材にし、社会人等
を対象とする実践的能力開発プログ
ラムの開発実証（課題設定・データ解
析・効果測定等）を行う。

左記プログラム開発実証を含め、就
学前から初中等教育、リカレントまで
様々な年代を対象とした民間教育
サービス等導入のモデルプランや事
例を令和２年度までに約100件構築
した。

－

ITパスポート試験 職業人として誰もが共通に備えておく
べきITに関する基礎的知識を測るた
めの支援を図る。

2019年度から出題範囲に、第四次産
業革命に対応した新たな技術等を追
加するとともに、すべての分野で、新
しい技術・手法の出題を強化するな
ど、時代に応じた試験の構築を図っ
ている。

新たな技術等に対応すべく出題
範囲を不断に見直しながら、引
き続き、ITに関する基礎的知識
を測るための試験を実施する。

第四次産業革命スキル習
得講座認定制度

IT・データを中心とした将来の成長が
強く見込まれ、雇用創出に貢献する
分野において、専門的・実践的な教
育訓練講座を経済産業大臣が認定し、
社会人のキャリア形成を図る。

・令和３年７月末時点の認定講座は
106講座。
・法人や団体等に対し、本認定制度
に対する周知を行っている。

講義時間への配慮やeラーニン
グ等での受講整備等、引き続き
社会人が受けやすい工夫がなさ
れた講座の拡充を図る。
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経済産業省の取組③

施策・事業名等 施策・事業の概要 これまでの取組状況 今後の取組

地域未来デジタル・人材投
資促進事業
【令和３年度からの新規事業】

地方の中堅企業等による若者人材の
求人手法を高度化すべく、自社分析、
採用・育成戦略から、多様な求人
ツールの活用、リモートセミナー・面
接等まで、一気通貫で総合支援を行
う。創出される先進事例は、広報コン
テンツを通じて周知啓発し、横展開を
図る。【11.7億円の内数】

１次公募（令和3年6月2日～6月25
日）終了。
採択決定後、順次事業開始予定。
２次公募（令和3年7月1日～8月10
日）実施。
（※令和３年７月末時点）

・今後、地方の中堅企業等によ
る都市部の若者人材の採用に
係る実証事業を実施していく。
・先進事例に係る事例分析集を
作成し横展開を図っていく。

人材確保等への投資促進
を図る税制措置
【令和３年度からの新規事業】

ウィズコロナ・ポストコロナを見据えた
企業の経営改革の実現のため、新
卒・中途採用による人材の確保や人
材育成への投資の促進を図る。

※具体的には、新規雇用者（新卒・中
途）の給与等支給額が前年度より
２％以上増えた企業に対し、新規雇
用者の給与等支給額の 15％を法人
税等から税額控除。加えて、教育訓
練費が前年度より 20％以上増えた
企業に対しては、控除率を５％上乗
せし、新規雇用者の給与等支給額の
20％を法人税等から税額控除。

令和３年度税制改正において新たに
措置。
事業者への周知・広報や、適切な運
用に向けたガイドブック等の整備を
行っている。

引き続き、事業者への周知・広
報等を進め、本税制の活用を促
していく。
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国土交通省の取組①

施策・事業名等 施策・事業の概要 これまでの取組状況 今後の取組

〇国土交通関係業種における人材の確保・育成

地域における観光産業の
実務人材の確保・育成

全国５か所程度において、地域
一体で女性・シニアおよび就職氷
河期世代を対象に含む人材確
保・定着の取組を実施する。【1.2
億円の内数】

令和２年度は、全国５地域における人材確
保・定着に向けた取組に対し、費用面・ノウ
ハウ面から支援。また、取組内容を横展開
するためのセミナーには、計80名以上の就
職氷河期世代が参加。東北の温泉地では
宿泊施設で６名の就職氷河期世代を採用。

(参考)令和２年度目標：
全国５か所程度において、地域一体で女
性・シニアおよび就職氷河期世代を対象
に含む人材の確保・定着に向けて取り組
み、セミナー等を通じて取組を横展開す
る

今後は、新たに採択された地域
を含めた４地域において調整を
重ねた上で、女性および就職氷
河期世代を対象に含む人材の
確保・定着の取組の実施や、取
組の好事例の横展開を図る予
定。

自動車整備業における人
材の確保・育成

経営者向け「人材確保セミナー」
を開催し、就職氷河期世代を含
む多様な自動車整備人材受入の
ための環境整備を行う。【0.8億円
の内数】

令和２年度、愛知県及び関東地域において、
ウェブを活用しつつ、多様な働き方を可能
とする労働条件の整備等をテーマとした経
営者向けの「人材確保セミナー」を開催。

(参考)令和２年度目標：
経営者向け「人材確保セミナー」を毎年
度一回以上実施

引き続き、毎年度１回以上、経
営者向けの「人材確保セミナー」
を開催予定。就職氷河期世代を
含む未経験・無資格者の採用及
び採用後の資格取得のための
教育制度の促進、地域の事業
者間連携による好取組事例の
収集・展開等を図る予定。

建設技能者のスキル向上
のための特別講習

特別講習の実施や新プログラム
の作成により、就職氷河期世代
を含めた多様な世代の建設技能
のスキル向上を図る。

令和２年度実績
・受講者数：7,931人、
うち就職氷河期世代：3,570人

(参考)令和５年度までの目標：
建設キャリアアップシステムへの建設技
能者の加入数：2023年度末まで全ての建
設技能者が加入

特別講習で作成・使用した教
材・プログラムを一般公開・提供
し、職業訓練校や教育機関、建
設業団体、事業者での活用を図
る。
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国土交通省の取組②

施策・事業名等 施策・事業の概要 これまでの取組状況 今後の取組

造船・舶用工業における
人材の確保・育成

地方協議会等において、造船・舶
用工業分野での就労に必要とな
る基礎的な知識や技能の習得と
職場実習等を可能とする教育内
容等について検討し、人材受入
のための環境整備を図る。【0.9億
円の内数】

地方協議会等を開催し、就職氷河期世代の受
入の環境整備についての議論を行った。
■地方協議会等の開催回数：９回

(参考)令和２年度目標：
地方協議会等を毎年６回以上開催し、就職
氷河期世代の受入の環境整備についての議
論を行う。

引き続き、全国で地方協議会
等を開催し、造船技能研修セ
ンターにおいて行う技能研修
について、造船所採用職員だ
けでなく造船所に所属してい
ない就職氷河期世代に対し
ても門戸を開放する等、就職
氷河期世代の受入環境整備
を図る。

船員の確保・育成 船員の経験のない者を雇用し、
育成した事業者に対する助成や、
船員の専門教育機関を卒業して
いない者が船舶の運航に関する
資格を取得するための訓練を実
施する事業者に対する補助等を
行う。【1.2億円の内数】

・令和２年度末時点で220の事業者に対し助
成・補助を行い、船員経験のない者581人（うち
就職氷河期世代は69人）の雇用を促進した。
・海運事業者における１事業者あたりの船員
採用者数の実績：4.05人(令和元年度)

(参考)令和２年度目標：
１事業者あたりの船員採用者数を2.61人以
上とする。 ※就職氷河期世代も含む

引き続き、事業を着実に実施
し、船員の確保・育成に取り
組む。

海技資格取得促進及び
海技資格保有者への再
教育

資格を取得したものの船員として
就職できなかった者に対し、船員
としての就職を促進するため、リ
カレント訓練を実施する。【69.8億
円の内数】

(独)海技教育機構にて実施するリカレント訓練
の周知活動を実施した。
■リカレント訓練の周知活動：全国11箇所
■(独)海技教育機構 海上技術短期大学校に
おける就職氷河期世代の入学者数：
令和２年度２名、令和３年度７名

(参考)令和２年度目標：
海技士の資格を有していない者、又は海技
士の資格を取得したものの船員として業務
を行っていない者について、船員としての
就職を実現するための訓練の周知活動を全
国11箇所以上で実施。

引き続き、（独）海技教育機構
にて実施するリカレント訓練
の周知活動を全国で実施し、
船員の確保・育成に取り組む。
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就職氷河期世代支援における
支援施策のオンライン化事例

令和３年９月



相談

支援

➣就職支援については、求職者がハローワークの専門窓口等で対面で行うことが原則であったが、
新型コロナウイルス感染症の流行を踏まえ、令和２年度より順次、一部のハローワークにおいて、

オンライン会議アプリを用いた相談支援を試行実施。

➣ハローワークにおけるオンライン職業相談実施箇所数（令和３年度予算措置）：150所

令和４年度概算要求において、出張所や分室を除く全てのハローワーク（434所）でのオンライン職業相談実施のた

めの予算を計上している。

①就職氷河期世代の就職支援のためのハローワークにおけるオンライン職業相談の実施

（就職氷河期世代専門窓口）令和２年度第３次補正予算額 0.1億円
令和３年度予算額 16.6 （14.9）億円

（オンライン職業相談にかかる経費）令和２年度第２次補正予算額 0.6億円の内数
令和３年度予算額 0.1（０）億円の内数



支援を希望する

ひきこもり状態にある方

オンラインによる家族会

（家族同士の交流）の開催

②ひきこもり当事者（ピアサポーター）等によるSNS・電話等による支援の充実

➣新型コロナウイルス感染症の流行により、感染拡大防止に配慮した、当事者同士が集まれる居場所、

家族同士が集まれる家族会の開催や相談支援が求められている。

➣また、ひきこもり当事者にとって、当事者（ピアサポーター）等との会話は安心できるものであり、加えて、

SNS等を用いたオンラインによる相談は、対面での相談に比べて相談に対する心理的ハードルが低い。

➣令和３年度から、SNS等を活用した相談支援、ビデオ通話による居場所、家族会等による支援を充実し

ている。

令和２年度第３次補正予算額：140億円の内数（ー）

参加

オンラインによる居場所

（当事者の交流）の開催

参加

ひきこもり状態に

ある方の家族

ピアサポーター等

ピアサポーター等

ピアサポーター等

相談
相談



③中小企業・小規模事業者人材対策事業

➣全国各地で、中小・小規模事業者を対象に、地域内外の多様な人材（女性・シニア・外国人等）を確

保するためのセミナー・マッチングを実施。就職氷河期世代を含む多様な人材の確保に向けたマッチン

グイベントについて、これまでは対面で行っていたが、現在はデジタルツールやオンラインツールを積極

的に活用し、一部オンラインで開催を行っている。

➣支援の実績：マッチングイベント30件のうち22件（令和２年度実績）

令和3年度予算額 10.5億円の内数

1.講演・セミナー

• 経営者等向けに、業
務の細分化や人材
像の明確化、採用
手法に関するセミ
ナー等を実施。

2.魅力発信

• WEBや交流会、イン
ターン等において、企
業の強みや経営者の
思い、職場環境等の
魅力を発信。

4.定着

• 職場環境の見直し等
による離職防止の重要
性やノウハウ獲得の研
修等を実施。

3.マッチング

• 参加人数の多い大規模
開催に加えて、人材タイ
プに応じた小規模開催も
実施。

• 面談型だけでなく、企業
側人材側の双方のコミュ
ニケーションが図れる対話
型も実施。



④就職・転職支援のための大学リカレント教育推進事業
令和２年度第３次補正予算額 13億円の内数

➣非正規雇用労働者・失業者、希望する就職が出来ていない若者を主な対象に、大学等が地方公共団

体、企業、経済団体等と連携し、即効性があり、かつ質の高いリカレントプログラム（受講費無料）を開

発・実施し就職・転職を支援する。

➣要件を満たした受講生は厚生労働省の職業訓練受講給付金による経済的支援を受けながらの学習

が可能。

➣新型コロナウイルス感染症の流行も踏まえ、オンライン講義と対面講義を組み合わせ集中的に提供

する体制を整備。

＊採択プログラムの審査においてもオンライン等の活用を求めている。

➣22都道府県・40大学・63プログラムを実施（主な分野：デジタル、医療介護、地方創生、女性活躍 等）

オンラインと対面を組み合わせて提供

連携企業/団体

労働関連行政

（厚労省、地方行政）IT分野の教育
キャリアデザイン
就職支援
未就労者への広報
教育系企業との連携

事業実施委員会

ハローワーク

自治体労働局

その他、キャリアコンサルタントと
の連携や、連携企業へのイン
ターンシップ等で就職・転職の
後押し。

IT企業
企業の
IT部門

業界
団体

大学

・A大学「失業者向けITリカレント教育プログラム」

プログラムの開発・実施体制



テレワーク導入等

を検討する企業 オンラインセミナー

参加

ウェブ会議によるコンサルティング

テレワーク導入等に関するコンサルタント

⑤テレワーク普及展開推進事業

➣テレワークマネージャー事業として、テレワークの導入等を検討する企業に対する、専門家による無料

コンサルティングについて、コンサルタントをリアルに派遣する形としていたものを、原則としてウェブ会議

や電話により実施することとした。

（608/664件）

➣テレワーク・サポートネットワーク事業におけるセミナーをリアル開催から主にオンラインによる開催と

した。

（281/434件）
※いずれも令和２年度実績値 （オンライン化件数/全体件数）

令和３年度予算額 2.6億円の内数



座学（オンラインで実施） 実地研修

新規就農者確保加速化対策事業 地域における観光産業の実務人材確保・育成事業

令和２年度第３次補正予算額 40.8億円の内数

➣座学と実地研修のプログラムのうち座学による

講義の一部について、オンライン化。

➣研修の一部をオンライン化している都道府県の

数：８

➣事業成果報告会をオンラインで実施

・・・１回（令和２年度）

各地域において

人材確保・定着の

取組を実施

終了後

報告会（オンラインで実施）

令和３年度予算額 1.2億円の内数

⑥人材育成事業や研修事業に係るオンライン化



➣就職支援については、求職者が相談窓口（ハローワーク等）に直接足を運んで対面で行うことが原則

であるが、その場合、働きながら転職サポートを受けることが時間的な制約から困難な場合があること

等から、神戸市において、令和２年12月より、SNS（チャットボット）やAIを用いた相談支援体制を構築。

➣就職者数（非正規雇用者を含む）：27名、カウンセリング受講者数：386名

➣チャットボットの友達ユーザー数：1,400名

⑦地域就職氷河期世代支援加速化交付金事業

（SNSとAIを活用したキャリアカウンセリング・キャリアアップサポート事業）

令和２年度第３次補正予算額 30億円の内数

SNS・チャットボット等に
よるキャリア相談
（24時間可能）

求人情報データ

求職者 AIによるマッチング

適職診断・職業紹介

企業


